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は じ め に 

 
2012 年度は「アジア共同学位開発プロジェクト」（概算要求特別経費「「東アジアにおける国際

的教育指導者共同学位プログラムの開発研究」）の 2 年目の年に当たります。東日本大震災直後の

混乱期である 2011 年 4 月に始まったプロジェクト 1 年目は、組織体制の整備、海外の連携協力

校のとの関係作り、国際シンポジウムを通じた「国際的教育指導者」の概念の明確化などを行い

ました。 
その成果に基づき、今年度はいくつかの新たな試みを行いました。その 1 つが、サマーコース

です。2012 年 8 月に中国・韓国・台湾の 6 大学から 11 名の大学院生を招き、日本の学生と一緒

に学ぶ 8 日間の授業「アジアの子ども」と「アジアの学校」を開設しました。言語は、すべて英

語です。また、講義は東北大学大学院教育学研究科の日本人教員に加えて、中国・韓国・台湾・

イギリスの 7 大学の教員が担当しました。これまでにはない充実した授業が展開されたと考えて

います。一方で、様々な知識背景をもつ大学院生が授業に参加したため授業の水準をどこに定め

たらよいのか、複数の教員による講義の一貫性をどのように担保するのか、学生の募集時期はい

つが適切か、などについての課題も見えました。 
もう 1 つは、2013 年 3 月に高麗大学と行った共同教育プログラムの実施に関する協議も今年度

の成果の 1 つでしょう。この会議では、東北大学と高麗大学の教員が顔を合わせ、共同教育プロ

グラムの内容、実施時期と方法、単位換算の問題などについて、率直な意見交換をしました。こ

の話し合いの成果は、東北大学と高麗大学の 2 大学間に留まるわけではなく、中国・韓国・台湾

の他の大学との協議にも十分活かせるものだと考えています。また、この話し合いを通じて、東

アジアの各大学との間で質の高い共同教育プログラムを作ることが可能であること、そしてその

共同教育プログラムを発展させることによって共同学位を作り上げることが可能であることを実

感しました。その他、海外調査・国内調査、国際シンポジウム・国際セミナーなどを通して、私

たちは多くのことを学びました。 
来年度 2013 年度は、時間的には 5 年間のプロジェクトの中間の年に当たります。しかし、最

後の 2 年間である 2014 年度と 2015 年度に共同学位プログラムを施行するためには、実質的には

具体的な計画を策定するための最終年度と言っても過言ではないでしょう。 
私たちは大学院の質の高い教育の実現を目指して、この「アジア共同学位開発プロジェクト」

を一層積極的に推進していきたいと考えています。今後とも関係各位のご助言、ご指導を賜りま

すようよろしくお願いします。 
 
2013 年 3 月 

東北大学大学院教育学研究科長 
本 郷 一 夫 
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1-1 プロジェクトの目的 
 
 本プロジェクトの目的は、グローバル化時代を迎えつつある東アジアにおいて、教育職員や教

育行政に関わる職員の資質向上を図るため、東アジア及び ASEAN 諸国の有力大学と連携し、東

アジアにおけるリーダー養成のモデルとなる国際的教育指導者共同学位プログラムの開発を行う

ことにある。 
 グローバル化の本質は資本と人的資源の国境を越えた流動化である。しかし、その現れ方は一

様ではなく、国や地域によって異なる。東アジア諸国では、グローバル化の進む今日、21 世紀的

人材育成、多文化共生、経済的格差、文化的アイデンティティなどの諸問題が共通する喫緊の教

育課題として浮かび上がっている。このような新たな時代的課題に対して、国際的な視野を持ち

つつ、知識偏重と言われる東アジア型教育を改革し、新たな教育の創造を指向する人材育成が求

められている。 
 近年、東アジア諸国では、各国の教育課程改革に示されているように、知識偏重の教育を改め、

価値や態度、さまざまな社会的スキルなどを含め、全面的な人間発達を促す教育への転換が模索

されてきた。しかし、少なくとも日本では、知識偏重の教育は改善されているとは言えない。オ

ルタナティブな現実を創り出す力が未成熟なのである。 
 また東アジア諸国とは反対に、日本では留学生数の減少に象徴されるように、若年層の内向き

姿勢、安定志向は強まっている。この問題は単に留学するか否かの問題ではない。かりに、自ら

の実力以外に頼ることのできない新しい世界へ挑戦するマインドが枯渇してきたとするならば、

問題は深刻である。先人の創り上げてきた枠組み、既存のプラットフォームにひたすら依存し、

自分自身の頭と心、そして身体で事実を確認し、思考し、行動することが停止しているとすれば、

そのような社会にイノベーションは起こりえないであろう。 
もちろん、これらの社会変革への意志とその責任は若年層に求められるべきものではなく、わ

れわれの社会全体の、閉塞的な精神構造が責められるべきである。 
 さて、東北大学ではグローバル化に対応する一つの選択肢として、グローバルな変化を身体的

感覚として知り、またローカルな教育事情にも通じた教育専門職（教育行政関係者、学校教員な

ど）の育成を構想している。このため、東アジアの有力諸大学とネットワークを形成し、国際的

教育指導者共同学位プログラムの研究に着手した。 
 本プロジェクトは、教育学研究科・教育ネットワークセンターを活動拠点とし、国際的なネッ

トワークの強化・拠点形成を行う。この組織的整備の上に、共同学位プログラム開発のための基

礎的研究と共同学位プログラム開発の実践的研究の 2 つの部門が置かれる。 
 基礎的研究の目的は、国内外の先行事例の調査を通じて、国際的共同教育、国際的共同学位プ

ログラムの実態を把握することである。制度、教育目的・教育内容、スタッフや施設、学生募集

と入学者選抜（アドミッション）、奨学金をはじめとするさまざまな生活支援、そしてプログラム

全体のアセスメント方法などが主たる研究対象である。成功事例はもとより、失敗事例からも多

くの事柄を学びたいと考えている。 
なお、この基礎的研究は、高等教育研究においてアカデミックな研究業績を上げることを目的

とするものではなく、共同学位プログラム開発のための実践志向の基礎的研究であり、将来、私
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たちの共同学位プログラムで学ぶ学生たちのための研究である。 
 共同学位開発の実践的研究は、東北大学を中心とする共同学位プログラムの開発研究である。

現在、東北大学では世界の主要教育研究機関と学術交流を重ねてきた。今回のプロジェクトでは、

これらの大学・機関の中から東アジアの 7 つの大学を選択し、ネットワークを築く。これらをコ

アとして、共同教育プログラムの開発研究を行う。なお、現段階では、修士課程に焦点を絞り、

共同教育プログラムの開発に取り組んでいる。 
これらの基盤の上に、平成 26 年度より実験的に共同教育プログラムを開始する予定である。 
本プログラムの効果として期待できる事柄は、以下のとおりである。 

1．国際的教育指導者共同学の研究拠点の形成 
2．国際的共同学位プログラムの共同開発 
3．国際的な視野、新たな資質能力を備えた教育専門職のリーダー育成、また教育研究者養成 
4．将来的にはアジアの課題に協働して取り組む人的ネットワークの形成 
 こうした長期的な展望を持ちつつ、国際的共同教育の開発に取り組んでいる。 
 平成 24 年度の目標は、以下のとおりである。 
１．本プロジェクト専任教員を採用し、プロジェクトを遂行するための組織的基盤を強化 
２．基礎研究として、国際的共同教育プログラムを創設するための情報収集 
３．パートナー機関を中心とするシンポジウム、セミナー、ワークショップを開催 
４．共同学位コースを運営するためのノウハウを得るために、サマーコースを開催 
５．コアとなるパートナー機関を定め、共同教育創設のための協議を開始 
 最後に改めてわれわれの目的を確認しておきたい。われわれが目指しているのは、国境を越え

た共同学位（ジョイント・ディグリー）プログラムである。「共同学位」の定義にもよるが、少な

くともわれわれの目指しているのは、単位互換制度の一つのバリエーション、あるいはその延長

線上の「共同学位」ではない。そのような「共同学位」であれば、すでに日本国内にも多数存在

している。パートナーと協働して一つの制度を運営し、教育理念を共有して、まったく新たな人

材育成を図る。そして新しい人材育成を通して、新しい世界の創造に貢献する。これがわれわれ

のプログラムの目的である。 
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1-2 年次計画 
 
〈図 1-1〉は、本プログラムの年次計画である。 
 

本事業の年次計画

パイロット
プログラム

第１期 H23 第２期 H24～H25 第３期 H26～H27

開発研究

基礎研究

国際連携

拠点形成 教育ネットワークセンター整備拡充 教育ネットワークセンター機能強化 継続的支援体制構築へ

連携大学･協力大学･関連機関などの国際的ネットワーク深化･拡張

共同学位 基礎的研究

共同学位 開発研究

共同学位プログラムの開始

定期的な共同セミナー・ワークショップ

プログラム開発に向けた情報収集･条件整備

共同学位プログラムの開発（短期プログラムによる情報収集）

 
図 1-1 アジア共同学位開発プロジェクト年次計画 

 
 上の図に示した通り、本プログラムは、(1)国際連携・拠点形成部門、(2)開発研究・基礎研究部

門、(3)開発研究・実践研究部門の 3 つのレベルから成り立つ。 
 国際連携・拠点形成部門は、本プログラムの実施基盤となる教育ネットワークセンターの整備

拡充・連携強化である。本プログラムを遂行する上で、専任教員 2 名、教育研究支援者 2 名、事

務職員 1 名を雇用する。また連携大学などから客員研究員を招へいする。  
開発研究・基礎研究部門は、共同学位プログラムを立ち上げ、遂行していくための情報収集を

行うもので、5 年間の期間の中では、次第に基礎的研究から開発を意識した研究にシフトしてい

く予定である。 
開発研究・実践研究門は、平成 26 年度から開始予定のパイロットプログラム実施のための研究

を行う。平成 24 年度はサマーコースを開設し、プログラムを運営するためのノウハウの蓄積を行

う。 
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次の〈図 1-2〉は、本プログラムの全体的なイメージを示したものである。 
 

本事業のイメージ

プレセッション･修学支援
(言語･文化体験･生活支援)

教育研究の理論
国際標準化の知識の習得

教育研究の技法
研究スキルの習得

フィールドワーク
知識とスキルの応用･問題解決能力の習得

修士論文
学術用語で情報発信できる力量形成

アカデック･ライティング プレゼンテーション

Aruhus
London など

Singapore･NIE など

Deusto など

London など

先行事例の調査研究

国際標準カリキュラム
教材･教育方法の開

発

スキルと態度
育成方法の開発

スキル･問題解決能
力育成方法の開発

学術論文作成
支援体制の開発

連携大学と共同開発

共同学位プログラム開発のための基礎研究

制度研究 内容研究 教育方法研究 支援体制研究 質保証研究マーケット調査

関

連

諸

機

関

共同学位プログラム

修了後支援体制
修了者のネットワークづくり

政府諸機関・NPO等の外部諸機関との連携

連

携

諸

大

学

共同学位プログラム開発のための実践的研究

 

図 1-2 アジア共同学位開発プロジェクト事業イメージ  
 
外縁から見ていただきたい。「連携諸大学」は本プログラムに直接的に関わることが期待される

大学である。現在、ソウル国立大学、高麗大学、北京師範大学、南京師範大学、華東師範大学、

国立台湾師範大学、国立政治大学の 7 大学をコアとして、教育学研究科の有する国際的ネットワ

ークを指示している。 
「政府諸機関・NPO 等の外部諸機関との連携」は、国際的共同教育を実施する上で法的・制度

的な整備は不可欠であり、また実際に留学生に対する生活支援等を行う上では、不可欠な連携で

ある。将来的には、政府諸機関・NPO 等の外部機関におけるインターンシップも構想している。 
右側の「関連諸機関」は、やはり教育学研究科の有する国際的ネットワークを示している。た

とえば、ロンドン大学教育研究院は EU の支援を受け、国際的共同教育プログラムを運営してき

た。共同教育プログラムを実施していくためには、先行事例の情報収集およびその評価分析は必

要条件と言える。また今日、高等教育機関のグローバル化・ネットワーク化が急速に進展してお

り、そこから共同学位プログラムへの発展も予想される。したがって、これら諸機関との緩やか

な連携も重要である。 
次に、下の「共同学位プログラム開発のための基礎研究」を見ていただきたい。ここでは、実

際に共同学位プログラムを開設し、運営していくための研究を示している。これは、教育ネット
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外縁から見ていただきたい。「連携諸大学」は本プログラムに直接的に関わることが期待される

大学である。現在、ソウル国立大学、高麗大学、北京師範大学、南京師範大学、華東師範大学、

国立台湾師範大学、国立政治大学の 7 大学をコアとして、教育学研究科の有する国際的ネットワ

ークを指示している。 
「政府諸機関・NPO 等の外部諸機関との連携」は、国際的共同教育を実施する上で法的・制度

的な整備は不可欠であり、また実際に留学生に対する生活支援等を行う上では、不可欠な連携で

ある。将来的には、政府諸機関・NPO 等の外部機関におけるインターンシップも構想している。 
右側の「関連諸機関」は、やはり教育学研究科の有する国際的ネットワークを示している。た

とえば、ロンドン大学教育研究院は EU の支援を受け、国際的共同教育プログラムを運営してき

た。共同教育プログラムを実施していくためには、先行事例の情報収集およびその評価分析は必

要条件と言える。また今日、高等教育機関のグローバル化・ネットワーク化が急速に進展してお

り、そこから共同学位プログラムへの発展も予想される。したがって、これら諸機関との緩やか

な連携も重要である。 
次に、下の「共同学位プログラム開発のための基礎研究」を見ていただきたい。ここでは、実

際に共同学位プログラムを開設し、運営していくための研究を示している。これは、教育ネット

 
 

ワークセンターが中心となって実施する基礎研究である。この基礎研究として「マーケット調査」

「制度研究」「（教育）内容研究」「教育方法研究」「支援体制研究」「質保証研究」を例示した。 
さて、次に中心部分に示された黄色の部分を見ていただきたい。外部の諸機関との連携、基礎

研究を踏まえた上で、共同学位プログラムのカリキュラムが編成されることになる。ここではあ

くまでもイメージを示したものであるが、下から入学時期のギャップを活用した入学前の「プレ

セッション」、第 1 学期「教育研究の理論」、第 2 学期「教育研究の技法」、第 3 学期「フィールド

ワーク」、そして第 4 学期「修士論文」と積み上げていくカリキュラムを構想している。 
このカリキュラム開発と密接に関わるのが、そのすぐ左側の「連携大学との共同開発」である。

連携大学の中からコアとなるパートナー機関ととともに、カリキュラム開発を行っていく予定で

ある。 
カリキュラム構想の右側に示したのは、先行事例の調査研究である。われわれのカリキュラム

構想は、EU のプログラム「ヨーロッパ生涯学習修士課程」（European Master of the Life Long 
Learning）に近い。したがって EMLLL を実施している Aarhus、London、Deusto の 3 大学の

先行事例も参照しながら、カリキュラムを構想していく。 
なお、われわれの研究課題は、東アジア共同学位開発研究である。ここには 2 つの意味合いが

含まれている。1 つは、実際にプログラムを開発し、運営することである。もう一つは、われわ

れの取り組む共同学位プログラムの開発プロセス、および運営システムそれ自体が研究の対象と

なっている。それが「共同学位プログラム開発のための実践的研究」の意味するところである。 
さて、最後に再び〈図 1-2〉に戻っていただきたい。これらの過程を経て、最終的には「共同

学位プログラム」を開発する。そして、長期的課題として、この共同学位プログラムの修了者の

ネットワークを形成していきたいと願っている。この願いは、本プログラムが終了する平成 28
年度以降の課題となる。 
 以上の全体計画の下、平成 24 年度に取り組むべき課題・目標を改めて確認しておきたい。前節

で述べたように、5 つの課題・目標は以下のとおりである。 
1．本プロジェクト専任教員を採用し、プログラムを遂行するための組織的基盤を強化 
2．基礎研究として、国際的共同教育プログラムを創設するための情報収集の継続 
3．パートナー機関を中心とするシンポジウム、セミナー、ワークショップを開催 
4．共同学位コースを運営するためのノウハウを得るために、サマーコースを開催 
5．コアとなるパートナー機関を定め、共同教育創設のための協議を開始 
 5 年という期間は決して長くない。一般にダブル・ディグリーを開設するまで、最低 2 年間の

準備期間を要することが指摘されている。平成 24 年度中に共同学位プログラム開設のための協議

を開始する必要がある。 
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1-3 実施体制 
 
 実施体制は、＜図 1-3＞の通りである。 

 教育学研究科・教育ネットワークセンターに「アジア共同学位開発プロジェクト部門」を新設

し、教育ネットワークセンター長が本プロジェクト・リーダーを兼任する。事務局は、専任教員

（2 名）、教育研究支援者（1 名）、事務補佐員（1 名）の体制である。 

なお、本プロジェクトを進めるにあたって二つの委員会を設けている。一つは、プロジェクト

実施委員会（通称、推進会議）で、委員（9 名）と専任教員（2 名）、教育研究支援者（1 名）・外

国人客員教員（1 名）から構成されている。実施委員会は月 2 回開催され、プロジェクト実施に

関する共通理解を醸成しつつ、全体の動きを総括する。もう一つは、全体委員会であり、教育学

研究科教員 20 名から構成（実施委員と重複）されている。なお、全体委員会は 2 ヶ月 1 回の開催

により、実施委員会で出された事業案の確認及び助言をいただく。 

 

教育学研究科総合教育科学専攻

人間形成論 教育政策科学

成人継続教育論教授学習科学人間発達

臨床心理

研究拠点の構成

北京師範大学
華東師範大学
南京師範大学

など

中国

ソウル国立大学校
高麗大学校

韓国

国立台湾師範大学
国立政治大学

台湾

ロンドン大学
オールフス大学
デウスト大学

ACA
DAAD

British Council
など

欧州など

教育学研究科教授会

教育学研究科長

教育設計評価講座
教育設計評価部門 5名

プログラム代表者
(兼教育ネットワークセンター長)

プログラム実施委員会 9名

専任教員 2名
客員教員 2名(H26.27は4名）

教育研究支援者 2名

客員教員 客員教員
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プロジェクト実施担当者は以下の通りである。 
 
表 1 アジア共同学位開発プロジェクト実施委員会の構成員 

共同学位開発プロジェクト実施委員会 

役   割 氏    名 役      職 

  本郷 一夫 東北大学大学院教育学研究科長 

顧問 宮腰 英一 東北大学大学院教育学研究科教授 

リーダー 上埜 高志 東北大学大学院教育学研究科副研究科長 

サブリーダー 
小川 佳万 東北大学大学院教育学研究科准教授 

清水 禎文 東北大学大学院教育学研究科助教 

委員 

加藤 道代 東北大学大学院教育学研究科教授 

安保 英勇 東北大学大学院教育学研究科準教授 

谷口 和也 東北大学大学院教育学研究科準教授 

笹田 博通 東北大学大学院教育学研究科教授 

柴山 直 東北大学大学院教育学研究科教授 

有本 昌弘 東北大学大学院教育学研究科教授 

工藤 与志文 東北大学大学院教育学研究科教授 

神谷 哲司 東北大学大学院教育学研究科準教授 

深谷 優子 東北大学大学院教育学研究科準教授 

専任教員 
朴 賢淑 東北大学大学院教育学研究科助教 

田中 光晴 東北大学大学院教育学研究科助教 

客員教員 

叶 林 中国・杭州師範大学准教授 

姜 大仲 韓国・ソウル大学助教 

李 梅 中国・華東師範大学准教授 

張 世華 台湾・国立台湾師範大学助教 

申 正撤 韓国・ソウル大学准教授 

梁 忠銘 台湾・国立台東師範大学教授 

胡 建華 中国・南京師範大学教授 

鄭 同僚 台湾・国立政治大学准教授 

事務局 

鳥澤 誠 東北大学教育学部・教育学研究科事務長 

佐藤 広美 東北大学教育学部・教育学研究科庶務係長 

加藤 高明 東北大学教育学部・教育学研究科教務係長 

橋本 昭浩 東北大学教育学部・教育学研究科会計係長 

朴 仙子 東北大学大学院教育学研究科教育研究支援者 

黒田 由希子 東北大学教育学部・教育学研究科事務補佐員 
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1-4 会議報告 
 
 会議報告については＜資料 1-4＞に代える。 
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1-4 会議報告 
 
 会議報告については＜資料 1-4＞に代える。 
  

 
 

 

会 議 報 告 

                                委員名 上埜 高志 

委員会名 2012 年度アジア共同学位開発プロジェクト 第 1 回 推進会議  
2012 年 4 月 6 日（金）開催 

 
1．議事録について 

2011 年度第 14 回推進会議の議事録について、原案どおり承認された。 
 
2．全体計画について 

上埜教授より、全体計画について説明があった。 
（1）体制・組織について 

体制について整理し、業務分業については国別に完全に分業するのではなく、相互に協

力しながら進めるようにすることとした。 
（2）内規について 

本プロジェクト遂行のための内規を策定する。 
（3）カリキュラム策定について 

2013 年度秋学期、第 1 期生を入学させることをめざし、準備を進めたい。 
 
3．2011 年度外部評価について 

清水助教より外部評価について説明があった。学内から 1 名外部から 2 名人選し、5 月～

6 月にかけて実施することとした。 
 
4．2012 年度年間計画について 
（1）サマーコースについて 

上埜教授より、サマーコースについて説明があった。4 月中旬ごろには募集要項を韓国・

中国・台湾の各大学に送付できるようにしたい。募集人数、開催日程、講師依頼、参加学

生の受け入れおよび運営方法、参加学生への経費面での補助およびその予算の出所等、具

体的な内容等については、リーダー・サブリーダーに一任することとした。 
 実施時期：8 月 22 日（水）～8 月 29 日（水） 

（2）シンポジウムについて 
清水助教より、シンポジウムおよびイベントについて説明があった。今年度、シンポジ

ウムについては 1 回のみの開催とし、そのほかは各国より有識者を招聘して単独のセミナ

ーを行う方向で検討している。 
（3）海外出張について 

上埜教授より、海外出張の申請および報告については、別添の様式を用いて行うよう統

一したいという提案があった。 
 

資料 1-4 
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5．2011 年度報告について 
（1）出張報告について 

清水助教、谷口准教授より、2 月～3 月の出張について報告があった。 
（2）『報告書』配布先について 
上埜教授より、2011 年度の『報告書』の配布先について、リーダー・サブリーダーでリ

ストアップするとの説明があった。 
（3）3 月国際シンポジウムについて、報告書を作成することとなった。 
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会 議 報 告 

                                委員名 上埜 高志 

  
委員会名 2012 年度アジア共同学位開発プロジェクト 第 2 回 推進会議 

2012 年 5 月 22 日（火）開催 

議 事 
報告 1．外部評価について 
清水助教より、つぎの報告がなされた。外部評価委員として二宮皓先生（放送大学副学

長）、小尾晋之介先生（慶應義塾大学教授）、Edward Anthony Vickers 先生（九州大学准教

授）より内諾を得た。日程は未定であるが、8 月～9 月にかけて実施する予定である。 
 
報告 2．出張について 

上埜教授より、資料に基づき、本年 2 月以降の出張について報告がなされた。今後、カ

リキュラムの内容等の詳細について協議するため、韓国・台湾への出張を予定している。 
 

報告 3．その他 
(1) 広報について 

田中助教より、資料に基づき、多言語版ホームページ（英語版）、「実施担当者一覧」ペ

ージ、プロジェクトグッズについて、報告がなされた。 
谷口准教授より、ニューズレター（12 月国際シンポジウム）について、現在進行中であ

る旨報告があった。 
(2) 名刺について 
上埜教授より、資料に基づき、新しい名刺のデザインについて報告がなされた。 

 
審議 1．議事要録の確認について 
 前回の議事要録案（4 月 6 日(金)）を承認した。 
 
審議 2．プロジェクト組織について 

上埜教授より、資料に基づき、プロジェクト組織および会議の開催日程について説明が

なされ、承認された。予算案等については、リーダーおよびサブリーダー（2 名）が担当す

ることとした。 
また、連携先については、高麗大学（韓国）および国立政治大学の 2 校を中心として進

めていくこととした。 
 

審議 3．2012 年度計画について 
(1) サマーコースについて 
上埜教授より、平成 24 年度「サマーコースについて、おおよそ別紙 2 の日程で行うとの

資料 1-4 
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報告があった。ポスター、および参加者名簿（5 月 22 日現在）について、別紙により確認

した。また、以下のことが話し合われた。 
・日本人院生（主に修士）の確保が必要。履修登録は集中講義と同じ方法なので、先

生方より学生に受講を勧めていただきたいとう要望があった。 
・東北大学教育学研究科の教員にも、サマーコースへの参加依頼があった。授業参観

も可能なので、推進会議委員には積極的に参加してほしいとの要望がなされた。 
・サマーコースにかかる以下の業務について、担当者が決定した。 

業務 担当者 備考 
成績評価方法及び責任者 上埜、小川 日本人学生の履修者は、レポート（英

語）によって評価。 
フィールドワーク 谷口 訪問先候補・依頼担当 
アンケート作成 安保 学生への最終アンケートの作成 

 
なお、清水助教より、修了証の原案が必要との提案があった。平成 22 年開催の又松大学

とのサマーセミナーで使用した修了証を参考に、作成していくこととなった。 
 (2) シンポジウムについて 
清水助教より、2012 年度第 1 回シンポジウムは 9 月第 3 週に開催予定であり、同第 2 回

目シンポジウムは、カリキュラム内容をテーマに開催したいとの提案があり、継続して検

討することとした。 
 
審議 4．共同学位プログラムについて 
上埜教授より、資料に基づき、共同学位プログラムのカリキュラム（案）について報告

がなされた。つぎのような意見交換があり、ひきつづき検討することとした。 
①構想である「国際的教育指導者」という大きな枠でカリキュラムを作成するほうが、進

めやすいのではないか。大きな枠で「リーダー教員」を養成する考え方も成り立つ。韓

国・中国と連携するには「教員」に限定してしまうと学生を送ってもらえない可能性が

ある。 
②カリキュラム内容は、1 セメスター・2 セメスターは自国の大学で学習することになる。

日本での学習は日本固有のものとフィールドワークが中心となるのではないか。現地の

学生と共同して調査・報告を作成させてはどうか。「教育心理学・発達心理学・臨床心理

学」等については、自国で履修して準備しておいてもらったほうがよい。 
③幅広く学習するカリキュラムもよいが、博士課程にもつながるような内容で作成すべき

ではないか。今後、当研究科がプログラムを通してどのような教育活動を行うかにもつ

ながる。 
④教員養成大学と研究中心大学の違い、東北大学としての独自性を打ち出すためにも、博

士課程につながる構想、「国際的教育指導者」という大きな構想でプログラムを作るべき

ではないか。 
⑤北海道大学はアジアとの連携が進んでいる。同大学では本研究科との国内連携も希望し
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ている模様である。今後予算が縮小することが予想されるので、予算が削減されても運
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連携することで、新しいカリキュラムを作り出していくことも求められているのではな

いか。現在、教育における経済格差など、新たな問題も浮上しているので、アジアにと

らわれず、グローバルな人材育成という観点からカリキュラムを作成してはどうか。EU
のエラスムス・ムンドゥスにおける教育系のカリキュラム（Life of Learning）などがどう

いう構成になっているのかを学ぶなどもよい。 
 

審議 5．その他 
(1)客員教員による国際セミナーについて 
 叶林客員教員による国際セミナーを実施する。 
(2)次回開催について 

次回は、6 月 12 日（火）13 時より開催する。 
 
 
 
 

 
 

資料 1-4 
 



14
 

 

 

会 議 報 告 

                                委員名 上埜 高志 

 
委員会名 2012 年度アジア共同学位開発プロジェクト 第 3 回 推進会議 

2012 年 6 月 12 日（火）開催 
 

議 事 
報告 1．ホームページについて 
 田中助教より、本プロジェクトのホームページの更新等について報告がなされた。 
 
審議 1．議事要録の確認について 
 前回の議事要録案（5 月 22 日(火)）を承認した。 
 
審議 2．サマーコースについて 

上埜教授より、資料に基づき、2012 年度サマーコースについて、説明があり、つぎのこ

と等が承認された。 
非常勤講師のうち 3 名を外国人研究員（客員教員）として受け入れる。 
Vickers 氏（九州大学）は講演者として招へいする。 
本サマーコースについて、学部先行履修扱いとする方向で手続きを進める。 
フィールドーワーク（8 月 25 日(土)）について、谷口准教授が準備する。 

 

審議 3．広報について 
谷口准教授より、ニューズレターについて、早急に発行することが確認された。 
プロジェクトグッズについて、今後も意見を収集しながら検討することとした（担当：

谷口准教授、深谷准教授）。 
 

審議 4．組織表について 
 上埜教授より、資料に基づき、前回提案した組織表から、一部変更がある旨の説明がな

され、承認された。 
 
審議 5．本カリキュラムについて 
 安保准教授より、資料に基づき説明がなされた。つぎのような意見交換がなされ、継続

して検討することとした。 
①フィールドワークについて、相手国にて履修するとの条件で、たとえば日本において日

本人がフィールドワークに参加しないと議論が活性化しないのではないか。特論と演習

に分ける必要があるのではないか。→授業形態は担当者に一任する、あるいは今後相手

国と調整する。 

資料 1-4 
 



15
 

 

 

会 議 報 告 

                                委員名 上埜 高志 

 
委員会名 2012 年度アジア共同学位開発プロジェクト 第 3 回 推進会議 

2012 年 6 月 12 日（火）開催 
 

議 事 
報告 1．ホームページについて 
 田中助教より、本プロジェクトのホームページの更新等について報告がなされた。 
 
審議 1．議事要録の確認について 
 前回の議事要録案（5 月 22 日(火)）を承認した。 
 
審議 2．サマーコースについて 

上埜教授より、資料に基づき、2012 年度サマーコースについて、説明があり、つぎのこ

と等が承認された。 
非常勤講師のうち 3 名を外国人研究員（客員教員）として受け入れる。 
Vickers 氏（九州大学）は講演者として招へいする。 
本サマーコースについて、学部先行履修扱いとする方向で手続きを進める。 
フィールドーワーク（8 月 25 日(土)）について、谷口准教授が準備する。 

 

審議 3．広報について 
谷口准教授より、ニューズレターについて、早急に発行することが確認された。 
プロジェクトグッズについて、今後も意見を収集しながら検討することとした（担当：

谷口准教授、深谷准教授）。 
 

審議 4．組織表について 
 上埜教授より、資料に基づき、前回提案した組織表から、一部変更がある旨の説明がな

され、承認された。 
 
審議 5．本カリキュラムについて 
 安保准教授より、資料に基づき説明がなされた。つぎのような意見交換がなされ、継続

して検討することとした。 
①フィールドワークについて、相手国にて履修するとの条件で、たとえば日本において日

本人がフィールドワークに参加しないと議論が活性化しないのではないか。特論と演習

に分ける必要があるのではないか。→授業形態は担当者に一任する、あるいは今後相手

国と調整する。 

資料 1-4 
 

 
 

②タイトルに教員養成とあるが、「教員」が対象なのか。→現在、調整中であるが、「教員」

養成がメインではない。 
③「教員」養成であれば、専修免許の課程認定を受けるのか。→現時点でその発想はない。

少なくともそれが第一義ではない。その可能性について検討する。 
教育行政論など administration が必要ではないか。“Asian citizenship”という切り口はな

いか。インターナショナルエデュケーションと関係するカリキュラムを入れるべきでは

ないか。→国際教育指導者像を含めて、今後カリキュラム内容を検討する。 
 
審議 6．その他 
(1) 協定書について 
 上埜教授より、資料に基づいて、協定書について説明がなされた。今後国内の動向を踏

まえて検討することとした。 
 
(2) 教員研修について 
 深谷准教授より、資料に基づいて、説明がなされた。短期海外研修など、継続して検討

することとした。 
 
(3) 第 4 回国際セミナーについて 
 叶林客員教員による国際セミナーは、7 月下旬に開催する方向で日程調整することとし

た。 
 
(4) 外部評価について 
 8 月 7 日（火）を第一候補日として調整していることが確認された。 
 
(5) サマーコースの履修条件について 
 履修条件ではなく、英語力に関して事前把握のため、日本人履修者についても英語能力

証明書類を提出させることが提案された。 
 
(6) ソウル大学学術大会 
有本教授より、11 月、ソウル大学で開催される学術大会に登録したことが報告された。 

 
(7) 次回開催 
次回の推進会議は、つぎのとおり予定する。 
第一候補 2012 年 7 月 10 日（火） 13：00～ 
第二候補 2012 年 7 月 3 日（火） 13：00～ 
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会 議 報 告 

                                委員名 上埜 高志 

 
委員会名 2012 年度アジア共同学位開発プロジェクト 第 4 回 推進会議 

2012 年 9 月 10 日（月）開催 

 
議 事 
報告 1．外部評価について 
 上埜教授より、8 月 7 日（火）、外部評価委員の二宮・放送大学副学長、小尾・慶応義塾

大学教授が出席し、外部評価委員会を開催した旨の報告があった。なお、外部評価委員の

Vickers・九州大学准教授は所用のため欠席であった。 
 
報告 2．サマーコースについて 
 上埜教授より、8 月 22 日（水）～29 日（水）の 7 日間、サマーコースとして「アジアの

子ども」「アジアの学校」（各 2 単位）を開講し、無事、終了した旨の報告があった。 
 
報告 3．第 5 回国際セミナーについて 
 上埜教授より、資料に基づき、9 月 13 日（木）、李梅張・准教授（華東師範大学）と張

世華・助理教授（国立台湾師範大学）による第 5 回国際セミナー「高等教育の国際化」（306
教室）（英語）を開催する旨の報告があった。 
 
報告 4．出張報告について 
 田中助教より、資料に基づき、第 48 回日本比較教育学会（九州大学）参加および早稲田

大学（東京）・立命館大学（京都）訪問の報告があった。 
 安保准教授に代わり上埜教授より、資料に基づき、国立政治大学（台北）および国立台

湾師範大学への訪問・意見交換について報告があった。本郷教授より補足があった。 
 

審議 1．議事要録の確認について 
 前回の議事要録案（6 月 12 日(火)）を承認した。 
 
審議 2．国際シンポジウムについて 

清水助教より、資料に基づき、9 月 19 日（水）、「国際的共同学位の構想－国際化時代

に対応した人材育成－」（大会議室(11 階)）（日米同時通訳）を開催する旨の説明があり、

承認された。柴山教授より、広報等について意見がだされた。 
 
審議 3．客員教員について 
上埜教授より、申正撤・准教授（ソウル大学）を本年 10 月〜来年 25 年 2 月（予定）に
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承認された。柴山教授より、広報等について意見がだされた。 
 
審議 3．客員教員について 
上埜教授より、申正撤・准教授（ソウル大学）を本年 10 月〜来年 25 年 2 月（予定）に
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客員教員として招聘する旨の説明がなされ、承認された。 
 
審議 4．その他 
(1) ノベルティについて 
 上埜教授より、資料に基づいて、説明がなされ、承認された。 
 
(2) 今後の日程について 
 上埜教授より、平成 26 年 4 月第 1 期生入学に向けて、カリキュラム、募集要項などの策

定を図りたい等の説明がなされた。ジョイント･ディグリー／ダブル・デグィリー、コース

新設／既存コース、細則締結、学内調整等のタイムスケジュールの確認など、種々、意見

交換がなされた。 
 また、国際あるいは国内のシンポジウム／ワークショップを、9 月 19 日（水）の国際シ

ンポジウムを踏まえて、本年 12 月に開催したい旨の説明がなされた。候補日は、12 月 7
日（金）・8 日（土）、あるいは 12 月 15 日（土）とする。 
 中国・韓国・台湾等の連携する大学との具体的な協議を進める。あわせて、アメリカの

大学の実情も調査することとした。 
 次回推進会議の開催は、つぎのとおりとする。 

2012 年 10 月 1 日（月） 15：00～ （予定） 
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会 議 報 告 

                                委員名 上埜 高志 

 
委員会名 2012 年度アジア共同学位開発プロジェクト第 5 回推進会議 

2012 年 10 月 1 日（月）開催 

 
議 事 
報告 1．第 6 回国際セミナーについて 
上埜教授より、資料に基づき、10 月 18 日（木）、第 6 回国際セミナーを開催することが

報告された。 
 
報告 2．出張報告について 

清水助教より、資料に基づき、出張報告（福岡、中国総領事館）がなされた。 
 
報告 3．国際シンポジウムについて 
上埜教授より、9 月 19 日（木）、国際シンポジウムを開催し、無事終了したことが報告さ

れた。 
 
審議 1．前回議事メモの確認について 
前回の議事メモ（9 月 10 日(月)）を確認した。 

 
審議 2．カリキュラムについて 
 本日は時間がないため、企画委員会等でひきつづき、検討することとした。 
 
審議 3．予算について 

上埜教授より、来年度予算が大幅削減されたことに伴い、計画していた事業を見直すこ

とした。資料に基づき、今年度の予算執行状況について確認され、海外から国際機関の職

員などを招聘し講演会を行なうなど、予算執行状況に照らしながら残額を有効に活用する

こととした。 
 

審議 4．その他 
1）今後の予定について 
(1) 2012 年度計画 

上埜教授より、つぎのことが諮られ、審議の結果、承認した。 
①国際シンポジウム／ワークショップ 
次回の国際シンポジウム／ワークショップについて、2 月 15 日(金)・16 日(土)を第 1 候

補、3 月 1 日(金)・2 日(土)を第 2 候補として調整することした。 
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会 議 報 告 

                                委員名 上埜 高志 

 
委員会名 2012 年度アジア共同学位開発プロジェクト第 5 回推進会議 

2012 年 10 月 1 日（月）開催 

 
議 事 
報告 1．第 6 回国際セミナーについて 

上埜教授より、資料に基づき、10 月 18 日（木）、第 6 回国際セミナーを開催することが

報告された。 
 
報告 2．出張報告について 
清水助教より、資料に基づき、出張報告（福岡、中国総領事館）がなされた。 

 
報告 3．国際シンポジウムについて 

上埜教授より、9 月 19 日（木）、国際シンポジウムを開催し、無事終了したことが報告さ

れた。 
 
審議 1．前回議事メモの確認について 

前回の議事メモ（9 月 10 日(月)）を確認した。 
 
審議 2．カリキュラムについて 
 本日は時間がないため、企画委員会等でひきつづき、検討することとした。 
 
審議 3．予算について 

上埜教授より、来年度予算が大幅削減されたことに伴い、計画していた事業を見直すこ

とした。資料に基づき、今年度の予算執行状況について確認され、海外から国際機関の職

員などを招聘し講演会を行なうなど、予算執行状況に照らしながら残額を有効に活用する

こととした。 
 

審議 4．その他 
1）今後の予定について 
(1) 2012 年度計画 

上埜教授より、つぎのことが諮られ、審議の結果、承認した。 
①国際シンポジウム／ワークショップ 
次回の国際シンポジウム／ワークショップについて、2 月 15 日(金)・16 日(土)を第 1 候

補、3 月 1 日(金)・2 日(土)を第 2 候補として調整することした。 
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②出 張 
10 月・11 月で 7 大学（中国、韓国、台湾）を訪問し、実務者ワーキング・グループを組

織することした。 
③外国人研究員（客員教員）の採用 

10 月中旬から来年 2 月末申正撤准教授（ソウル大学）が客員教員として着任することが

確認された。今後、客員教員招聘の希望があれば、上埜教授まで伝えることとなった。 
 
(2) 2013 年度予算 
 審議 3 で審議した。 
 
2）報告書について 
上埜教授より、日本語の他に英語版の報告書を作成するか諮られ、ホームページでの公

開等も含め、ひきつづき、検討することとなった。 
 
3）高等教育開発推進センターの英語講座について 

事務補佐より、資料に基づき、高等教育開発推進センターの英語講座について紹介され

た。 
 
4）その他 
(1) 事務手続き等について 

上埜教授より、国際シンポジウム、客員教員など海外からの招聘等の事務手続きについ

ては、ビザ取得等のため早めに着手することを確認した。 
 
(2) ニューズレターについて 
担当の谷口准教授より、10 月中に入稿予定であることが報告された。 

 
(3) その他 
上埜教授より、本プロジェクトにつながる学部（3・4 年生対象）の授業科目の開設につ

いて諮られ、審議の結果、承認された。教務委員会での審議が必要なため、詳細は企画委

員会等で検討することした。 
次回の推進会議は、11 月 12 日（月）15：00～に開催する予定とした。 
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会 議 報 告 

                                委員名 上埜 高志 

 
委員会名 2012 年度 アジア共同学位開発プロジェクト 第 6 回推進会議 

2012 年 11 月 12 日（月）開催 

 
議 事 
1．共同学位カリキュラムについて 
（1）修士課程カリキュラム 
 現状では研究コースの新設は困難と思われるので、既存の研究コースに上乗せする「ユ

ニット」（仮称）を検討することが報告された。 
 
（2）学部授業科目新設 
 共同学位カリキュラムへの進学を促すため、学部に授業科目（「海外教育事情」（仮称））

を新設したいとの報告があった。教務委員会へ検討を依頼することとした。 
 
（3）サマーコース 2013 
 「サマーコース 2013」については、2013 年 8 月上旬、1 科目（2 単位）を開催する方向

で計画することとした。  
 
2．国際シンポジウム／ワークショップについて 
（1）第 7 回国際セミナー 
 12 月 6 日（木）、山田礼子同志社大学教授による国際セミナーを開催予定であることの報

告があった。 
（2）国際シンポジウム／ワークショップ 

日程については、第 1 候補 2 月 15 日（金）・16 日（土）、第 2 候補 3 月 1 日（金）・2 日

（土）で調整することとなった。 
 
3．外国人研究員について 
来年 1 月～3 月、梁忠銘・国立台東大学師範学部教授（台湾）、胡建華・南京師範大学教

育科学学院院長・教授（中国）の 2 名について、外国人研究員（客員教授）として招きた

いとの提案があり、了承された。 
また、国立政治大学（台湾）へ外国人研究員を依頼しており、人選等についてはプロジ

ェクト・リーダーへ一任することを了承した。 
 
4．出張報告・出張計画について 

出張報告（韓国・他）および出張計画（中国・台湾）について報告がなされた。 
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会 議 報 告 

                                委員名 上埜 高志 

 
委員会名 2012 年度 アジア共同学位開発プロジェクト 第 6 回推進会議 

2012 年 11 月 12 日（月）開催 

 
議 事 
1．共同学位カリキュラムについて 
（1）修士課程カリキュラム 
 現状では研究コースの新設は困難と思われるので、既存の研究コースに上乗せする「ユ

ニット」（仮称）を検討することが報告された。 
 
（2）学部授業科目新設 
 共同学位カリキュラムへの進学を促すため、学部に授業科目（「海外教育事情」（仮称））

を新設したいとの報告があった。教務委員会へ検討を依頼することとした。 
 
（3）サマーコース 2013 
 「サマーコース 2013」については、2013 年 8 月上旬、1 科目（2 単位）を開催する方向

で計画することとした。  
 
2．国際シンポジウム／ワークショップについて 
（1）第 7 回国際セミナー 
 12 月 6 日（木）、山田礼子同志社大学教授による国際セミナーを開催予定であることの報

告があった。 
（2）国際シンポジウム／ワークショップ 

日程については、第 1 候補 2 月 15 日（金）・16 日（土）、第 2 候補 3 月 1 日（金）・2 日

（土）で調整することとなった。 
 
3．外国人研究員について 
来年 1 月～3 月、梁忠銘・国立台東大学師範学部教授（台湾）、胡建華・南京師範大学教

育科学学院院長・教授（中国）の 2 名について、外国人研究員（客員教授）として招きた

いとの提案があり、了承された。 
また、国立政治大学（台湾）へ外国人研究員を依頼しており、人選等についてはプロジ

ェクト・リーダーへ一任することを了承した。 
 
4．出張報告・出張計画について 

出張報告（韓国・他）および出張計画（中国・台湾）について報告がなされた。 
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5．予算について 
 予算執行状況について報告がなされた。 
 
6．その他 

プロジェクトの今後について、ジョイント･ディグリーを目指すのか、ダブル・ディグリ

ーを目指すのか、単位互換をめざすのか、またそれに伴いコースを新設するのか、既存の

枠組みを利用するのか早急に決定し、12 月の推進会議までに計画をまとめることとなった。 
 

次回の推進会議は、12 月 10 日（月）15：00～に開催する予定とした。 
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会 議 報 告 

                                委員名 上埜 高志 

委員会名 2012 年度 アジア共同学位開発プロジェクト 第 7 回推進会議 
2012 年 12 月 10 日（月）開催 

 
議 事 
1．共同学位カリキュラムについて 
（1）修士課程カリキュラム 
 ひきつづき、議論していくこととした。 
 
（2）学部授業科目新設 

資料に基づき、学部授業科目の新設について説明がなされ、教務委員会に授業科目の新

設を申請することとなった。来年度、新 3 年生から履修が可能になるよう手続きを行なう。 
 
（3）サマーコース 2013 
 今年度同様、2013 年 8 月下旬、2 科目（4 単位）を開催する方向で計画することとした。 
 
2．国際シンポジウム／ワークショップについて 
（1）第 7 回国際セミナー 
 12 月 6 日（木）、山田礼子同志社大学教授による国際セミナーを開催された。 
（2）国際シンポジウム／ワークショップ 

日程については、第 1 候補 2 月 15 日（金）・16 日（土）、第 2 候補 3 月 1 日（金）・2 日

（土）で調整することとなった。 
内容は実務を重視し、高麗大学（韓国）、国立政治大学（台湾）を中心にワークショップ

型で開催することとなった。 
 
3．外国人研究員について 

国立政治大学（台湾）から外国人研究員（客員教員）1 名を受け入れるとの報告があった。 
 
4．出張報告・出張計画について 

資料に基づき、出張（東京(NIAD-UE 国際セミナー)、中国、台湾）について報告がなさ

れた。 
 
5．予算について 
 資料に基づき、予算執行状況について報告がなされた。 
 
6．その他 

資料 1-4 
 



23
 

 

 

会 議 報 告 

                                委員名 上埜 高志 

委員会名 2012 年度 アジア共同学位開発プロジェクト 第 7 回推進会議 
2012 年 12 月 10 日（月）開催 

 
議 事 
1．共同学位カリキュラムについて 
（1）修士課程カリキュラム 
 ひきつづき、議論していくこととした。 
 
（2）学部授業科目新設 
資料に基づき、学部授業科目の新設について説明がなされ、教務委員会に授業科目の新

設を申請することとなった。来年度、新 3 年生から履修が可能になるよう手続きを行なう。 
 
（3）サマーコース 2013 
 今年度同様、2013 年 8 月下旬、2 科目（4 単位）を開催する方向で計画することとした。 
 
2．国際シンポジウム／ワークショップについて 
（1）第 7 回国際セミナー 
 12 月 6 日（木）、山田礼子同志社大学教授による国際セミナーを開催された。 
（2）国際シンポジウム／ワークショップ 

日程については、第 1 候補 2 月 15 日（金）・16 日（土）、第 2 候補 3 月 1 日（金）・2 日

（土）で調整することとなった。 
内容は実務を重視し、高麗大学（韓国）、国立政治大学（台湾）を中心にワークショップ

型で開催することとなった。 
 
3．外国人研究員について 

国立政治大学（台湾）から外国人研究員（客員教員）1 名を受け入れるとの報告があった。 
 
4．出張報告・出張計画について 

資料に基づき、出張（東京(NIAD-UE 国際セミナー)、中国、台湾）について報告がなさ

れた。 
 
5．予算について 
 資料に基づき、予算執行状況について報告がなされた。 
 
6．その他 
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外国語研修等について検討した。 
 部局間学術交流協定（杭州師範大学、南京師範大学、他）について意見交換し、担当の

教育ネットワークセンターへ依頼することとした。 
 

次回の推進会議は、1 月 7 日（月）15：00～に開催する予定とした。 
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会 議 報 告 

                                委員名 上埜 高志 

委員会名 2012 年度 アジア共同学位開発プロジェクト 第 8 回推進会議 
2013 年 1 月 7 日（月）開催 

 
議 事 
1．議事要録の確認について 

第 5 回～第 7 回の議事要録について確認した。 
 
2．共同学位カリキュラムについて 
（1）修士課程カリキュラム 
 1 月 9 日（水）、企画委員会において集中的に検討する旨の報告があった。 
 
（2）学部授業科目新設 

学部授業科目新設（「教育学総合演習（仮称）」）について、ひきつづき教務委員会に検討を

依頼することとした。 
 
（3）サマーコース 2013 
 今年度同様、2013 年 8 月下旬、2 科目（4 単位）を開催する方向で計画することとした。 
 
3．国際シンポジウム／ワークショップについて 

2 月 21 日（木）午後、国際シンポジウムを開催することとした。シンポジストは、滞在予

定の外国人研究員（客員教員）4 名へ依頼することで検討中である旨の報告があった。通訳

は日英同時通訳とする。 
 
4．外国人研究員について 

1 月 7 日（月）、梁忠銘・国立台東大学教授（台湾）が着任したとの報告があった。 
 
5．出張報告・出張計画について 
 とくになし。 
 
6．予算について 
 資料に基づき、予算執行状況について報告がなされた。 
 
7．その他 
外国語研修、外国語教材等について検討した。 
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会 議 報 告 

                                委員名 上埜 高志 

委員会名 2012 年度 アジア共同学位開発プロジェクト 第 8 回推進会議 
2013 年 1 月 7 日（月）開催 

 
議 事 
1．議事要録の確認について 
第 5 回～第 7 回の議事要録について確認した。 

 
2．共同学位カリキュラムについて 
（1）修士課程カリキュラム 
 1 月 9 日（水）、企画委員会において集中的に検討する旨の報告があった。 
 
（2）学部授業科目新設 

学部授業科目新設（「教育学総合演習（仮称）」）について、ひきつづき教務委員会に検討を

依頼することとした。 
 
（3）サマーコース 2013 
 今年度同様、2013 年 8 月下旬、2 科目（4 単位）を開催する方向で計画することとした。 
 
3．国際シンポジウム／ワークショップについて 

2 月 21 日（木）午後、国際シンポジウムを開催することとした。シンポジストは、滞在予

定の外国人研究員（客員教員）4 名へ依頼することで検討中である旨の報告があった。通訳

は日英同時通訳とする。 
 
4．外国人研究員について 

1 月 7 日（月）、梁忠銘・国立台東大学教授（台湾）が着任したとの報告があった。 
 
5．出張報告・出張計画について 
 とくになし。 
 
6．予算について 
 資料に基づき、予算執行状況について報告がなされた。 
 
7．その他 
外国語研修、外国語教材等について検討した。 
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会 議 報 告 

                                委員名 上埜 高志 

 
委員会名 2012 年度 アジア共同学位開発プロジェクト 第 9 回推進会議 

2013 年 2 月 4 日（月）開催 

 
議 事 
1．議事要録の確認について 

第 8 回の議事要録について確認した。 
 
2．共同学位カリキュラムについて 
1）修士課程カリキュラム 
 カリキュラムの創設に向けて、高麗大学と協議するため、その日程（3 月ころ）等の調整

をすることした。 
 
2）学部授業科目新設 

学部授業科目新設について、「海外教育演習」として 2013 年度から開講されることとなっ

た。 
 
3）サマーコース 2013 
 今年度同様、2013 年 8 月下旬、2 科目（4 単位）を開催する計画である。 
 英語の授業のほかに、単位化はしないが日本語の研修会（仮称）を開講することとし、神

谷准教授が中心となり検討することとした。日程は、7 月下旬～8 月上旬に開催する計画であ

る。 
 
3．国際シンポジウム／ワークショップについて 
1）国際セミナー 
 「専門職」等について、外国から講演者を招待することについて、小川教授を中心に計画

する。 
 
2）国際シンポジウム 

2 月 21 日（木）午後、国際シンポジウムを開催することとした。シンポジストは、滞在中

の外国人研究員（客員教員）4 名とした。通訳は日中韓同時通訳とする。 
 
4．外国人研究員について 
現在、4 名着任している。 
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5．出張報告・出張計画について 
 中国出張（長春、杭州）が計画されている旨の報告があった。その他、一部、修正があっ

た。 
 「海外短期研修」（韓国）が 3 月 20 日～23 日、実施されるが、当プロジェクトが「海外教

育演習」との関連もあり、企画・引率等を担当することとした。 
 
6．予算について 
 資料に基づき、予算執行状況について報告がなされた。 
 
7．その他 
1）英語教授法 
 ひきつづき、検討することとした。 
 
2）次回開催日 
出席が芳しくないので、メールで日程調整のうえ、開催日を決めることとした。 

 
3）教員室の鍵 
受け渡しがうまくいなかったようなので、注意喚起するとともに、再発防止のために、関

連事項も含めて、なんらかのマニュアルを作成することした。 
 
4）プロジェクトテキストの英訳 
プロジェクトで使用する予定のテキスト等の資料を英訳することとした。 

 
5）実施報告書 
年度末に今年度「実施報告書」を刊行するので、執筆の協力依頼があった。 

 
6）その他 
なし 
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2 実 践 報 告 
 
 
 
 

サマーコース 
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2-1 サマーコースについて 

 
今年度は、アジア共同学位コースを運営するためのノウハウを得るために「2012 年度 サマー

コース」（以下、サマーコース）を開催した。本サマーコースは年次計画で示したパイロットプロ

グラムの一環として実施されたものであり、8 月 22 日～29 日にかけて開催された。 
授業の開講にあたっては、昨年、海外調査で訪れた大学の先生方の協力を得ながら「アジアの

子ども」「アジアの学校」をテーマとして実施した。 
すべての授業は英語で行うとともに、講義及びフィールドワーク、ワークショップ形式で行わ

れた。参加学生は、連携大学（華東師範大学、南京師範大学、高麗大学、ソウル国立大学、国立

台湾師範大学、国立政治）を中心に選抜を行った。各大学から 1 名～2 名を選抜してもらい、11
名が受講した。なお、講義は、東アジアから招いた教員と東北大学大学院教育学研究科の教員が

担当した。東アジアからは、李相民助教授（高麗大学校）、陳陳准教授（南京師範大学）、張世華

助理教授（国立台湾師範大学）、Daejoong Kang 准教授（ソウル国立大学）、李梅准教授（華東師

範大学）、胡悦倫教授（国立政治大学）が授業を担当した。東北大学からは、小川佳万教授、谷口

和也准教授、加藤道代教授、神谷哲司准教授が担当した。他、2011 年度、客員教員として東北大

学に招いたヴィッカーズ准教授（現、九州大学）が授業を担当した。 
サマーコース開催後は、アンケートをとおした授業の評価を参加学生に行った。アンケート結

果については次年度のサマーコースに生かす予定である。（アンケート調査は、安保英勇准教授が

行う） 
なお、サマーコースの詳細については、資料 2-1・2-2・2-3 を参照されたい。 
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アジア共同学位開発プロジェクト 

2012 年度 サマーコース募集要項 

 
アジア共同学位開発プロジェクト「2012 年度 サマーコース」は、夏季休暇中に東北大学（日本）

において、「アジアにおける教育」をテーマとしたコースを短期集中で受講するものです。このコ

ースは日本の大学での生活体験を通して日本に対する理解を深めるとともに、授業が英語で開講

され、英語運用能力を伸ばし国際感覚豊かな人材を育成することを目指しています。 

出願受付 

受付期間： 
願書提出先： 
提出書類： 
応募資格： 
 
募集人数： 

2012 年 5 月 10 日（木）～5 月 25 日（金）必着 
各大学の国際交流担当部署 
①願書 ②英語能力公式点数証明書のコピー（TOEFL-ITP、IELTS など） 
教育学（教科教育を含む）を専攻する修士課程・博士課程および学部 4 年次の

学生で、必要とされる英語能力を有する者。 
各大学 2 名 

選考および結果通知 

選考方法： 
結果通知： 

本コースの趣旨にもとづき、提出書類にて選考する。 
2012 年 5 月 30 日（水） 

出願および参加に当たっての注意事項 

キャンセルは基本的に認められません。 
プログラムの参加が決まった方は健康診断証明書および海外旅行傷害保険（英語証明書）、レポー

ト（共通題目：アジアの子どもと学校 英語 2,000wrods 以内）を提出してください。 
参加学生は開講されるコースをすべて受講することが求められます。 

コース言語 

授業言語： 英語 

費用について 

東北大学負担経費： 授業料、プログラムの行事経費、渡航費、宿泊費 

参加学生負担経費： 生活費、海外旅行保険料、食費など 

問い合わせ先 

東北大学： アジア共同学位開発プロジェクト事務室 
Tel&Fax +81－22－795－3756 
Email  ajp-summer＠sed.tohoku.ac.jp 

資料 2-1 
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コース日程   2012 年 8 月 22 日（水）～29 日（水）（8 日間） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

コース紹介 

（講師は各国の教員が担当予定） 

日付 時間 講師 講義テーマ 
8 月 22 日（水） 午後 華東師範大学、南

京師範大学、高麗

大学、ソウル国立

大学、国立台湾師

範大学、国立政治

大学、東北大学の

教授 

「アジアの子ども」①（講義題目 未定） 
8 月 23 日（木） 午前 「アジアの子ども」②（講義題目 未定） 
 午後 「アジアの子ども」③（講義題目 未定） 
8 月 24 日（金） 午前 「アジアの子ども」④（講義題目 未定） 
 午後 「アジアの子ども」⑤（講義題目 未定）  
8 月 25 日（土） 午前 「アジアの子ども」⑥（講義題目 未定） 

 午後  フィールドワーク 
8 月 26 日（日）    
8 月 27 日（月） 午前 華東師範大学、南

京師範大学、高麗

大学、ソウル国立

大学、国立台湾師

範大学、国立政治

大学、東北大学の

教授 

「アジアの学校」①（講義題目 未定）  
 午後 「アジアの学校」②（講義題目 未定） 
8 月 28 日（火） 午前 「アジアの学校」③（講義題目 未定）  
 午後 「アジアの学校」④（講義題目 未定） 
8 月 29 日（水） 午前 「アジアの学校」⑤（講義題目 未定）  
 午後 「アジアの学校」⑥（講義題目 未定） 

ＤＡIＬＹ ＳＣＨＥＤＵＬＥ
TOHOKU UNIVERSITY SUMMER COURSE

Tue Wed Thu Fri Sat Sun Mon
21-Aug 22-Aug 23-Aug 24-Aug 25-Aug 26-Aug 27-Aug

8:00
Preparation for lessons Preparation for lessons Preparation for lessons Preparation for lessons

9:00

10:00

11:00

12:00

13:00

14:00

15:00

16:00 Revise a lessons Revise a lessons Revise a lessons Revise a lessons

17:00

Tue Wed Thu
28-Aug 29-Aug 30-Aug

8:00
Preparation for lessons Preparation for lessons 1Lecture 180min

9:00

10:00

11:00

12:00

13:00

14:00

15:00

16:00 Revise a lessons

17:00

Ｐｒｅｓｅｎｔａｔｉｏｎ

Lecture7
School in Asia1

Lecture9
School in Asia3

Lecture4
Children in Asia4

Lecture6
Children in Asia6

Lecture2
Children in Asia 2

Break
Arrive in Sendai

Clocing Ceremony and
Farewell Party

Lecture11
School in Asia5

Deport from Sendai

Ｆｉｅｌｄ　Ｔｒｉｐ

Lecture8
School in Asia2

Orientation and Program
Overview

Opening Ceremony and
Welcome Lunch

Lecture10
School in Asia4

Lecture12
School in Asia6

Break Break

Lecture1
Children in Asia 1

Lecture3
Children in Asia 3

Lecture5
Children in Asia 5

Break Break Break
Free
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2012/8/22

 　　9：30～ 大会議室

 　　9：00～ 9：30 204教室

10：00～10：10 大会議室

10：10～10：30 大会議室

10：30～11：30 東北大学 オリエンテーション 大会議室

11：30～12：00

12：00～13：00

時  間 所  属 講義テーマ

東北大学 「アジアの子ども」①

東北大学 （日本について）

16：10～17：40

18：00～

「アジアの子ども」②

（韓国について）

「アジアの子ども」③

（中国について）

16：10～17：40

「アジアの子ども」④

（台湾について）

「アジアの子ども」⑤

日本の教育現場について

16：10～17：40

8月26日（日） 終日

「アジアの学校」①

（日本について）

「アジアの学校」②

（韓国について）

16：10～17：40

「アジアの学校」③

（中国について）

「アジアの学校」④

（台湾について）

16：10～17：40

「アジアの学校」⑤

（アジアの学校overview）

「アジアの学校」⑥

学生発表
総合ディスカッション

16：00～16：20 306教室

16：20～17：00 大会議室

17：30～19：30 生協

キャンパスツアー（TA同行）図書館見学/プレゼンテーション

306教室

306教室

306教室

306教室

306教室

306教室

306教室

高麗大学

集合写真・歓迎会(会場：１１階大会議室)

306教室

第2回アンケート記入

李相民　准教授

陳 陳　准教授

張世華　助理教授

306教室

306教室

フィールドワーク(お弁当持参)

（尚絅学院中・高等学校）

306教室

受付開始

13：00～16：00

講  師

小川佳万　教授

上埜高志教授・神谷哲司准
教授・加藤道代教授

渡航費支給

8月29日（水）
大会議室

13：00～17：30

8月22日（水）

　修了証（受講証）　授与式

懇談会

8月23日（木）

8月24日（金）

8月27日（月）

8月28日（火）

レポート作成

09：00～12：00 九州大学

09：00～12：00

13：00～16：00

ヴィッカーズ　准教授

レポート作成

09：00～12：00 華東師範大学

13：00～16：00 国立政治大学

谷口和也　准教授

李梅　准教授

胡悦倫　教授

09：00～12：00 東北大学

13：00～16：00 ソウル大学

13：00～16：00 東北大学

第1回アンケート記入／レポート作成

谷口和也　准教授

谷口和也　准教授

小川佳万　教授

姜大仲　准教授

休　　　　　　　　み

オリエンテーション詳細日程表

8月25日（土） 09：00～17：00 東北大学

13：00～16：00 南京師範大学

レポート作成

09：00～12：00 国立台湾師範

8月22日（水）
大会議室

9：00～21：00

連　続　講　義

教育学研究科見学

ランチ（TAに生協を案内してもらう）

306教室

プロジェクトリーダー挨拶

研究科長挨拶
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コース日程   2012 年 8 月 22 日（水）～29 日（水）（8 日間） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

コース紹介 

（講師は各国の教員が担当予定） 

日付 時間 講師 講義テーマ 
8 月 22 日（水） 午後 華東師範大学、南

京師範大学、高麗

大学、ソウル国立

大学、国立台湾師

範大学、国立政治

大学、東北大学の

教授 

「アジアの子ども」①（講義題目 未定） 
8 月 23 日（木） 午前 「アジアの子ども」②（講義題目 未定） 
 午後 「アジアの子ども」③（講義題目 未定） 
8 月 24 日（金） 午前 「アジアの子ども」④（講義題目 未定） 
 午後 「アジアの子ども」⑤（講義題目 未定）  
8 月 25 日（土） 午前 「アジアの子ども」⑥（講義題目 未定） 

 午後  フィールドワーク 
8 月 26 日（日）    
8 月 27 日（月） 午前 華東師範大学、南

京師範大学、高麗

大学、ソウル国立

大学、国立台湾師

範大学、国立政治

大学、東北大学の

教授 

「アジアの学校」①（講義題目 未定）  
 午後 「アジアの学校」②（講義題目 未定） 
8 月 28 日（火） 午前 「アジアの学校」③（講義題目 未定）  
 午後 「アジアの学校」④（講義題目 未定） 
8 月 29 日（水） 午前 「アジアの学校」⑤（講義題目 未定）  
 午後 「アジアの学校」⑥（講義題目 未定） 
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TOHOKU UNIVERSITY SUMMER COURSE
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8:00
Preparation for lessons Preparation for lessons Preparation for lessons Preparation for lessons
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14:00
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16:00 Revise a lessons Revise a lessons Revise a lessons Revise a lessons

17:00
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8:00
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16:00 Revise a lessons
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Break
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Lecture11
School in Asia5

Deport from Sendai
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Orientation and Program
Overview
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Welcome Lunch
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Lecture12
School in Asia6

Break Break
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受講者アンケートによるSummer course評価 

 

受講者アンケートは2種類行った。1つは外国人学生を対象とした「全体評価」で、Summer cou

rse全般にかかわる評価であり、講義・学校訪問・接遇（滞在したホテルやボランティア学生）・

全体的なスケジュールを問うものである。もう1つは、「学生による授業評価」であり、教育学研

究科がセメスターごとに全科目について行っているものである。「アジアの学校」「アジアの子

ども」それぞれについて、外国人学生および日本人学生に対して行った。詳細は次ページ以降に

記すが、その概要は以下のとおりである。 

 

 講義 

 おおむね好評である（授11-20）。8割以上の者が講義に対し、包括的で（全A5）、自身

の研究にとって有用であり(全A6)、よく準備されていたと考える(全A7)。 

 しかしながら、コマ数（30コマ）については、賛否拮抗しており(全A1)、反対の者は、

より少ないコマ数を希望している(全A2)。 

 また1日当たりの授業時間数（5コマ：450分）についても、やや否定的であり(全A3)、3

00分程度のより短時間を希望する者が多い(全A4、全E)。 

 他の希望としては、以下のような事項がある（全A8-A10、授21）。 

 充分な質疑、学生間の討論。教員-学生間の交流(全D8)。 

 特定のトピックについての系統だった講義、重複テーマの整理（授21）、枠組みの

統一。 

 政策、教育問題の解決、教育上のホットなテーマ 

 講師自身の研究。 

 受講生同士が顔が見えるような机の配置。 

 学校訪問 

 9割が学校訪問を有意義と感じ(全B1)、来年度も行うべきとし(全B3)、大変好評である。 

 他の要望としては、以下のようなものがある(全B3-4、全D7-8、授21) 

 高校 

 図書室、職員室の見学。 

 親へのインタビュー。 

 2,3日かけての高校訪問、もっとゆとりのある時間配分。 

 より多くの教諭の参加。 

 教育施設 

                                                   
1 「授」は「学生による授業評価」の結果を、「全」は「全体評価」の結果を示しており、続く番号は

設問番号に対応している。 

資料 2-3 
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 東北大学の学内ツアー。 

 塾や幼稚園の見学。 

 先進的な教育の見学。 

 文化体験 

 仙台市博物館。 

 伊達政宗像ほか歴史的遺物。歴史・文化を訪ねるツアー。 

 文化体験。 

 仙台市全体や周辺地域の小旅行。 

 接遇 

 回答者全員が、日本人学生とホテルに関し、肯定的な評価をしている。(全C1-2)。 

 回答者全員がネットワークの形成ができたと評価している(全D5-6)。 

 一方、より多くの日本人学生の参加を望む声もある(全C3)。 

 全体的なスケジュール 

 8日間という日程に関して、肯定的な評価は6割に留まり(全D1)、より長期のゆったりと

したスケジュールを望む者がいる(全D2)。 

 行事の数としては、8割が適当と考えるが(全D3)、より多くの自由時間を望む者も多い(全

D4。) 

 昼休みの延長を望む (全A10)、「詰め込みすぎ」 (全D8)、「疲れた」（授21) という声

もある。 

 
 

 

受講者アンケートによるSummer course評価 

 

受講者アンケートは2種類行った。1つは外国人学生を対象とした「全体評価」で、Summer cou

rse全般にかかわる評価であり、講義・学校訪問・接遇（滞在したホテルやボランティア学生）・

全体的なスケジュールを問うものである。もう1つは、「学生による授業評価」であり、教育学研

究科がセメスターごとに全科目について行っているものである。「アジアの学校」「アジアの子

ども」それぞれについて、外国人学生および日本人学生に対して行った。詳細は次ページ以降に

記すが、その概要は以下のとおりである。 

 

 講義 

 おおむね好評である（授11-20）。8割以上の者が講義に対し、包括的で（全A5）、自身

の研究にとって有用であり(全A6)、よく準備されていたと考える(全A7)。 

 しかしながら、コマ数（30コマ）については、賛否拮抗しており(全A1)、反対の者は、

より少ないコマ数を希望している(全A2)。 

 また1日当たりの授業時間数（5コマ：450分）についても、やや否定的であり(全A3)、3

00分程度のより短時間を希望する者が多い(全A4、全E)。 

 他の希望としては、以下のような事項がある（全A8-A10、授21）。 

 充分な質疑、学生間の討論。教員-学生間の交流(全D8)。 

 特定のトピックについての系統だった講義、重複テーマの整理（授21）、枠組みの

統一。 

 政策、教育問題の解決、教育上のホットなテーマ 

 講師自身の研究。 

 受講生同士が顔が見えるような机の配置。 

 学校訪問 

 9割が学校訪問を有意義と感じ(全B1)、来年度も行うべきとし(全B3)、大変好評である。 

 他の要望としては、以下のようなものがある(全B3-4、全D7-8、授21) 

 高校 

 図書室、職員室の見学。 

 親へのインタビュー。 

 2,3日かけての高校訪問、もっとゆとりのある時間配分。 

 より多くの教諭の参加。 

 教育施設 

                                                   
1 「授」は「学生による授業評価」の結果を、「全」は「全体評価」の結果を示しており、続く番号は

設問番号に対応している。 

資料 2-3 
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2012 Summer course 全体評価(全) 

 
 回答者11名 

 

A. Lecture (children and youths &  school education in comparative perspective)  

 

1.The number of lectures (30 lectures) was appropriate.     

 
 

2.What would be the appropriate number of lectures for this program?          lectures  

回答：10、15-20、20、20-24、20-25、20-30、25（各1名） 

 

3.The length of a lecture (450 minutes/day) was appropriate. 

 
 

4.What would be the appropriate length of a lecture?     minutes per day.  

 回答：240（2名）、300-350、300-400、360、450（各1名） 

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

storongly agree agree neither disagree storongly disagree

0% 20% 40% 60% 80% 100%

storongly agree agree neither disagree storongly disagree
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5. The content of lectures was comprehensible.

 
 

6. Information covered in the lectures is useful to my study. 

 
 

7. In general, lectures were well-prepared. 

     

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

storongly agree agree neither disagree storongly disagree

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

storongly agree agree neither disagree storongly disagree

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

storongly agree agree neither disagree storongly disagree

 
 

2012 Summer course 全体評価(全) 

 
 回答者11名 

 

A. Lecture (children and youths &  school education in comparative perspective)  

 

1.The number of lectures (30 lectures) was appropriate.     

 
 

2.What would be the appropriate number of lectures for this program?          lectures  

回答：10、15-20、20、20-24、20-25、20-30、25（各1名） 

 

3.The length of a lecture (450 minutes/day) was appropriate. 

 
 

4.What would be the appropriate length of a lecture?     minutes per day.  

 回答：240（2名）、300-350、300-400、360、450（各1名） 

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

storongly agree agree neither disagree storongly disagree

0% 20% 40% 60% 80% 100%

storongly agree agree neither disagree storongly disagree
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8. Sufficient time was allocated for question and answer.   

 

 
 

9. What other types of lectures you wish you could have taken?  

 More systematic lectures on specific issues of Education. 

 lectures on policy making, or solutions and educational debates 

 those lectures focus on research interest of scholars 

 free discussion among students 

 lectures about hot issues in education and new research and findings 

 more diverse lectures topics ,piz      

       

10. Please state briefly if you have any comments on these lecture series. 

 It'd be better for students if we have 90min lunch time to take a rest. We hope the lectur

e can  

focus on further and deeper discussions on series educational issues. 

 A joyful experience in my life 。勉強る！ 

 They are very good lectures, but maybe during the second half of the whole course ,we c

an learn some deeper research from the teachers rather than a general picture of the educa

tion in different area. there are some overlapping parts in those lectures. 

 thank you very much, and…not much things to comment  

 There are very good. maybe in the future, the projects can last longer. maybe one month.

          

  

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

storongly agree agree neither disagree storongly disagree
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B. Visiting  Shokei High School  

 

1.Visiting  was meaningful. 

 
        

2. Visiting should be a part of the next year's this program. 

 
 

3. What other site and activity did you wish to visit and try?  

 Japanese cram school Sendai Museum. Date Masamune statue and other famous historical si

tes. 

 the whole Sendai city. 

 the library, teachers office,…everything! 

 some advanced education in Sendai or Japan 

 maybe kindergarten 

 trip around the city 

 Another educational site of Japan 

 field trip around Sendai area 

 

4. Please state briefly if you have any comments on visiting high school. 

 Great chance to witness real Japanese school life. If possible, I'd like to have a chance to

 talk to Japanese parents.  

 We can spend 1 or 2 more days to visit high school in order to know better &deeper abo

ut true high-student daily life. 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

storongly agree agree neither disagree storongly disagree

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

storongly agree agree neither disagree storongly disagree

 
 

8. Sufficient time was allocated for question and answer.   

 

 
 

9. What other types of lectures you wish you could have taken?  

 More systematic lectures on specific issues of Education. 

 lectures on policy making, or solutions and educational debates 

 those lectures focus on research interest of scholars 

 free discussion among students 

 lectures about hot issues in education and new research and findings 

 more diverse lectures topics ,piz      

       

10. Please state briefly if you have any comments on these lecture series. 

 It'd be better for students if we have 90min lunch time to take a rest. We hope the lectur

e can  

focus on further and deeper discussions on series educational issues. 

 A joyful experience in my life 。勉強る！ 

 They are very good lectures, but maybe during the second half of the whole course ,we c

an learn some deeper research from the teachers rather than a general picture of the educa

tion in different area. there are some overlapping parts in those lectures. 

 thank you very much, and…not much things to comment  

 There are very good. maybe in the future, the projects can last longer. maybe one month.

          

  

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

storongly agree agree neither disagree storongly disagree
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 maybe more teachers could participate in the interview. 

 it was impressive but kind a fired because the courses before we visit school was intensiv

e 

 useful, impressive 

 Interesting but we were in a hurry and could not have a more closer look into classes 
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C. Accommodation 

 

1. Volunteer students were kind and pleasant persons.  

      

2. Stay at Hotel Bel Air Sendai was comfortable. 

 
 

3. Please state briefly if you have any comments on the accommodation. 

 Thank you so much for the arrangements. Hope more Japanese master students would p

articipate. 

 Thanks. The hotel is very nice and comfortable. 

 thank you very much 

  

84% 86% 88% 90% 92% 94% 96% 98% 100%

storongly agree agree neither disagree storongly disagree

84% 86% 88% 90% 92% 94% 96% 98% 100%

storongly agree agree neither disagree storongly disagree

 
 

 maybe more teachers could participate in the interview. 

 it was impressive but kind a fired because the courses before we visit school was intensiv

e 

 useful, impressive 

 Interesting but we were in a hurry and could not have a more closer look into classes 

  



40
 

 

D. Overall Schedule 

 

1. The length of the program (8 days) was appropriate.  

 
 

2. What would be the appropriate length of the program?   days  

   回答：8-10(2名)、8、10-12、14、14-、-21（各1名） 

 

3. The number of activities was appropriate.  

       

4. Enough free time was scheduled during this program.  

 
  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

storongly agree agree neither disagree storongly disagree

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

storongly agree agree neither disagree storongly disagree

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

storongly agree agree neither disagree storongly disagree
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5. I was able to develop human networks with students from other universities.   

 

 
       

6. I was able to develop human networks with Tohoku university students.   

 

 
       

7. What other activities did you wish to have in this program?     

 Local tour to know Sendai and Japanese history or culture deeper. Visit Japanese cram s

chool. 

 tour guide of Sendai city 

 trip travel 

 culture exchanges like visiting some attraction     

         

  

8. Please state comments on this program schedule if you have any.     

 We have talked a lot about shadow education in East Asian countries,  it'd be a great exp

erience to see the real cram school in Japan. 

 Very impressive, but too intensive.  

 classes are too tight, would like to learn more about Japanese culture 

 maybe the contacts between students and teachers are not as much as that of student-stude

nt 

 satisfied  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

storongly agree agree neither disagree storongly disagree

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

storongly agree agree neither disagree storongly disagree

 
 

D. Overall Schedule 

 

1. The length of the program (8 days) was appropriate.  

 
 

2. What would be the appropriate length of the program?   days  

   回答：8-10(2名)、8、10-12、14、14-、-21（各1名） 

 

3. The number of activities was appropriate.  

       

4. Enough free time was scheduled during this program.  

 
  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

storongly agree agree neither disagree storongly disagree

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

storongly agree agree neither disagree storongly disagree

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

storongly agree agree neither disagree storongly disagree
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E. If you have any other comments on this program, please state below. 

 

 Thank you for this wonderful summer course. It's very important to interact with students 

and 

 teachers from other countries face to face in order to get the real first -hand information. 

This  

project is the first step for Asian school to cooperated learn from each other. Thank you

 again  

and please keep enhancing this amazing project! 

 the length of classes is a little bit too long for us. 

 I enjoyed my stay in Sendai. would like to visit again 

 thank you for giving me this kind of opportunity 

 thank you very much. the summer course is very meaningful  
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2012 Summer course 学生による授業評価（授） 
 

開講科目 

 Children and Youth（以下、CY。回答者：16名：外国人学生13名、日本人3名） 

 School Education in comparative perspective（以下、SE。回答者：13名：外国人学

生9名、日本人3名） 

 なお（参考）は2011年度の大学院特論（教育学研究科全体）の全体の結果 

 

 

1. Approximate level of your own attendance during the whole course 

  （この授業にどのくらい出席しましたか） 

 

 

2. I did homework to understand the contents of this course better 

（授業内容を理解するために、予習や復習をしましたか。）. 

 
  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（参考） 

SE(外国人のみ) 

SE

CY(外国人のみ) 

CY

80%- 60-80% 40-60% -40%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（参考） 

SE

CY

storongly agree agree disagree storongly disagree

 
 

E. If you have any other comments on this program, please state below. 

 

 Thank you for this wonderful summer course. It's very important to interact with students 

and 

 teachers from other countries face to face in order to get the real first -hand information. 

This  

project is the first step for Asian school to cooperated learn from each other. Thank you

 again  

and please keep enhancing this amazing project! 

 the length of classes is a little bit too long for us. 

 I enjoyed my stay in Sendai. would like to visit again 

 thank you for giving me this kind of opportunity 

 thank you very much. the summer course is very meaningful  



44
 

 

3 . S y l l a b u s  w a s  u s e f u l .  （受講に当たり，便覧・シラバス等は役に立ちましたか。）    

 
 

4. How did you do when you had difficulties in understanding the contents of this course 

   授業内容で分からないことがあったとき，どうしましたか。（複数回答可） 

 
 

5. The course was organized and prepared well. （授業内容は系統的によく整理・準備されていましたか。） 

 
  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（参考） 

SE(外国人のみ) 

SE

CY(外国人のみ) 

CY

storongly agree agree disagree storongly disagree

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（参考） 

SE(外国人のみ) 

SE

CY(外国人のみ) 

CY

Asked instructor Asked friends Consulted books Others

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（参考） 

SE(外国人のみ) 

SE

CY(外国人のみ) 

CY

storongly agree agree disagree storongly disagree
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6. I understood the lectures.（授業内容は理解しやすかったですか。） 

 
 

7. I could catch what the instructor said.（教員の声はよく聞き取れましたか。） 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

（参考）

SE(外国人のみ)

SE

CY(外国人のみ)

CY

storongly agree agree disagree

 

8. The pace of this course was appropriate.（授業を進めるスピードは適切でしたか） 

 

  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（参考） 

SE(外国人のみ) 

SE

CY(外国人のみ) 

CY

storongly agree agree disagree storongly disagree

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（参考） 

SE(外国人のみ) 

SE

CY(外国人のみ) 

CY

storongly agree agree disagree storongly disagree

 
 

3 . S y l l a b u s  w a s  u s e f u l .  （受講に当たり，便覧・シラバス等は役に立ちましたか。）    

 
 

4. How did you do when you had difficulties in understanding the contents of this course 

   授業内容で分からないことがあったとき，どうしましたか。（複数回答可） 

 
 

5. The course was organized and prepared well. （授業内容は系統的によく整理・準備されていましたか。） 

 
  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（参考） 

SE(外国人のみ) 

SE

CY(外国人のみ) 

CY

storongly agree agree disagree storongly disagree

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（参考） 

SE(外国人のみ) 

SE

CY(外国人のみ) 

CY

Asked instructor Asked friends Consulted books Others

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（参考） 

SE(外国人のみ) 

SE

CY(外国人のみ) 

CY

storongly agree agree disagree storongly disagree
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9. Learning materials (textbooks, handouts, usage of whiteboard or PC) were appropriate. 

（教科書、配付資料、黒板、教育機器等の使用は適切でしたか） 

 
 

10. The workload(assignment or paper) was useful to achieve a learning goal of this class. 

（宿題やレポートは、授業内容を理解する上で適切でしたか） 

 
 

11. The course objectives described in the syllabus were achieved. 

（シラバスに記載されている「授業の目的」は達成されたと思いますか） 

 
  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（参考） 

SE(外国人のみ) 

SE

CY(外国人のみ) 

CY

storongly agree agree disagree storongly disagree

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（参考） 

SE(外国人のみ) 

SE

CY(外国人のみ) 

CY

storongly agree agree disagree storongly disagree

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（参考） 

SE(外国人のみ) 

SE

CY(外国人のみ) 

CY

storongly agree agree disagree storongly disagree
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12. The course stimulated my interest in the subject area（この授業に興味をもてましたか） 

 
 

13. The instructors were eager in their teaching.（教員の授業に対する熱意を感じましたか） 

 
 

14. What learned in this class is useful for future. （この授業で学んだことは、今後に役立つと思いまし

たか） 

 
  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（参考） 

SE(外国人のみ) 

SE

CY(外国人のみ) 

CY

storongly agree agree disagree storongly disagree

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（参考） 

SE(外国人のみ) 

SE

CY(外国人のみ) 

CY

storongly agree agree disagree storongly disagree

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（参考） 

SE(外国人のみ) 

SE

CY(外国人のみ) 

CY

storongly agree agree disagree storongly disagree

 
 

9. Learning materials (textbooks, handouts, usage of whiteboard or PC) were appropriate. 

（教科書、配付資料、黒板、教育機器等の使用は適切でしたか） 

 
 

10. The workload(assignment or paper) was useful to achieve a learning goal of this class. 

（宿題やレポートは、授業内容を理解する上で適切でしたか） 

 
 

11. The course objectives described in the syllabus were achieved. 

（シラバスに記載されている「授業の目的」は達成されたと思いますか） 

 
  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（参考） 

SE(外国人のみ) 

SE

CY(外国人のみ) 

CY

storongly agree agree disagree storongly disagree

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（参考） 

SE(外国人のみ) 

SE

CY(外国人のみ) 

CY

storongly agree agree disagree storongly disagree

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（参考） 

SE(外国人のみ) 

SE

CY(外国人のみ) 

CY

storongly agree agree disagree storongly disagree
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15.  In general, I am  satisfied  with this course （総合して，あなたはこの授業にどの程度、満足しまし

）かた

 

 

16. Size of a classroom. （教室の広さは適切でしたか） 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

（参考）

SE(外国人のみ)

SE

CY(外国人のみ)

CY

good fair poor

 

17.  Desk and chair （机と椅子の設備は適切でしたか） 

 
  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（参考） 

SE(外国人のみ) 

SE

CY(外国人のみ) 

CY

storongly agree agree disagree storongly disagree

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（参考） 

SE(外国人のみ) 

SE

CY(外国人のみ) 

CY

good fair poor
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18  Lighting （照明は適切でしたか） 

 
 

19  Sound （音響は適切でしたか） 

 

 

20.  Temperature in a room, Air conditioner （冷暖房・空調は適切でしたか） 

 

  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（参考） 

SE(外国人のみ) 

SE

CY(外国人のみ) 

CY

good fair poor

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（参考） 

SE(外国人のみ) 

SE

CY(外国人のみ) 

CY

good fair poor

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（参考） 

SE(外国人のみ) 

SE

CY(外国人のみ) 

CY

good fair poor very poor

 
 

15.  In general, I am  satisfied  with this course （総合して，あなたはこの授業にどの程度、満足しまし

）かた

 

 

16. Size of a classroom. （教室の広さは適切でしたか） 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

（参考）

SE(外国人のみ)

SE

CY(外国人のみ)

CY

good fair poor

 

17.  Desk and chair （机と椅子の設備は適切でしたか） 

 
  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（参考） 

SE(外国人のみ) 

SE

CY(外国人のみ) 

CY
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21.自由記述：For the future: please comment at your leisure (notions, demands and impre

ssions) 

（下線部は安保による。） 

 

 Children and Youth 

 

 I was quietly impressed by teacher is hand-working and kindness, It is an exciting experiene in

 my  

life. And it is very helpful for my future research. 

 It's a very good chance to learn with students from different countries. This program helps me

 to  

widen my eyes and have a better understanding of different cultures Thank you! Sendai is a v

ery  

beautiful city. if possible ,I'd like to have the chance to visit Sendai Museum and 伊達正宗's  

historical sites. However, the museums close at 16:00.It would be nice if Tohoku University ar

range 

 a visiting tour to Sendai Museum or 伊達正宗's places. Please consider the touring for next y

ear,  

Thank you! 

 1. the class is plural and international, we appreciate it.    2.it would be good if students hav

e move time to share their ideas.  3. the lunch time is too short, it would be good if professo

rs end their speech on time. 

 All of the students and professors coming from different countries and research background, it 

was  

  truly interesting and helpful to share ideas upon social phenomenon and critical educational issu

es in 

 each nations. At the same time, through this course. I strongly felt that east Asian countries a

re  

confronting very similar issues, such as "Bullying" as a typical example. I strongly would like 

to  

participate in this program if I get another opportunity in the near future. 

 It's good to have discussions with students from other countries and culture background, as wel

l as  

learning from the advanced research of scholars from different countries. 

 1.The summer course gives us a chance to have a better understanding of different cultures. 2.

 I hope there'll be some organized city-tour to help us know better about Sendai. 

 It is quite intensive course, so I got tired at afternoon. Maybe there could be more rest time b

etween morning class and afternoon class. (like giving lunch time 80 minutes?)   And it woul
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d be great if  

we can look each other's faces. Because you can be more  eager to discuss and understand m

ore  

easily when we have eye contacts.  

 1.Too many classes in one day, suggest to give more free time, or time for visiting Sendai Cit

y or  

Tohoku University . 2. The Campus tour was a little bit short, we want to know more about t

he  

campus lay out, history, interesting stories, or basically life on campus.  3. The topics are all 

very  

interesting, but many topics overlap (ex: bullyig), would like to learn about other topics. 

 I like everyone. They are so kind.      

   

 先生によって内容のバラツキが厳しい。ものすごく良いと感じるものもあれば、大学院レベル

とは思えないものもあった。 

 

 

 

 School Education in comparative perspective 
 

          

    

 Great idea of the joint-degree project. It is important and necessary to create a platform for stu

dents  

and teachers to interact and share and learn from each other. Thank you for offering such pion

eering 
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please  

keep enhancing the project continuously. 

 Nice&polite Japanese People! 
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ay be more  

specific topics would be better to stimulate students' interests. (children and schools are too bro

ad) 

 
 

21.自由記述：For the future: please comment at your leisure (notions, demands and impre

ssions) 

（下線部は安保による。） 

 

 Children and Youth 

 

 I was quietly impressed by teacher is hand-working and kindness, It is an exciting experiene in
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3 調査報告について 

 
共同学位プログラムの開発にあたって、基礎研究、開発研究、国際連携、拠点形成などを

重点課題として取り上げ、その実現に向けて国内外の調査を進めた。 
2011 年度は、各大学の国際化の現状を把握するとともに、今後の研究交流等への手がかり

を探るための調査研究を進めた。2012 年度は、昨年の調査研究を踏まえながら国内外大学を

視野にいれた基礎的研究と共同学位プログラム開発の実践的研究の 2つの部門に重点を置きなが

ら進めた。 
 基礎研究では、国内外の先行事例の調査を通じて、国際的共同教育、共同学位プログラム

の実態を把握することであった。したがって、ダブル・ディグリープログラムを積極的に取

り組んでいる早稲田大学大学院アジア太平洋研究科及び早稲田大学留学生センター、立命館

大学国際教育開発機構を訪問し、ダブル・ディグリーの現状および国際共同プログラムにつ

いてのヒアリング調査を行った。その結果、学士レベルのダブル・ディグリーは着実に進ん

でいるものの、修士レベルでのダブル・ディグリーは履修単位など壁が高いことから希望者

が少ない現状であった。また、立命館大学国際教育開発機構で進めているダブル・ディグリ

ープログラムにおいても早稲田大学と同様に学部生レベルにおいては着実に進んでいるが、

修士レベルにおいては希望者が少なく、ダブル・ディグリーを進めるにあたっていくつかの

課題がみらえた。 
なお、基礎研究においては、制度、教育目的・教育内容、スタッフや施設、学生募集と入

学者選抜（アドミッション）、奨学金をはじめとするさまざまな生活支援、そしてプログラム

全体のアセスメント方法などを主たる研究対象として進めた。特に、国内調査をとおしては、

大学によって様々な困難を抱えながらも、学生の支援においては積極的な支援を行っていた。 
一方、共同学位開発の実践的研究では、大学・機関の中から東アジアの 7 つの大学を選択

し、ネットワークを築くための研究交流及び、細則づくりのための交渉を行うとともに海外

の大学の研究者と連携をとおした共同研究の可能性も探ることができた。  
最後に、今年は 7 回の国内調査と 13 回の海外調査を通じて、共同学位開発のための基盤づ

くりが着実に進んだといえる。なお、詳細については＜資料 3-1／3-2＞を参照されたい。 
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3-1 国内調査報告 
アジア共同学位開発プロジェクト 

調査報告書 
提 出 日：2012 年 5 月 21 日 
報告者名： 清水 禎文  

○訪問先 

明治大学国際教育研究所 

○訪問期間 

2012 年 5 月 18 日（金） 

○訪問者 

清水禎文助教 

○訪問の目的・経緯等 

明治大学国際教育研究所主催シンポジウム「国際教育プログラムと学習成果分析「グロ

ーバル人材を測る物差しを考える」-E ポートフォリオの有効活用の可能性-」に出席し、国

際的共同教育プログラムで育成すべき資質能力、それらの育成方法、評価の可能性につい

て情報収集を行った。 

○成果 

シンポジウムの概要について報告する。 
飯吉透氏（京都大学）によれば、現在、大きな変革期にある大学は、グローバル人材養

成が求められている。その際、学生海外派遣ばかりではなく、じつは個々の授業において

次の時代を目指した授業が行われているか、授業の質が問われている。たとえば、MIT に

おいては、数学科においても「コミュニケーション能力」育成が求められており、教員た

ちは議論を重ねつつ、徐々に授業の質が向上した例などを紹介された。そしてグローバル

人材育成のアセスメント方法として、performance based、process orientated、peer support な
どによる learning outcomes 評価の可能性を探ることの必要性を説いた。 
宮田裕子氏（ユニリーバ･ジャパン）は、世界 180 ヶ国において事業展開をするグローバ

ル企業の立場から、グローバル人材の資質とその育成方法について触れた。企業での経験

からグローバル人材の資質として、「論理的･戦略的･概念的考え」、「多様性の許容度と対応

力」、「「不確定」の許容度と推進力」、「パッション」の 4 つを掲げ、その上で現在の日本で

は多様な人材とともにチームで働ける/チームをリードできる人材が不足していることを

指摘した。大学の成績はリーダーシップの指標とはならず、若い頃から stretching な海外実

務経験が必要であることを訴えた。 
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アジア共同学位開発プロジェクト 
調査報告書 

提 出 日：2012 年 6 月 4 日 
報告者名：   田中 光晴 

○訪問先 

日本高等教育学会 第 15 大会への参加 （東京大学） 

○訪問期間 

2012 年 6 月 2 日（土）～ 6 月 3 日（日） 

○訪問者 

朴賢淑助教、田中光晴助教、朴仙子教育研究支援者 
 

○訪問の目的・経緯等 

① サマーコース及び、本プログラムに向けての情報収集 
② 韓国大学教育協議会の担当者と意見交換 

○先方対応者 

特になし 

○成果 

 6 月 2 日（土） 東京大学 各部会 
 
 6 月 3 日（日） 東京大学 各部会 
 
 両日を通じて、共同学位開発プロジェクトと関連する発表を聞き、研究者と交流した。

韓国大学教育協議会の宋善英先生、日本の大学評価学位授与機構の林隆之先生と意見交換

し、韓国における共同学位開発の現状について情報収集した。 
 また上智大学の杉村美紀先生と意見交換して、東南アジアおよび南アジアにおけるフレ

ームワークについて知見を得た。 
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指摘した。大学の成績はリーダーシップの指標とはならず、若い頃から stretching な海外実

務経験が必要であることを訴えた。 
 
 
 

 



56
 

 

アジア共同学位開発プロジェクト 
調査報告書 

提 出 日：2012 年 6 月 19 日 
        報告者名：    田中 光晴 

○訪問先 

第 48 回日本比較教育学会大会 （九州大学） 

○訪問期間 

2012 年 6 月 14 日（金）～ 6 月 18 日（月） 

○訪問者 

朴賢淑助教、田中光晴助教、朴仙子教育研究支援者 

○訪問の目的・経緯等 

① アジア共同学位開発プロジェクトに関する研究発表（ラウンドテーブル） 
② サマーコース及び、本プログラムに向けての情報収集 
③ サマーコースの講師として招聘予定のヴィッカーズ先生と意見交換を行う 

○先方対応者 

特になし 

○成果 

 6 月 14 日（金） ラウンドテーブル「高等教育の流動性と質保証」を行なった。 
 6 月 15 日（土） 各部会にて情報収集 
 6 月 16 日（日） 各部会にて情報収集、シンポジウムにて情報収集 
 
 両日を通じて、共同学位開発プロジェクトと関連する発表を聞き、研究者と交流した。 
 ラウンドテーブルでは九州大学のヴィッカーズ先生、神戸大学の岡本洋之先生などと今

後のプロジェクト推進について意見交換することができた。 
 また公開シンポジウム「アジアにおけるグローバル人材育成に関する大学の役割」では、

経済産業省がかかげるグローバル人材像や韓国の東西大学における国際交流の事例など、

プロジェクトの推進に参考になる情報を収集した。 
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アジア共同学位開発プロジェクト 
調査報告書 

提 出 日：2012 年 7 月 30 日 
報告者名：   田中 光晴 

○訪問先 

早稲田大学大学院アジア太平洋研究科 
早稲田大学留学センター 
立命館大学国際教育開発機構 

○訪問期間 

2012 年 7 月 26 日（木）～ 7 月 27 日（金） 

○訪問者 

小川佳万教授、田中光晴助教、鈴木あゆみ（学部 3 年）、上原千寿（学部 3 年） 

○訪問の目的・経緯等 

ダブリディグリーおよび国際共同プログラムについてのヒアリングおよび資料収集 

○先方対応者 

早稲田大学 黒田一雄先生（留学センター長）、江正殷先生（プログラム担当）、田邊亜

紀さん（事務） 
松岡俊二先生（アジア太平洋学科ジェネラルマネージャー） 
立命館大学 堀江未来先生（国際教育開発機構） 

○成果 

○早稲田大学アジア太平洋学科 
 アジア太平洋研究科は在籍する学生の 7 割が外国籍であり、英語による講義も多い。研

究科もこれまで外国との交流事業を推進してきた実績（1 セメスター留学の促進など）があ

り、今回のキャンパスアジアも浸透する素地があったといえる。海外大学もこれまで共同

研究や学生交流があった大学がほとんどで早稲田大学本部の国際化戦略とあわせて、組織

体制も準備されていた。 
 特徴的なのは、各大学と個別に交渉をするのではなく、5 大学同時進行的に協議を進めて

いる点である。それぞれの大学の反応に温度差はあるものの、同研究科がイニシアティブ

をとりながら、共同職員会議などを開催し実務レベルで協議を進めている。カリキュラム

モデルや履修モデルなどを提示しているのは早稲田大学で、パートナー大学には開講可能

な科目を分担調整している。 
 現時点ではサマーコース、ウィンターコースで学生を動かしながら、合同教職員会議で

共同コース設立の同意を取り付けている段階にある。 
 
○早稲田大学留学生センター 
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 早稲田大学留学センターへの調査では早稲田大学の全体的な話を聞くことができた。学

部レベルと修士レベルでは同じ DD でも状況が異なる。大前提として早稲田は全学的にも

国際化に力を入れており、大学間協定を始めとする国外大学との学術協定も多数締結して

いる。その実績を活かし学士修士博士で 13 の DD プログラムを走らせている。学士は概ね

人気であり、派遣実績も着実に伸ばしている。一方修士の DD は履修単位など壁が高く、

希望者は必ずしも多くない。 
 ジョイントを目指しているプログラムは現時点でなく、DD の安定的な運営と学士におけ

るプログラムの拡大が課題であった。 
 実務的な作業については、DD などパートナー大学との交渉も大変であるが、それよりも

学内の学則や各種委員会などとの調整作業に時間がかかるということであった。 
 
○立命館大学国際教育開発機構 
 立命館大学も早稲田大学と同様に国際化を強く進めていた。DD プログラムのメインター

ゲットは学部生で、学生が成長する姿に留学の教育的効果を実感していた。すでにかなり

の留学経験を有する卒業生を輩出しており実績の蓄積がプログラムのブラッシュアップに

なっていた。授業料収入が減っても学生を送り出すという点も印象的であった。 
 一方で、修士課程の DD はやはり壁が高く希望者・実績ともに少ない。2 年で学位を取得

するのはかなり困難で、大学としても修士 DD は「いれば対応する」という程度であった。

学部 DD 経験者が国立系大学院に進学するというケースも多いようで、学士レベルから国

際的視点を持たせるようなプログラムを組むことが結果的に修士レベルの引き上げにもつ

ながるのではないだろうか。 
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アジア共同学位開発プロジェクト 
調査報告書 

提 出 日：2012 年 9 月 26 日 
報告者名： 清水 禎文  

○訪問先 

中華人民共和国駐福岡総領事館 

○訪問期間 

2012 年 9 月 23 日（日）～  9 月 24 日（月） 

○訪問者 

清水禎文助教 
叶林客員准教授 

○訪問の目的・経緯等 

中華人民共和国駐福岡総領事館において、副総領事霍穎氏および領事（教育担当）丁剣氏

と面会し、中国における共同学位に関する情報を収集する。 

○先方対応者 

副総領事・霍穎  領事（教育担当）・丁剣 

○成果 

副総領事･霍穎氏および領事（教育担当）･丁剣氏と面会し、中国における共同学位に関

する情報を収集した。 
冒頭で副総領事･霍穎氏より、外交上の問題と教育文化交流とは別と考えており、教育文

化交流に関しては積極的に推進したい、若者の交流は大切にしたいとの発言があった。 
 
教育担当の丁剣氏とは以下の 4 点について質疑・意見交換を行った。 

1 国際的視野を持つ人材育成（共同学位）の推進 
中国･教育部では国際的視野を持つ人材育成に力を入れている。現在、多様な形で国際的

共同教育が実施されているが、とくに海外の一流大学との交流を望んでいる。 
共同教育プログラムは、基本的に各大学で推進している。そのさい、①大学同士の

agreement が前提である。これに加え、②事前に教育部国際合作及交流司の認証を受けるこ

とが重要である。円滑にプログラムを推進するためには②が望ましいし、また国家からの

資金を得られる可能性も高くなる。 
 
2 キャンパス･アジアなどの共同学位について 
 現段階では、政策上のサポート（国家奨学金など）をしている。 
学位記については、複数の学位記が現実的である。 

3 地域性 
 北京の大学との共同教育プログラムは難しいとの情報があるが、共同教育プログラムは

 
 

 早稲田大学留学センターへの調査では早稲田大学の全体的な話を聞くことができた。学

部レベルと修士レベルでは同じ DD でも状況が異なる。大前提として早稲田は全学的にも

国際化に力を入れており、大学間協定を始めとする国外大学との学術協定も多数締結して

いる。その実績を活かし学士修士博士で 13 の DD プログラムを走らせている。学士は概ね

人気であり、派遣実績も着実に伸ばしている。一方修士の DD は履修単位など壁が高く、

希望者は必ずしも多くない。 
 ジョイントを目指しているプログラムは現時点でなく、DD の安定的な運営と学士におけ

るプログラムの拡大が課題であった。 
 実務的な作業については、DD などパートナー大学との交渉も大変であるが、それよりも

学内の学則や各種委員会などとの調整作業に時間がかかるということであった。 
 
○立命館大学国際教育開発機構 
 立命館大学も早稲田大学と同様に国際化を強く進めていた。DD プログラムのメインター

ゲットは学部生で、学生が成長する姿に留学の教育的効果を実感していた。すでにかなり

の留学経験を有する卒業生を輩出しており実績の蓄積がプログラムのブラッシュアップに

なっていた。授業料収入が減っても学生を送り出すという点も印象的であった。 
 一方で、修士課程の DD はやはり壁が高く希望者・実績ともに少ない。2 年で学位を取得

するのはかなり困難で、大学としても修士 DD は「いれば対応する」という程度であった。

学部 DD 経験者が国立系大学院に進学するというケースも多いようで、学士レベルから国

際的視点を持たせるようなプログラムを組むことが結果的に修士レベルの引き上げにもつ

ながるのではないだろうか。 
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基本的に各大学で実施するものであり、中央政府は直接的に関与することはない。したが

って、共同教育プログラムの実施に関して、「南北格差」はない。むしろ、大学同士の熱意

が大切なのではないか。 
 
4 丁領事との懇談・助言 
・丁領事は、①教育交流の促進、②留学生支援（12,000 人の学生の他、客員教授やポスド

クを含む）、③孔子学院の創設を担当している。なお、共同教育プログラムに関して、福岡

総領事館が所掌しているプログラムは、早稲田大学九州 IPS と中国の 5 つの有力大学との

連携プログラム（修士課程）、福岡国際大学と大連外国語学院の 2＋2 プログラムである。 
 
・中国の大学では、管理職の有する権限が大きく、交渉する際には、教員との交渉に加え、

大学の研究生院局（中国では大学院教育は大学の中央機関で管理する）、国際交流部（学術

交流協定などを担当）、各部局の管理職と交渉する必要がある。その後の交渉がしやすくな

る。 
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アジア共同学位開発プロジェクト 
訪問調査報告書 

提 出 日：2012 年 10 月 22 日 
報告者名：   田中 光晴 

○訪問先 

NAIST 東京フォーラム 「グローバル社会における人材」 有楽町朝日ホール 

○訪問期間 

2012 年 10 月 18 日（木） 

○訪問者 

田中光晴助教 

○訪問の目的・経緯等 

【訪問の目的】 
NAIST 東京フォーラム「グローバル社会における人材」に参加し、情報収集を行なう。 
 
【訪問の経緯】 
フォーラムでは、文部科学省高等教育局長の坂東久美子氏が登壇し「グローバル人材育

成と教育の国際化」について講演する予定である。また、ダイキン工業の井上礼之社長が

「企業のグローバル展開と人材」について講演する。国家の目指すグローバル人材と企業

の目指すグローバル人材の最新動向について情報収集する必要がある。 
 

○成果 

【フォーラムの趣旨】 
奈良先端科学技術大学院大学が主催するフォーラムで、毎年 1 度開催している2。今回の

フォーラムでは、企業、政府はグローバル社会をどうとらえ、求められる人材像とはいか

なる人材かをそれぞれ講演し、「未来型サイエンスの開拓者を育てる」ためには何が必要か

についてのディスカッションがあった。 
＜挨拶＞磯貝彰（奈良先端科技大学長） 
・グローバル人材とは、社会経済を支える人材 
・グローバルはもとよりローカルでも力を発揮する人材 
 
＜企業の立場＞井上礼之（ダイキン工業代表取締役） 
グローバル化する社会とは、①プロセスイノベーションからプロダクトイノベーション

がもとめられ、②効率化ではなくアイディア（新しい発想を育てる）を必要とされる。 
企業は、①クローズドイノベーションからオープンイノベーション、②モノづくりから

                                                   
2 昨年のテーマは「先端科学技術と社会（2011 年度）」。 

 
 

基本的に各大学で実施するものであり、中央政府は直接的に関与することはない。したが

って、共同教育プログラムの実施に関して、「南北格差」はない。むしろ、大学同士の熱意

が大切なのではないか。 
 
4 丁領事との懇談・助言 
・丁領事は、①教育交流の促進、②留学生支援（12,000 人の学生の他、客員教授やポスド

クを含む）、③孔子学院の創設を担当している。なお、共同教育プログラムに関して、福岡

総領事館が所掌しているプログラムは、早稲田大学九州 IPS と中国の 5 つの有力大学との

連携プログラム（修士課程）、福岡国際大学と大連外国語学院の 2＋2 プログラムである。 
 
・中国の大学では、管理職の有する権限が大きく、交渉する際には、教員との交渉に加え、

大学の研究生院局（中国では大学院教育は大学の中央機関で管理する）、国際交流部（学術

交流協定などを担当）、各部局の管理職と交渉する必要がある。その後の交渉がしやすくな

る。 
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コトづくり、で対応する必要がある。 
求められる人材は、I 型人間から T 型、T 型からπ型（分野横断的に対応可能な人材）で

ある。 
今後は、長期的な視野に立った資金投資、金と人だけではなく、コーディネーター・プ

ロデューサーが必要。 
 
＜政府の立場＞坂東久美子（文部科学省高等教育局長） 
発表内容は、以下の資料に基づいていると思われる。 
・グローバル人材育成推進会議「グローバル人材育成戦略（グローバル人材育成推進会議

審議まとめ）」（2012 年 6 月 4 日） 
・日本再生戦略3「人材育成戦略」（グローバル人材の育成と社会人の学び直し等の推進） 
・産学協働人財育成円卓会議（第 1 回）配布資料4、「アクションプラン」5 
・大学改革実行プラン6 
・中央教育審議会「グローバル化社会の大学院教育～世界の多様な分野で大学院修了者が

活躍するために～答申」7 
 
以下、発表の要点 
・グローバル人材の問題は、コミュニケーション力、国際性だけではなく、大学システム

に関する本質的な問い 
・海外留学の減少（経済的問題、語学力、就職問題、学事歴、卒業までの年限、大学支援

体制） 
・グローバル人材育成推進会議8「グローバル人材育成戦略（グローバル人材育成推進会議

審議まとめ）」（2012 年 6 月 4 日）を発表。 
要素Ⅰ：語学力・コミュニケーション能力  
要素Ⅱ：主体性・積極性、チャレンジ精神、協調性・柔軟性、責任感・使命感 
要素Ⅲ：異文化に対する理解と日本人としてのアイデンティティ 

・産学協同人材育成円卓会議が 5 月 7 日にアクションプランをとりまとめ、産学協同でグ

ローバル人材育成に取り組みことを表明 
・経済界からの議論、大学の数が多すぎる、人材像のギャップ。（国家戦略会議） 
・「大学改革実行プラン」は、2 つの大きな柱と、8 つの基本的な方向性から構成 
1 つ目の柱、「激しく変化する社会における大学の機能の再構築」、 

                                                   
3 http://www.npu.go.jp/saisei/index.html 
4 http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/koutou/46/siryo/1309212.htm 
5 
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/koutou/46/siryo/__icsFiles/afieldfile/2012/05/11/
1320909_2.pdf 
6 http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/24/06/1321798.htm 
7 http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/1301929.htm 
8 http://www.kantei.go.jp/jp/singi/global/ 
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 1. 大学教育の質的転換、大学入試改革 
 2. グローバル化に対応した人材育成 
 3. 地域再生の核となる大学づくり（COC （Center of Community）構想の推進） 
 4. 研究力強化（世界的な研究成果とイノベーションの創出） 
2 つ目の柱、「大学のガバナンスの充実・強化」 
 5. 国立大学改革 
 6. 大学改革を促すシステム・基盤整備 
 7. 財政基盤の確立とメリハリある資金配分の実施【私学助成の改善・充実～私立大学の

質の促進・向上を目指して～】 
 8. 大学の質保証の徹底推進【私立大学の質保証の徹底推進と確立（教学・経営の両面か

ら）】 
・産学連携（年内にシンポジウムを開催予定） 研究面だけではなく人材育成面でも連携

（筑波、上智が先行事例） 
・学位プログラムとしての大学院教育の確立（大学院教育課程） 
・博士（高度人材）については専門性の高さと同時に「使いにくさ」も指摘されており、

自分の専門性をコーディネートするスキルが求められている。 
 
＜パネルディスカッション＞ 
・若手研究者の支援 
・徒弟制的大学院の変革が必要 
・研究をデザインする力をいかに養成するか 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

コトづくり、で対応する必要がある。 
求められる人材は、I 型人間から T 型、T 型からπ型（分野横断的に対応可能な人材）で

ある。 
今後は、長期的な視野に立った資金投資、金と人だけではなく、コーディネーター・プ

ロデューサーが必要。 
 
＜政府の立場＞坂東久美子（文部科学省高等教育局長） 
発表内容は、以下の資料に基づいていると思われる。 
・グローバル人材育成推進会議「グローバル人材育成戦略（グローバル人材育成推進会議

審議まとめ）」（2012 年 6 月 4 日） 
・日本再生戦略3「人材育成戦略」（グローバル人材の育成と社会人の学び直し等の推進） 
・産学協働人財育成円卓会議（第 1 回）配布資料4、「アクションプラン」5 
・大学改革実行プラン6 
・中央教育審議会「グローバル化社会の大学院教育～世界の多様な分野で大学院修了者が

活躍するために～答申」7 
 
以下、発表の要点 
・グローバル人材の問題は、コミュニケーション力、国際性だけではなく、大学システム

に関する本質的な問い 
・海外留学の減少（経済的問題、語学力、就職問題、学事歴、卒業までの年限、大学支援

体制） 
・グローバル人材育成推進会議8「グローバル人材育成戦略（グローバル人材育成推進会議

審議まとめ）」（2012 年 6 月 4 日）を発表。 
要素Ⅰ：語学力・コミュニケーション能力  
要素Ⅱ：主体性・積極性、チャレンジ精神、協調性・柔軟性、責任感・使命感 
要素Ⅲ：異文化に対する理解と日本人としてのアイデンティティ 

・産学協同人材育成円卓会議が 5 月 7 日にアクションプランをとりまとめ、産学協同でグ

ローバル人材育成に取り組みことを表明 
・経済界からの議論、大学の数が多すぎる、人材像のギャップ。（国家戦略会議） 
・「大学改革実行プラン」は、2 つの大きな柱と、8 つの基本的な方向性から構成 
1 つ目の柱、「激しく変化する社会における大学の機能の再構築」、 

                                                   
3 http://www.npu.go.jp/saisei/index.html 
4 http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/koutou/46/siryo/1309212.htm 
5 
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/koutou/46/siryo/__icsFiles/afieldfile/2012/05/11/
1320909_2.pdf 
6 http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/24/06/1321798.htm 
7 http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/1301929.htm 
8 http://www.kantei.go.jp/jp/singi/global/ 
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アジア共同学位開発プロジェクト 
調査報告書 

提出日：2012 年 12 月 10 日 
報告者名：   田中 光晴 

○訪問先 

NIAD－UE 国際セミナー「質保証が支える東アジアの大学間交流」 一橋講堂 

○訪問期間 

2012 年 11 月 22 日（木） 

○訪問者 

田中 光晴助教 
朴仙子教育研究支援者 

○訪問の目的・経緯等 

①ダブリディグリーおよび国際共同プログラムについて情報収集 
②韓国大学教育協議会の担当者と意見交換 

○先方対応者 

 

○成果 

 本セミナーでは、まず、学生・大学間の交流が盛んな東アジアの交流相手国における質

保証システムの仕組みとして、韓国の質保証システムについて報告があった。また、外部

質保証システムと大学の内部質保証の取組みの両面から、日本の状況と対比的に紹介しな

がら、国境を越えた教育プログラムに際しての、教育内容・体制、単位互換、学生支援を

含めた、質保証を伴った交流の在り方について報告があった。 
 学位授与機構が行なう教育の国際化の観点は、①国際的な教育環境の構築、②外国人学

生の受入、③国内学生の海外派遣の 3 点。 
 韓国において日本とよく似た質保証システムがあるが、産業界と社会への貢献を考慮し

たパフォーマンス指標を通した評価が導入された点が特徴的である。①大学と産業界のミ

スマッチ解消、②産学連携の活性化、③就職率の向上と国家の競争力向上が導入背景であ

る。 
 キャンパスアジアの事例報告（東京工業大、名古屋大、立命館大）では、どのプログラ

ムも海外からのニーズは高いが、特に単位授与、単位互換、成績評価などに関するすりあ

わせに時間がかかったという。共同教育を実施する場合の指導体制について「修学・研究

計画書」を共有するなどの工夫が見られた。 
 
当日の配布資料は下記サイトにて閲覧可能 
http://www.niad.ac.jp/n_kenkyukai/1210101_1207.html 
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3-2 海外調査報告 
アジア共同学位開発プロジェクト 

調査報告書 
提 出 日：2012 年 3 月 1 日 
報告者名：上埜高志 

○訪問先 

 韓国（ソウル大学校、高麗大学校、他） 

○訪問期間 

2012 年 2 月 20 日（月）～23 日（木） 

○訪問者 

上埜高志教授、小川佳万准教授、朴仙子 教育研究支援者、Kyungran YU（本研究科博士

前期課程学生） 

○訪問の目的・経緯等 

 共同学位開発に向けての連携等の協議 

○先方対応者 

○ソウル大学校師範大学（2 月 21 日(火）午前） 
表敬訪問（師範大学長室） 

Jongwook KIM 金鐘旭 김종욱 教授・師範大学長（地理学） 
Sanghak JEON 全相學 전상학 教授・師範大学企画部学長（生物教育科） 
Kyeonghwa LEE 李   이경화 教授（数学教育） 
Jungcheol SHIN 申正澈 신정철 准教授（高等教育） 

実務打合せ（会議室） 
Jungcheol SHIN 申正澈 신정철 准教授（高等教育） 
Soonghee HAN       한숭희 教授・教育学科長（生涯教育） 
Dongil KIM   金東一  김동일  教授（教育相談）・特殊教育専攻主任 
（韓国児童青少年相談学会会長、ソウル大学グローバル人材研究センター団長） 

Kayhyon KIM   金桂玄  김계현 教授（教育相談）（相談学会会長を務めた） 
Dongwook JEONG 程棟昱 정동욱  助教授（教育財政・教育政策・教育経済） 
Dongseop JIN      진동섭  教授（教育行政）（日本の学校経営に相当） 
（首相の教育関係相談者を務めていた） 

Changdai KIM                  教授（教育相談専攻主任）（相談学会副会長） 
○高麗大学校師範大学（2 月 21 日(火）午後） 
実務打合せ（会議室） 

  Sangmin LEE 李相旼 이상민 准教授（学校相談） 
         権    권호인 教授（臨床心理）（学生相談センタ―所属） 
 
 

 
 

アジア共同学位開発プロジェクト 
調査報告書 

提出日：2012 年 12 月 10 日 
報告者名：   田中 光晴 

○訪問先 

NIAD－UE 国際セミナー「質保証が支える東アジアの大学間交流」 一橋講堂 

○訪問期間 

2012 年 11 月 22 日（木） 

○訪問者 

田中 光晴助教 
朴仙子教育研究支援者 

○訪問の目的・経緯等 

①ダブリディグリーおよび国際共同プログラムについて情報収集 
②韓国大学教育協議会の担当者と意見交換 

○先方対応者 

 

○成果 

 本セミナーでは、まず、学生・大学間の交流が盛んな東アジアの交流相手国における質

保証システムの仕組みとして、韓国の質保証システムについて報告があった。また、外部

質保証システムと大学の内部質保証の取組みの両面から、日本の状況と対比的に紹介しな

がら、国境を越えた教育プログラムに際しての、教育内容・体制、単位互換、学生支援を

含めた、質保証を伴った交流の在り方について報告があった。 
 学位授与機構が行なう教育の国際化の観点は、①国際的な教育環境の構築、②外国人学

生の受入、③国内学生の海外派遣の 3 点。 
 韓国において日本とよく似た質保証システムがあるが、産業界と社会への貢献を考慮し

たパフォーマンス指標を通した評価が導入された点が特徴的である。①大学と産業界のミ

スマッチ解消、②産学連携の活性化、③就職率の向上と国家の競争力向上が導入背景であ

る。 
 キャンパスアジアの事例報告（東京工業大、名古屋大、立命館大）では、どのプログラ

ムも海外からのニーズは高いが、特に単位授与、単位互換、成績評価などに関するすりあ

わせに時間がかかったという。共同教育を実施する場合の指導体制について「修学・研究

計画書」を共有するなどの工夫が見られた。 
 
当日の配布資料は下記サイトにて閲覧可能 
http://www.niad.ac.jp/n_kenkyukai/1210101_1207.html 
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○成果・反省点等 

○ソウル大学校 
表敬訪問： 

ジョイント・ディグリーの制度上の可能性、MOU（大学間の協定書）の必要性、ソウル

大学校での実績（デュアルディグリー：アルバト大学（カナダ））等について、意見交換を

おこなった。 
実務打合せ： 
 当方のプログラムの趣旨を説明し、意見交換をおこなった。また、今夏に予定している

サマーセミナーへの客員教員・学生派遣の依頼をした。 
 
○高麗大学校 
実務打合せ： 
 韓国の臨床心理の状況（資格制度、養成課程、カリキュラム、実習、相談心理と臨床心

理、就職など）について説明を受け、意見交換をおこなった。また、今夏に予定している

サマーセミナーへの客員教員・学生派遣の依頼をした。 
 

○その他 
2 月 22 日（水）、英才教育で著名な民族史観高等学校（江原道横城(ｶﾝｳｫﾝﾄﾞ･ﾌｪｿﾝ)）を見

学した。 
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アジア共同学位開発プロジェクト 
調査報告書 

提 出 日：2012 年 4 月 18 日 
報告者名：   田中 光晴 

○訪問先 

韓国 高麗大学 

○訪問期間 

2012 年 4 月 15 日（日）～ 4 月 17 日（火） 

○訪問者 

清水禎文助教、朴賢淑助教、田中光晴助教 

○訪問の目的・経緯等 

①サマーコースに関する意見交換 
②遠隔教育に関連した講義室見学 

○先方対応者 

高麗大学校師範大学 李蓮淑学長、朴賢淑副学長（教務担当）、韓龍震教授（日本担当）、

朴仁雨教授（遠隔教育担当）、Lee Sangmin 准教授（相談心理学） 

○成果 

 4 月 16 日（月）10 時半、 高麗大学校師範大学長室にて、李蓮淑学長、朴賢淑副学長ら

と面会した。サマーコースについて説明した後、サマーコースの単位化等について意見交

換を行った。その後、韓龍震教授とサマーコースの学生募集要項（案）について意見交換

した。募集要項について高麗大と協議の結果次の点を確認した。①教育学専攻のみではな

く、教科教育専攻も募集範囲に含めることを明示する。②応募書類は email にて送付し、受

け付けは東北大が行う。③募集願書に英語以外の言語についてもレベルを書かせるように

する。④修了証を発行する。⑤事前エッセイについては、募集段階ではなく、受講者に来

日までに作成させるよう指示する。⑥願書期限、受講者通知、願書提出先など必要事項を

早急に確定させ、広報資料（ポスター、パンフレットなど）とともに事務室および教務担

当の朴賢淑副学部長に送付することとなった。 
サマーコースに Lee Sangmin 准教授を講師として招へいすることとなった（「アジアの子

ども」担当）。具体的な日程等は、引きつづき調整を行うこととなった。 
 また朴仁雨教授研究室にて、遠隔教育について説明を受け、東北大と高麗大の遠隔教育

の在り方について意見交換した。遠隔教育は、実用性、コスト、携帯性などを重視すべき

との意見が出された。高麗大では、特別の講義室を設けるのではなく、ノート PC に Skype
など既存の通信技術をインストールし遠隔教育を行なっている。また、LMS（Learning 
Management System）を構築し、履修状況や教材、出席などを Web 上で管理しているとの説

明を受けた。 
 

 
 

○成果・反省点等 

○ソウル大学校 
表敬訪問： 

ジョイント・ディグリーの制度上の可能性、MOU（大学間の協定書）の必要性、ソウル

大学校での実績（デュアルディグリー：アルバト大学（カナダ））等について、意見交換を

おこなった。 
実務打合せ： 
 当方のプログラムの趣旨を説明し、意見交換をおこなった。また、今夏に予定している

サマーセミナーへの客員教員・学生派遣の依頼をした。 
 
○高麗大学校 
実務打合せ： 
 韓国の臨床心理の状況（資格制度、養成課程、カリキュラム、実習、相談心理と臨床心

理、就職など）について説明を受け、意見交換をおこなった。また、今夏に予定している

サマーセミナーへの客員教員・学生派遣の依頼をした。 
 

○その他 
2 月 22 日（水）、英才教育で著名な民族史観高等学校（江原道横城(ｶﾝｳｫﾝﾄﾞ･ﾌｪｿﾝ)）を見

学した。 
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アジア共同学位開発プロジェクト 
調査報告書 

提 出 日：2012 年 5 月 7 日 
報告者名： 小川佳万 

○訪問先 

中国 華東師範大学 
中国 南京師範大学 

○訪問期間 

2012 年 4 月 21 日（土）～ 4 月 29 日（日） 

○訪問者 

安保英勇准教授、小川佳万教授、朴仙子教育研究支援者、小野寺香（博士後期課程） 

○訪問の目的・経緯等 

・サマーコースの概要説明、講師依頼、参加学生依頼 
・共同学位プログラム最新版の概要説明と意見交換 

○先方対応者 

【華東師範大学】 
陳果良教授（教育専業学位管理中心主任）、劉紅梅副研究員（教育専業学位管理中

心副主任）李美副教授（高等教育研究所） 
【南京師範大学】 

胡建華教授（教育科学学院院長）、傳宏教授（教育科学学院副院長） 

○成果 

華東師範大学 
・サマープログラムに関する依頼に快諾していただいた。早急に講師と参加学生の氏名

を東北大学側に伝えることを約束。 
・共同学位プログラムに関して東北大側が提示した内容の了承とこれをたたき台として

細部を詰めていくことが了承された。 
・実施までには今後何段階もの許可を得る必要があることを確認した。 

南京師範大学 
・サマープログラムに関する依頼に快諾していただいた。早急に講師と参加学生の氏名

を東北大学側に伝えることを約束。 
・共同学位プログラムに関して東北大側が提示した内容の了承とこれをたたき台として

細部を詰めていくことが了承された。 
・単独での学生募集は困難で、募集単位の検討が重要である。 
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アジア共同学位開発プロジェクト 
調査報告書 

提 出 日：2012 年 5 月 8 日 
報告者名：   田中 光晴 

○訪問先 

韓国 ソウル国立大学校、教育科学技術部、韓国教育開発院 

○訪問期間 

2012 年 4 月 29 日（日）～ 5 月 2 日（水） 

○訪問者 

上埜高志教授、加藤道代教授、清水禎文助教、 
朴賢淑助教、田中光晴助教 

○訪問の目的・経緯等 

①サマーコースに関する意見交換（講師派遣依頼・学生派遣依頼 ソウル国立大学） 
②韓国における共同学位の現状に関するヒアリング（教育科学技術部、韓国教育開発院） 

○先方対応者 

【韓国教育開発院】尹鐘赫氏、【韓国教育科学技術部】朴慶洙氏、李一峻氏、【韓国青少年

政策研究院】金ジギョン氏、【ソウル国立大学校】金鐘旭学長、全相学教務副学長、李景和

企画副学長、金インス教授、宋眞雄教授 

○成果 

 4 月 30 日（月）11 時半、 韓国教育開発院、尹鐘赫氏 
 韓国教育開発院（日本の国立教育政策研究所に相当）を訪問し、尹鐘赫氏と共同学位に

ついて意見交換を行なった。高等教育専門家は予定が合わず不在。尹氏によれば、韓国に

おける共同学位のニーズはあるとのことで、少なくともキャリアアップに関心がある学生

には魅力的ではないかとの意見が出された。 
 
 同 日 16 時、韓国教育科学技術部、朴慶洙氏、李一峻氏 
 教育科学技術部の朴慶洙氏（企画調整課）、李一峻氏（大学先進課）と面会し、共同学位

に関する法規制状況や具体事例などについて意見交換を行なった。韓国では海外大学と国

内大学間における共同学位（Joint、Dual）が法的に可能で、その基準は各大学間で自律的

に定めることになっている。質管理や認定などに関しても国家が直接関与してはいない。 
 
 5 月 1 日（火）11 時、ホテルロビー、韓国青少年政策研究院、金ジギョン氏 
 朴賢淑先生の紹介で韓国青少年政策研究院の金ジギョン氏と面会した。青少年をめぐる

諸課題を扱う研究所で、東北大学教育学部と MOU の締結も可能だということであった。 
 同 日 16 時、ソウル国立大学、金鐘旭学長、全相学教務副学長、李景和企画副学長、

金インス教授、宋眞雄教授 
 まず金鐘旭学長と面会した。ソウル大師範大学学長からは、Joint は非常に壁が多く、Dual

 
 

アジア共同学位開発プロジェクト 
調査報告書 

提 出 日：2012 年 5 月 7 日 
報告者名： 小川佳万 

○訪問先 

中国 華東師範大学 
中国 南京師範大学 

○訪問期間 

2012 年 4 月 21 日（土）～ 4 月 29 日（日） 

○訪問者 

安保英勇准教授、小川佳万教授、朴仙子教育研究支援者、小野寺香（博士後期課程） 

○訪問の目的・経緯等 

・サマーコースの概要説明、講師依頼、参加学生依頼 
・共同学位プログラム最新版の概要説明と意見交換 

○先方対応者 

【華東師範大学】 
陳果良教授（教育専業学位管理中心主任）、劉紅梅副研究員（教育専業学位管理中

心副主任）李美副教授（高等教育研究所） 
【南京師範大学】 

胡建華教授（教育科学学院院長）、傳宏教授（教育科学学院副院長） 

○成果 

華東師範大学 
・サマープログラムに関する依頼に快諾していただいた。早急に講師と参加学生の氏名

を東北大学側に伝えることを約束。 
・共同学位プログラムに関して東北大側が提示した内容の了承とこれをたたき台として

細部を詰めていくことが了承された。 
・実施までには今後何段階もの許可を得る必要があることを確認した。 

南京師範大学 
・サマープログラムに関する依頼に快諾していただいた。早急に講師と参加学生の氏名

を東北大学側に伝えることを約束。 
・共同学位プログラムに関して東北大側が提示した内容の了承とこれをたたき台として

細部を詰めていくことが了承された。 
・単独での学生募集は困難で、募集単位の検討が重要である。 
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が望ましいのではないかとの意見が出された。その後、別室で李景和企画副学長とサマー

コースに関して協議を行なった。サマーコースへの教員派遣については、指導教授－学生

のセットでの派遣をお願いした。現在、李景和先生から、ハンスンヒ教授（教育学科長）

を紹介していただき、最終調整を行なっている。また、朴ソンイル教授（英才教育専門）

をサマーコース期間中に特別講師として招へいできないか調整をお願いした。 
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アジア共同学位開発プロジェクト 
調査報告書 

提 出 日：2012 年 5 月 7 日 
報告者名：小川 佳万 

○訪問先 

台湾 国立台湾師範大学 
台湾 国立政治大学 

○訪問期間 

2012 年 5 月 1 日（火）～ 5 月 5 日（土） 

○訪問者 

 
安保英勇准教授、小川佳万教授、小野寺香（博士後期課程） 

 

○訪問の目的・経緯等 

・サマーコースの概要説明、講師依頼、参加学生依頼 
・共同学位プログラムの最新版の概要説明と意見交換 

○先方対応者 

国立台湾師範大学   周愚文教授、林家興教授 
国立政治大学   湯志民教授、呉政達教授 

○成果 

国立台湾師範大学 
・サマープログラムに関する依頼に快諾していただいた。早急に講師と参加学生の氏名

を東北大学側に伝えることを約束。 
・共同学位プログラムに関して東北大側が提示した内容の了承とこれをたたき台として

細部を詰めていくことが了承された。 
 ・二カ国間、及びダブルデグリーでの実施が現実的であるという考えであることがわか

った。 
・本プログラムに学生が関心を抱くか等の調査は可能ということであった。 

国立政治大学 
・サマープログラムに関する依頼に快諾していただいた。早急に講師と参加学生の氏名

を東北大学側に伝えることを約束。 
・共同学位プログラムに関して東北大側が提示した内容の了承とこれをたたき台として

細部を詰めていくことが了承された。 
 ・8 月に執行部が交代するので、8 月以降ペースを速めることを約束。 
 ・現在の在職班の実習を東北大学側で担当することも可能。 
 
 

 
 

が望ましいのではないかとの意見が出された。その後、別室で李景和企画副学長とサマー

コースに関して協議を行なった。サマーコースへの教員派遣については、指導教授－学生

のセットでの派遣をお願いした。現在、李景和先生から、ハンスンヒ教授（教育学科長）

を紹介していただき、最終調整を行なっている。また、朴ソンイル教授（英才教育専門）

をサマーコース期間中に特別講師として招へいできないか調整をお願いした。 
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アジア共同学位開発プロジェクト 
調査報告書 

提 出 日：2012 年 6 月 20 日 
報告者名： 清水 禎文  

○訪問先 

フィンランド ヘルシンキ大学 

○訪問期間 

2012 年 6 月 10 日（日）～  6 月 13 日（水） 

○訪問者 

清水禎文助教、叶林客員准教授 

○訪問の目的・経緯等 

ACA(Academic Cooperation Association)主催の 2012 年度大会「Tying it all together. Inter- 
nationalisation, excellence, funding and the social dimension in higher education」に参加し、欧州

における高等教育の国際化をめぐる最先端の情報を収集する。 

○先方対応者 

 

○成果 

大会の主な内容は、ヘルシンキ大学学長の挨拶、フィンランド教育文化省高等教育局長

の基調講演に続き、4 つのセッション「卓越性」「流動性と国際化」「高等教育への接近と社

会的次元」「基金」および 4 つのワークショップであった。本報告書においては、3 つの報

告を紹介する。 
Liqiu Meng（München）は「国際化を伴わない卓越性はありうるか？」と題する報告の中

で、「国際化」の要素を①物理的な流動性（研究者、学生、教師、事務職員）、②国際的な

リクルートと才能の管理（学生、教員、スタッフ）、③国際的協働（奨学金、企業、戦略的

な連盟）、④サービス･インフラ（国際課、歓迎センター、言語センター、国際的な卒業生

ネットワーク、先端研究機関など）、⑤統合的構造（国際的な大学院、国際的な学位プログ

ラム、ジョイントないしダブル学位、ジョイン研究所）、⑥出先機関（リエゾン･オフィス、

海外キャンパス）とし、「国際化」のメリットとして、①何か異なることを知ること自体に

付加価値がある、②自己満足/自己批判がより自覚化される、③コントラストやカルチャー･

ショックがものの見方を形成する、④360 度のアングルから観察しない限り、世界は廻らな

い等を挙げ、最後に「国際化」のジレンマ（頭脳流出か頭脳獲得か等）を掲げて報告を締

めくくった。補足となるが、Meng は国際化を伴わない卓越性は存在しないとした。 
Robert Coelen (Stenden) は世界大学ランキングを批判的に検討し、①国際的な流動性を伴

うプログラムの付加価値を測定すること、②Stenden では、学生に対して国際交流、国際イ

ンターンシップ、移動キャンパス（カタール、南アフリカ、インドネシア、タイ）という 3
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つのタイプのプログラムを提供していること、③これらのプログラムにおける付加価を測

定評価しようとしていることを論じた。世界大学ランキングは、大学の透明性を高める上

では一定の貢献をしたが、大切なのは①各大学が自らのミッションを明確にして、最善を

尽くすこと、②自分のために作られたのではないランキングの梯子を登ろうとすることに

は注意を払うべきことを指摘した。 
Ulrich Teichler（Kassel）は「流動性」が 1990 年代以降、EU 諸国の政策的課題となって

いるものの、学生の側から見ると、かつての学生と現在の学生とでは、留学から得られる

メリットが異なっていることを指摘した。EU の代表的な高等教育政策として ERASMUS
がある。たしかに ERASMUS は、「質の改善」「高等教育の現代化」「教育と研究の発展とイ

ノベーション」「高等教育における EU 的次元」を発展させることにおいて貢献した。しか

し、そこから得られるメリットは、社会の変化に伴い、変化している。したがって、「国際

化」「流動性」「雇用可能性」は肯定的に捉えられているものの、それを主張するためには

エビデンスが必要であることを指摘した。 
 なお、その他の報告については別紙資料を参照していただきたい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

アジア共同学位開発プロジェクト 
調査報告書 

提 出 日：2012 年 6 月 20 日 
報告者名： 清水 禎文  

○訪問先 

フィンランド ヘルシンキ大学 

○訪問期間 

2012 年 6 月 10 日（日）～  6 月 13 日（水） 

○訪問者 

清水禎文助教、叶林客員准教授 

○訪問の目的・経緯等 

ACA(Academic Cooperation Association)主催の 2012 年度大会「Tying it all together. Inter- 
nationalisation, excellence, funding and the social dimension in higher education」に参加し、欧州

における高等教育の国際化をめぐる最先端の情報を収集する。 

○先方対応者 

 

○成果 

大会の主な内容は、ヘルシンキ大学学長の挨拶、フィンランド教育文化省高等教育局長

の基調講演に続き、4 つのセッション「卓越性」「流動性と国際化」「高等教育への接近と社

会的次元」「基金」および 4 つのワークショップであった。本報告書においては、3 つの報

告を紹介する。 
Liqiu Meng（München）は「国際化を伴わない卓越性はありうるか？」と題する報告の中

で、「国際化」の要素を①物理的な流動性（研究者、学生、教師、事務職員）、②国際的な

リクルートと才能の管理（学生、教員、スタッフ）、③国際的協働（奨学金、企業、戦略的

な連盟）、④サービス･インフラ（国際課、歓迎センター、言語センター、国際的な卒業生

ネットワーク、先端研究機関など）、⑤統合的構造（国際的な大学院、国際的な学位プログ

ラム、ジョイントないしダブル学位、ジョイン研究所）、⑥出先機関（リエゾン･オフィス、

海外キャンパス）とし、「国際化」のメリットとして、①何か異なることを知ること自体に

付加価値がある、②自己満足/自己批判がより自覚化される、③コントラストやカルチャー･

ショックがものの見方を形成する、④360 度のアングルから観察しない限り、世界は廻らな

い等を挙げ、最後に「国際化」のジレンマ（頭脳流出か頭脳獲得か等）を掲げて報告を締

めくくった。補足となるが、Meng は国際化を伴わない卓越性は存在しないとした。 
Robert Coelen (Stenden) は世界大学ランキングを批判的に検討し、①国際的な流動性を伴

うプログラムの付加価値を測定すること、②Stenden では、学生に対して国際交流、国際イ

ンターンシップ、移動キャンパス（カタール、南アフリカ、インドネシア、タイ）という 3
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アジア共同学位開発プロジェクト 
調査報告書 

提 出 日：2012 年 9 月 10 日 
報告者名：安保 英勇    

○訪問先 

台湾 国立政治大学（2012 年 9 月 3 日、4 日） 
国立台湾師範大学（2012 年 9 月 4 日） 

○訪問期間 

2012 年 9 月 3 日（月）～ 9 月 4 日（火） 

○訪問者 

本郷一夫教授、安保英勇教授、谷口和也准教授、朴仙子教育研究支援者 

○訪問の目的・経緯等 

国立政治大学：部局間学術交流協定の締結、学術交流。国立台湾師範大学：情報交換。 

○先方対応者 

国立政治大学：湯志民教授（院長）、秦夢群教授(教育行政)、胡悅倫教授(教育心理測定)、
吳政達教授 (教育系主任)、郭昭佑教授（付属高級中学長）、陳幼慧副教授（通識教育中

心主任）ほか 
国立台湾師範大学：周愚文教授（院長）、張徳永（社会教育学系主任）、陳中彦教授（社

会教育）、王麗斐教授（教育心理與輔導学系）、卯靜儒副教授（教育学系） 

○成果 

 国立政治大学：学術交流協定の締結・本郷研究科長講演・情報交換 
 国立台湾師範大学：情報交換・学内見学 
  ・ＵＣＬＡとの交流 
   サマーコース：期間は 4 週間。3 科目（6 単位）を履修し、18 人程度参加。 
  ・ミズーリとの交流 

 ダブル・ディグリー：台湾で 3 年、ミズーリで 2 年学ぶもの。台湾の学士とミズー

リの修士が取得可能。これとは別に、修士を 1+1 年で両国の修士をとれるもの

もある。 
単位互換等：①ミズーリでのサマーコース。15-20 名の学生を 2 名の教員が引率し

ていく。ホームスティ。3 単位。授業のほか、買い物など生活に根差した文化

体験も重視。 
②ミズーリの学生が来台。来年の 1/3-17。大学院の単位として集中的に開講。

スクールカウンセリングとコミュニティカウンセリングの 2 科目。学校の相談セ

ンター、地域の相談センターなどの見学を含む。 
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アジア共同学位開発プロジェクト 
調査報告書 

提 出 日：2012 年 11 月 12 日 
  報告者名：有本昌弘 

○訪問先 

韓国 ソウル国立大学 

○訪問期間 

2012 年 10 月 15 日（月）～ 10 月 21 日（日） 

○訪問者 

有本昌弘教授 

○訪問の目的・経緯等 

元客員教員 Jinwoong Song 教授が大会委員長となる国際会議に参加することによる、ネッ

トワークのフォローアップ、ポスター発表（proceedings に full paper あり） 

○先方対応者 

Prof. Jinwoong Song, Prof. ChangJong Kim など 

○成果 

科学教育、とりわけ物理教育や地球科学、生物教育などを専門とする教授と意見交換を行

った。 
大会に参加する中で、以下の諸点を知ることができた。 
○科学教育の分野で哲学や歴史分野での会議 IHPST は、東アジア初である点、 
○その背景に既に設立済みの東アジア科学教育学会（EASE: East-Asian Association for 
Science Education）の上に、核となる研究者のいる台湾や香港との間に強固なネットワーク

が張り巡らされている点、 
○背後に、米国や豪州、英国などとの隠れたネットワークの上にサポートが得られている

点、 
○大学院生もそのような大会では国際レベルでの水準の研究を英語で発表していた点、 
http://ihpst2012.snu.ac.kr/download/2012FirstIHPSTAsianRegionalConference_flyer.pdf 
○環境科学、生命科学や農学などモード 2 サイエンスと教育学が連携している点、 
○そうした新たな新領域分野は、本学でも既にあることから早急に手を打つ必要があると

いう点、 
○東アジア共通のイシュ―に、歴史や領土問題など政策を超えたところでのサイエンスで

の議論が成り立つ教育分野を日本や本研究科は積極的に開拓すべき点、 
以上 

 
 

 
 

アジア共同学位開発プロジェクト 
調査報告書 

提 出 日：2012 年 9 月 10 日 
報告者名：安保 英勇    

○訪問先 

台湾 国立政治大学（2012 年 9 月 3 日、4 日） 
国立台湾師範大学（2012 年 9 月 4 日） 

○訪問期間 

2012 年 9 月 3 日（月）～ 9 月 4 日（火） 

○訪問者 

本郷一夫教授、安保英勇教授、谷口和也准教授、朴仙子教育研究支援者 

○訪問の目的・経緯等 

国立政治大学：部局間学術交流協定の締結、学術交流。国立台湾師範大学：情報交換。 

○先方対応者 

国立政治大学：湯志民教授（院長）、秦夢群教授(教育行政)、胡悅倫教授(教育心理測定)、
吳政達教授 (教育系主任)、郭昭佑教授（付属高級中学長）、陳幼慧副教授（通識教育中

心主任）ほか 
国立台湾師範大学：周愚文教授（院長）、張徳永（社会教育学系主任）、陳中彦教授（社

会教育）、王麗斐教授（教育心理與輔導学系）、卯靜儒副教授（教育学系） 

○成果 

 国立政治大学：学術交流協定の締結・本郷研究科長講演・情報交換 
 国立台湾師範大学：情報交換・学内見学 
  ・ＵＣＬＡとの交流 
   サマーコース：期間は 4 週間。3 科目（6 単位）を履修し、18 人程度参加。 
  ・ミズーリとの交流 

 ダブル・ディグリー：台湾で 3 年、ミズーリで 2 年学ぶもの。台湾の学士とミズー

リの修士が取得可能。これとは別に、修士を 1+1 年で両国の修士をとれるもの

もある。 
単位互換等：①ミズーリでのサマーコース。15-20 名の学生を 2 名の教員が引率し

ていく。ホームスティ。3 単位。授業のほか、買い物など生活に根差した文化

体験も重視。 
②ミズーリの学生が来台。来年の 1/3-17。大学院の単位として集中的に開講。

スクールカウンセリングとコミュニティカウンセリングの 2 科目。学校の相談セ

ンター、地域の相談センターなどの見学を含む。 
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アジア共同学位開発プロジェクト 
調査報告書 

提 出 日：2012 年 11 月 12 日 
報告者名： 清水 禎文  

○訪問先 

中国 北京師範大学 

○訪問期間 

2012 年 11 月 4 日（日） 

○訪問者 

上埜高志教授、清水禎文助教、朴仙子教育研究支援者 

○訪問の目的・経緯等 

来日中の北京師範大学教育学部副学部長の李永家副教授と面会し、アジア共同学位開発

プロジェクトに関わる協力を依頼する。 

○先方対応者 

李家永副学部長 （高益民副教授は事情により欠席） 
 

○成果 

議題は以下の 3 点。 
1 イベントへの協力依頼 

9 月シンポジウムへの協力（高益民先生派遣）に対する謝礼と、今後のイベントへの協力

依頼を行った。 
 
2 共同教育プログラムの開発について 
 北京師範大学の国際的ネットワーク（とくに対日本）の現状と Erasmus MundusⅡの準備

状況等について意見交換を行い、東北大学の共同学位開発プログラムについて意見交換を

行った。ジョイント･ディグリーの本格的開発を目指すのであれば、教育部に近い北京師範

大学が有利ではないかとの回答を得た。 
 
3 学術交流協定について 
 東北大学であれば、学術交流協定は結びやすいと考えられるとの回答を得た。 
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アジア共同学位開発プロジェクト 
調査報告書 

提 出 日：2012 年 11 月 12 日 
報告者名： 清水 禎文  

○訪問先 

韓国 ソウル国立大学 

○訪問期間 

2012 年 11 月 6 日（火）～ 11 月 7 日（水） 

○訪問者 

上埜高志教授、鳥澤誠事務長、清水禎文助教、朴賢淑助教、朴仙子教育研究支援者 

○訪問の目的・経緯等 

ソウル国立大学を訪問し、共同学位開発プロジェクトに関わる協力を依頼する。 

○先方対応者 

Lee Gyonghwa 副学長 Han Soonghee 教育学科長 

○成果 

11 月 6 日（火） 
学術交流協定の締結について交渉した。 
ソウル大学とのこれまでの交流実績に基づき、部局間学術交流協定の締結について提案

した。現段階では共同学位の創設は困難であることから、まず一般的な学術交流協定を結

び、さらに実績を積んだ上で、共同教育の可能性を探りたいとの提案を行った。 
 ソウル大学側からは、①すでに大学間学術交流協定があり、現状でも交流は可能ではない

か、②東北大学のプロジェクトから考えれば、ソウル大学師範大学教育学科との交流が実

質的ではないかとの質問があった。その上で、③ 部局間協定は大学間協定があるため困難

ではない、④ 協定文書については、実務的に交渉を開始するとの回答を得た。⑤今後、サ

マーコース及び共同学位開発にあたっては教育学科長の Han Soonghee 教授が対応すること

となった。 
 なお、共同学位開発に当たり、ソウル大学側に協力できることがあれば申し出て欲しい、

必要があればソウル大学側でも外部資金を獲得するように努力するとの言葉があった。 
11 月 7 日（水） 
 Kang Dae Joong 准教授、Park Sung Choon 講師と面会し、SNU の事情について懇談した。

SNU では 2008 年よりカナダ・アルバータ大学との DD、現在ドイツ・テュービンゲンおよ

びケニアの大学との DD を実施ないし準備中。 プログラムについては、「東アジア・シチ

ズンシップ」をコアとして、緩やかな、包括的なコースにしたら良いとのアドバイスを受

けた。 

 
 

アジア共同学位開発プロジェクト 
調査報告書 

提 出 日：2012 年 11 月 12 日 
報告者名： 清水 禎文  

○訪問先 

中国 北京師範大学 

○訪問期間 

2012 年 11 月 4 日（日） 

○訪問者 

上埜高志教授、清水禎文助教、朴仙子教育研究支援者 

○訪問の目的・経緯等 

来日中の北京師範大学教育学部副学部長の李永家副教授と面会し、アジア共同学位開発

プロジェクトに関わる協力を依頼する。 

○先方対応者 

李家永副学部長 （高益民副教授は事情により欠席） 
 

○成果 

議題は以下の 3 点。 
1 イベントへの協力依頼 

9 月シンポジウムへの協力（高益民先生派遣）に対する謝礼と、今後のイベントへの協力

依頼を行った。 
 
2 共同教育プログラムの開発について 
 北京師範大学の国際的ネットワーク（とくに対日本）の現状と Erasmus MundusⅡの準備

状況等について意見交換を行い、東北大学の共同学位開発プログラムについて意見交換を

行った。ジョイント･ディグリーの本格的開発を目指すのであれば、教育部に近い北京師範

大学が有利ではないかとの回答を得た。 
 
3 学術交流協定について 
 東北大学であれば、学術交流協定は結びやすいと考えられるとの回答を得た。 
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アジア共同学位開発プロジェクト 
調査報告書 

提 出 日：2012 年 11 月 12 日 
報告者名： 清水 禎文  

○訪問先 

韓国 高麗大学 

○訪問期間 

2012 年 11 月 6 日（火） 

○訪問者 

上埜高志教授、鳥澤誠事務長、清水禎文助教、朴賢淑助教、朴仙子教育研究支援者 

○訪問の目的・経緯等 

高麗大学を訪問し、共同学位開発プロジェクトに関わる協力を依頼する。 

○先方対応者 

  Lee Yongsuk（学長）、Park Hyunsook (教務担当副学長)、Suh Taeweon (国際担当副学長)、
Hahn Yongjin 

○成果 

議題は下記の 4 点。 
1 来年度のサマーコースへの協力依頼 
  来年度のサマーコースへの協力を依頼した。 
  単位化については、東北大学で単位を出せば、高麗大学は単位認定できるとのこと。   
2 来年度開講の「 教育学フィールドワーク」への協力依頼 
  「教育学フィールドワーク」への協力を依頼した。高麗大学では、同様のプログラムを

実施している日本の他大学の受け入れ実績もあり、こちらの具体的な計画を伝えてもらえ

れば協力できるとの回答を得た。 
  高麗大学側の学事日程と都合からすれば、6 月第 1 週がベストである。それ以降になると、

期末試験が始まり、対応できる学生の確保を保証できない。 
  宿舎については、大学の宿舎を提供することも可能である。ただし、早めの連絡が欲し

い。 
3 共同学位内容について 
  外的状況および現段階での準備状況について説明を行った。 
4 学術交流協定の細則について 
  高麗大学側で他大学の事例を提供するので、それに基づいて必要な細則を詰めることと

した。 
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アジア共同学位開発プロジェクト 
調査報告書 

提 出 日：2012 年 12 月 10 日 
報告者名： 朴 賢淑  

○訪問先 

中国 南京師範大学、浙江大学、杭州師範大学、華東師範大学 

○訪問期間 

2012 年 11 月 24 日（土）～11 月 30 日（金） 

○訪問者 

上埜高志教授、清水禎文助教、橋本昭浩会計係長、朴仙子教育研究支援者、 
南紅玉（大学院学生）、朴賢淑助教 
 

○訪問の目的・経緯等 

南京師範大学、浙江大学、杭州師範大学、華東師範大学を訪問し、アジア共同学位開発

プロジェクトに関わる協力を依頼する。 
 

○先方対応者 

南京師範大学： 
教育科学学院：胡建華教授・院長 
心理学院：傅宏教授・院長、陳陳准教授（心理学院） 

浙江大学・教育学院： 
Song Gilsun 副教授（比較教育教研室主任）、大学院学生（5 名） 

杭州師範大学（教育学部）： 
鄭生勇書記、叶林副教授 
田学紅常務副院長 

華東師範大学： 
国際交流処：王素斌副処長 

 教育科学学院：楊向東副教授（副院長・国際交流担当）、李梅副教授、陳曦講師 
心理与認知科学学院：郭秀艶教授（副院長・国際交流担当）、徐光興教授、 

馬偉軍 (講師)、梁寧建教授、汪杰（事務担当） 
 

○成果 

11 月 26 日（月） 
南京師範大学・教育科学学院、心理学院： 
① 心理学院との部局間学術交流協定について提案し、南京師範大学からは部局間学術交流

協定を近いうちに結ぶことに合意した。今後の心理学院との部局間学術交流協定につい

ては傅宏院長が担当することとなった。 

 
 

アジア共同学位開発プロジェクト 
調査報告書 

提 出 日：2012 年 11 月 12 日 
報告者名： 清水 禎文  

○訪問先 

韓国 高麗大学 

○訪問期間 

2012 年 11 月 6 日（火） 

○訪問者 

上埜高志教授、鳥澤誠事務長、清水禎文助教、朴賢淑助教、朴仙子教育研究支援者 

○訪問の目的・経緯等 

高麗大学を訪問し、共同学位開発プロジェクトに関わる協力を依頼する。 

○先方対応者 

  Lee Yongsuk（学長）、Park Hyunsook (教務担当副学長)、Suh Taeweon (国際担当副学長)、
Hahn Yongjin 

○成果 

議題は下記の 4 点。 
1 来年度のサマーコースへの協力依頼 
  来年度のサマーコースへの協力を依頼した。 
  単位化については、東北大学で単位を出せば、高麗大学は単位認定できるとのこと。   
2 来年度開講の「 教育学フィールドワーク」への協力依頼 
  「教育学フィールドワーク」への協力を依頼した。高麗大学では、同様のプログラムを

実施している日本の他大学の受け入れ実績もあり、こちらの具体的な計画を伝えてもらえ

れば協力できるとの回答を得た。 
  高麗大学側の学事日程と都合からすれば、6 月第 1 週がベストである。それ以降になると、

期末試験が始まり、対応できる学生の確保を保証できない。 
  宿舎については、大学の宿舎を提供することも可能である。ただし、早めの連絡が欲し

い。 
3 共同学位内容について 
  外的状況および現段階での準備状況について説明を行った。 
4 学術交流協定の細則について 
  高麗大学側で他大学の事例を提供するので、それに基づいて必要な細則を詰めることと

した。 
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② 共同学位については単位交換から始める。単位認定については、細則で決めていくこと

とした。ダブル・ディグーリー課程を設けるためには、国の審査（年 1 回実施）を通ら

なければならないが、かなり厳しい。また、中国の大学院は 3 年課程が多いことを考慮

しなければならない。 
③ サマーコースについては、来年度も講師及び学生の派遣を依頼した。単位認定について

は、専攻外選択科目として位置付けることによって、単位認定が可能であることが確認

できた。ただし、東北大学で単位を出す必要がある。 
 
11 月 27 日（火） 
浙江大学・教育学院： 

Song 副教授から浙江大学の現況を聴取し、大学院学生と意見交換を行った。 
 
11 月 28 日（水） 
杭州師範大学・教育科学学院：  
① 杭州師範大学との MOU については、叶林准教授が窓口になり、当研究科・国際交流担

当の谷口准教授と協定書の内容を詰めていくこととなった。来年 2 月に協定書の中身を

確認し、3 月に調印式を行うこととした。 
② 上埜教授と清水助教が大学院学生を対象に講演を行った。 
 
11 月 29 日（木） 
華東師範大学・教育科学院、心理学院、高等教育研究所： 

教員らと今後の交流について意見交換を行った。 
① 共同学位開発にあたって、心理系及び教育系関連の科目を開設するとともに、フィール

ドワークを予定していることを伝えた。華東師範大学からは、学生の派遣が可能である

ことが確認できた。また、両大学の研究交流をとおした論文の出版についても合意を得

た。 
② MOU について提案したところ、華東師範大学から合意を得た。 
③ 華東師範大学から華東師範大学での集中講義の依頼があり、これについて東北大学から

は承諾をした。また、両大学の教員同士の研究交流についても可能であることを伝えた。 
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アジア共同学位開発プロジェクト 
調査報告書 

提 出 日：2012 年 12 月 10 日 
報告者名： 朴 賢淑  

○訪問先 

国立政治大学、国立台湾師範大学 

○訪問期間 

2012 年 12 月 2 日（日）～ 12 月 5 日（水） 

○訪問者 

上埜高志教授、清水禎文助教、佐藤広美庶務係長、朴仙子教育研究支援者、 
頼羿廷（大学院学生）、朴賢淑助教 
 

○訪問の目的・経緯等 

国立政治大学及び国立台湾師範大学を訪問し、アジア共同学位開発プロジェクトに関わ

る協力を依頼する。 
 

○先方対応者 

国立政治大学：湯志民教授（院長）、胡悦倫教授、鄭同僚副教授 
国立台湾師範大学：周愚文教授（院長）、許添明教授（教育学系主任）、林家興教授（心

理学系主任） 
 

○成果 

12 月 4 日（火） 
国立政治大学： 
サマーコース、共同学位、客員教員について協議した。 
①来年度のサマーコース開講にあたって、講師及び学生の派遣を依頼した。今年度は招へ

い形式であったため単位を出すことができなかったが、今後、細則づくりをとおして単

位化することに合意した。 
②共同学位については、まず、単位交換から始めたいことを伝えた。また、来年開催予定

（2 月または 3 月頃）のカリキュラム委員会への出席を依頼した。政治大学からは、教育

学院の教員の意見を集める必要があることと東北大学教育学研究科との交流を深めた

い、という意見があった。 
③客員教員の来日時期については、鄭副教授に意見をうかがうことができ、来年の 1 月か

ら 1 ヶ月間滞在することとなった。 
④今後、交流を進めるにあたって、胡教授、鄭副教授、湯院長が窓口となり、カリキュラ

ム開発においては、胡教授と鄭副教授が担当することとなった。 
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とした。ダブル・ディグーリー課程を設けるためには、国の審査（年 1 回実施）を通ら
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③ サマーコースについては、来年度も講師及び学生の派遣を依頼した。単位認定について

は、専攻外選択科目として位置付けることによって、単位認定が可能であることが確認

できた。ただし、東北大学で単位を出す必要がある。 
 
11 月 27 日（火） 
浙江大学・教育学院： 

Song 副教授から浙江大学の現況を聴取し、大学院学生と意見交換を行った。 
 
11 月 28 日（水） 
杭州師範大学・教育科学学院：  
① 杭州師範大学との MOU については、叶林准教授が窓口になり、当研究科・国際交流担

当の谷口准教授と協定書の内容を詰めていくこととなった。来年 2 月に協定書の中身を

確認し、3 月に調印式を行うこととした。 
② 上埜教授と清水助教が大学院学生を対象に講演を行った。 
 
11 月 29 日（木） 
華東師範大学・教育科学院、心理学院、高等教育研究所： 

教員らと今後の交流について意見交換を行った。 
① 共同学位開発にあたって、心理系及び教育系関連の科目を開設するとともに、フィール

ドワークを予定していることを伝えた。華東師範大学からは、学生の派遣が可能である

ことが確認できた。また、両大学の研究交流をとおした論文の出版についても合意を得

た。 
② MOU について提案したところ、華東師範大学から合意を得た。 
③ 華東師範大学から華東師範大学での集中講義の依頼があり、これについて東北大学から

は承諾をした。また、両大学の教員同士の研究交流についても可能であることを伝えた。 
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国立台湾師範大学： 
サマーコース、細則、共同学位について交渉をした。 
① サマーコースの開催時期について 8 月下旬ころで、今年度と同様に 2 科目を開講するこ

とを伝えた。台湾師範大学からは、今年度と同様に窓口を決めて、講師と学生を派遣す

ることとした。 
② 細則については、東北大学教育学研究科のスタッフと相談の上、改めて連絡することと

なった。 
③ 共同学位については、単位交換から始めたいことと、今後、ダブル・ディグリー、ジョ

イント･ディグリーにつなげていきたいとその旨伝えた。台湾師範大学からは、修士課

程は 2 年であり、修了に必要な単位は 30 単位であるが、心理系の場合、2 年＋1 年（実

習）であることから、こうした状況を踏まえた共同学位課程づくりを考えなければなら

ない。 
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4 研究報告 
  
 本プロジェクトでは、本研究科の教員との研究交流を促進するため、国内外から研究者を

招き、国際セミナーを開催している。 
本年度は、中国から 3 名、韓国から 2 名、台湾から 3 名の計 8 名の研究者が本研究科の客

員教員として 1 ヶ月～5 ヶ月間滞在しながら共同研究等を行った。 
 

表 4-1 客員教員一覧 

名前 所属大学 滞在期間 

叶 林  准教授 中国・杭州師範大学 2012.02.13～2012.09.30 

姜 大仲 助教 韓国・ソウル大学 2012.08.01～2012.08.31 

李 梅  准教授 中国・華東師範大学 2012.08.16～2012.09.15 

張 世華 助教 台湾・国立台湾師範大学 2012.08.20～2012.09.19 

申 正撤 准教授 韓国・ソウル大学 2012.10.17～2013.02.28 

梁 忠銘 教授 台湾・国立台東師範大学 2013.01.07～2013.03.15 

胡 建華 教授 中国・南京師範大学 2013.01.22～2013.03.28 

鄭 同僚 准教授 台湾・国立政治大学 2013.01.25～2013.02.24 
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4-1 国際セミナー 
 
 今年度行われた国際セミナーは表 4-2 の通りである。なお、詳細については発表資料を参

照されたい。 
 

表 4-2 国際セミナー一覧 

日 時 発表者 所属 タイトル 発表資料 

2012/7/25 
叶林 

准教授 
杭州師範大学 

国際共同学位プログラムの内部質保

証に向けて 
3-1-1 

2012/9/13 
李梅 

准教授 
華東師範大学 

Academic profession on the move: 
Chinese knowledge diaspora in the 
United States 

3-1-2 

2012/9/13 
張世華 
助理教授 

台湾師範大学 
Codependency among College Students 
in Taiwan and the USA 

3-1-3 

2012/10/18 
John O’

Regan 
上級講師 

ロンドン大学 
English As A World Language: Some 
Perspectives on Teaching and Learning 
in A Globalized Age 

3-1-4 

2012/12/6 
山田礼子 
教授 

同志社大学 
国際的共同教育の現状と課題 ―同

志社大学の事例から― 
3-1-5 
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4-1 国際セミナー 
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国際共同学位プログラムの内部質保証に向けて

日、中の事例から

叶 林

東北大学教育学研究科 客員准教授

杭州師範大学教育科学学院 准教授

東北大学大学院教育学研究科国際セミナー 高等教育の国際化④ 2012年7月25日

概要

∗ 概念

∗ 国際的な状況

∗ 日中両国の状況

∗ 内部質保証に向けて

1

 
 
 
 
 
 

概念

2

 

国際共同学位プログラムに関する用語は多数存在

Multiple 
Degree

Trinational 
Degree 

Combined 
Degree

Parallel 
Degree

Overlapping 
Degree

Integrated 
Degree

Conjoint  
Degree 

Joint Degree 

（JD）

Double Degree 

（DD）

Knight (2011). “Doubts and Dilemmas with Double Degree Programs”.

simultaneous 
degree

Consecutive Degree

3

  

 
 
 
 
 

定義が国際的に合意されつつある

EUA (2002); Council 
of Europe（2004）…

Schüle (2006); Knight (2009); Bologna Follow-up 
Group (2009)；Obst et al. (2011) …

JDP DDPJDP

JAPAN

4

A Good working definition

∗ A joint degree program awards one joint qualification upon 

completion of the collaborative program requirements 

established by the partner institutions

∗ A double degree program awards two individual qualifications at 

equivalent levels upon completion of the collaborative program 

requirements established by the two partner institutions 

(Knight, 2011)
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Good practice: Joint degree diploma

http://eacea.ec.europa.eu/erasmus_mundus/tools/good_practices_en.php

6

３つの類型

∗学術交流型

∗学術援助型

∗市場志向型

7

  
 
 
 
 
 

国際的な状況

8

2500

137

5

536

65

305

342
18692

JD/DD program：世界の分布

9

  
 
 
 
 
 

現場の声

• “Everyone is running around shopping for partners to set
up these programs—this is a top-of- the-radar issue in 
higher education, especially at the graduate level, and 
there, especially among master’s programs”(Godfrey, 
University of Michigan)

• “Many schools have just a handful of students in these 
programs, whereas we have between 250 and 300 students 
enrolled in nine dual-and joint-degree programs. We’re 
interested in being aggressive and making programs 
available to more than just a few students”(McLaughlin, 
Georgia Institute of Technology)

Tobenkin （2008）

10

IIE，Freie Universitat Berlinによる調査

∗ 概要

（1）オンライン調査票、2011年完成

（2）回答：28国、245高等教育機関、約80％は下記の6か国からの回答

（U.S，Germany，France, Italy, Australia, U.K.）

Obst et al. (2011) Joint and double degree programs in the global context

11
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IIE，Freie Universitat Berlinによる調査

∗ DDはJDより多い, JDの最も多い国はFrance, DDの最も多い国はU.S.

∗ 修士レベルのJDとDDは多数（Australia 博士、U.S.学士）

∗ 最も挙げられた連携国はFrance, China, Germany, Spain, U.S.

∗ 最も挙げられた連携分野はビジネス、マネージメント、工学

∗ 多数の大学はJDとDDを開発する予定；多数のGermanyとU.S.の大学

はDDのみを開発する

Obst et al. (2011) Joint and double degree programs in the global context

12

IIE，Freie Universitat Berlinによる調査
∗ 今後最も望まれる連携国順位はChina, U.S., France, India, Germany

Australia, UK,  U.S→China   ; France, Germany, Italy→U.S.

∗ 主な動機：教育提供の拡大、共同研究の強化、国際化の促進、国際

的な知名度の向上（UK：財源の増加）

∗ 今後課題：財源と持続性の確保（重要）；単位交換（重要ではない）

∗ 55％：明確した政策を持つ；45％：マーケティング手段を開発

Obst et al. (2011) Joint and double degree programs in the global context 

13

  
 
 
 
 
 

IIE，Freie Universitat Berlinによる調査

∗ 95%の調査対象（28国245大学）は今後更にJD、DDプログラ

ムを拡大する方針

∗ 三分の一の調査対象（28国245大学）は過去数年で一部の

DD、JDプログラムを中止したことがある

14

日中両国の状況

15

  
 
 
 
 
 

両政府の動向

日 本 中 国

• 海外の有力大学等との連携による
ダブルディグリー等の複数学位制
の促進（教育振興基本計画、2008）

• DD等につながるプログラムの促進、
これらの学位及びプログラムの質
の保証（中央教育審議会大学分科
会、2010）

• ジョイント・ディグリーに関する検討
状況（中央教育審議会・大学分科
会・大学教育部会（3月）、大学院部
会（4月）、2012）

• 国際交流の強化、優れた教育資

源の導入、連携の質の向上（国

務院、「2010－2020年国家中長

期教育改革と発展計画要綱」、

2010）

• JD/DDプログラムの促進（国務

院学位委員会29回会議、2012-

2-28）

16

JDプログラム：制度されていないのに始動した
日本（事例） 中国（事例）

• 「東アジアの共通善を実現する深い教養に

裏打ちされた中核的人材育成プログラム」

（岡山大学、吉林大学、成均館大学校）

• 「エネルギー環境理工学グローバル人材育

成のための大学院協働教育プログラム」（

九州大学、上海交通大学、釜山大学校）

• 「東アジアにおける国際的教育指導者共同

学位プログラムの開発研究」（東北大学、

北京師範大学、高麗大学等）

• Erasmus Mundus Master in 

Research & Innovation in Higher 

Education (Austria--Finland, 

Germany, China）

• Erasmus Mundus Master in Water & 

Coastal Management(Spain—

Brazil, China, Italy, Portugal, 

Russian)
• ……

17
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DDプログラム：既に多数存在している

日本（305件） 中国（536件）

• 文部科学省、海外の大学との

大学間交流協定の調査結果

（2009年）

• 154件の政府の認定・審査を

受けたDDプログラム（教育部

HP、2011年5月31日公表）

• 382件のネット検索で収集した

DDプログラム

18

DDプログラム比較:学位レベル

日 本 中 国

19

  
 
 
 
 
 

DDプログラム比較：専門分野

日本 中国N＝266 N＝381

20

DDプログラム比較：相手国の地域分布

N＝305 N＝536

日本 中国

21

 
 
 
 
 
 

同済大学 SINO-ITALIAN CAMPUS Beijing University of Posts and Telecommunications
Queen Mary, University of London

22

内部質保証に向けて

23
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質とは

24

国境を越えた高等教育の質保証

• 基本的な考え方

（1）教育水準、成果（教育資格）の同等性

（equivalent）、比較可能性（comparability）

（2）情報の透明性

• プロセスアプローチ

25

  
 
 
 
 
 

大学

（内部質保

証活動）

政府機関（政策作
成、審査、適格認

可等）

国際・地域組織

（実施規範、指南、
基準作成）

質保証・適格認定機関

（優れた実践の提供、
海外審査、適格認定）

学生団体

（助言、質保証活動
参加）

職業団体

（基準作成、優れた
実践の提供

、適任認可等）

国
境
を
越
え
た
高
等
教
育
の
質
保
証
体
制

26

JD/DDプログラム内部質保証構築の留意点

学習成果

契約書

教育プロ
グラム

情報提供

学生支援

質保証指
針

Do

Plan

Check

Act

27

  
 
 
 
 
 

① 質保証指針の整理

Guideline for Quality Provision in Cross-border Higher Education(UNESCO/OECD 2005)

Golden Rules for New Joint Masters Programmes (EUA, 2004)

Guidelines for Exchange and Cooperation among Universities in China, Japan and Korea with 
Quality Assurance (The 3rd Korea-China-Japan Committee, 2011)

Joint Curricular  Ventures Involving the Award of Credit by Member Institutions: Policy and 
Guidelines ((SACS, 2006)

Joint/Dual Degree Guidelines (Texas  A&M  University)

28

• 新しい国や文化で働くことにたやすく適応する

• 言語や文化の利点による多国籍企業のチーム能力
AMASE

• 異文化への気付き、異文化交流技能を開発

• 方法的技能特に国際比較研究に取り組む

PLANET 
Europe 

• 批判的分析能力を示す

• 博士課程必要となる潜在の研究能力を示す

• 戦略的に思考、計画する能力を示す

MARIHE

Erasmus Mundus Masters Courses (EMMCs)の例

② 学習成果の設定（付加価値、比較可能性）

29
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③ 契約書の作成

教学言語の選択何が含まれるべきか？

用語の定義 組織構成

教員・学生数 学習期間

履修方式 入学条件

費用問題 評価方式

学位取得方式 サンセット条項

…   …      …  

1

2
責任の明確化

合法性

質保障への考慮質保障への考慮
3

30

④ 教育プログラムの開発
1

2

3
英語？母国語？

4

5
入試制度？

6
成績評価？

文化への考慮の必要？

DDとJDの相違点？

開発の主体？

31

  
 
 
 
 
 

⑤ 情報提供の強化

• 外部質保証の傾向：

基準順守→検証、信頼できる情

報の提供（Williams, P. 2011）

• 原則：

誠実、明確、up-to-date、

interactive 、使いやすい等

• 主なアプローチ：HP

1

2

3
履修モデル

4

5
教員

6
評価基準

学生…

学位授与要件

カリキュラム

目標と学習成果

7
学生支援対策

8
評価基準

9
Diploma Supplement ……..

32 33

  
 
 
 
 
 

34

⑥ 学生支援の重視

• “Too often academics want to 

set up a joint program as a kind 

of fashion statement. They 

forget about students”（Kuder, 

2011）

• 学生の評判はJD/DDプログラ

ム持続的発展を支える要因

1

2

3
経済的援助

4

5
インターンシップ

6
諸調査（学生、卒業生、雇用者）

学生…

不服申立てシステム

バディーシステム

学生便覧

7
質保証活動の参加

35
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ご清聴ありがとうございます

My  Email yl01072@yahoo.co.jp （ Japanese）yelin@hznu.edu.cn （ Chinese ）

“In the 21st century, there will be only two kinds of people:  Those who 

think globally and those who are looking for work.”（Peter F. Drucker）

36
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Academic profession on the 
move: Chinese knowledge 
diaspora in the United 
States

Li Mei
East China Normal University

limeiwang@yahoo.com
13 Sep. 2012

@Tohoku University
 

1

East China Normal University

  
 
 
 
 
 

2

Outline
 Contexts 
 Concepts
 Policies in China and the U.S.
 The Chinese knowledge diaspora: Survey 

findings 
 Summary

 
3

My starting points

Research on talent mobility largely framed by 
political and economic perspectives, I will 
adopt academic and cultural perspectives to 
examine the phenomenon

Much research leans on macro-level of policy 
and trend, by using nation state as the 
analytic unit, I will focus on the micro level 
(individual scholar and researcher)

  
 
 
 
 
 

4

Internationalization of China’s 
higher education

 Student and scholar mobility: inflow and 
outflow

 World-class university projects and world 
rankings

 Curriculum, instructional media and teaching 
methods

 Research performance and publication
 Sino-foreign joint programs and institutions

 

http://www.cshe.unimelb.edu.au/people/staff_pages/Marginson/Marginson.html 

Cambridge UP, 
Cambridge, May 2010

Springer, Dordrecht, 
September 2011

Routledge, New York, 
August 2011

Edward Elgar, Cheltenham, 
September 2011
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6

Globalization is an idea whose time 
has come.

Held et al. (1999): Widening, deepening, speeding up of 
worldwide interconnectedness in all aspects of 
contemporary life

Altbach (2002): Enhancement of interdependence and 
dependence, control and penetration in economic, cultural, 
and academic dimensions

Knight (1997): Flow of technology, economy, knowledge, 
people, value, idea…across borders

Marginson & Rhoades (2002): Intersections, interactions, 
and mutual determinations of global, national, and local 
forces and domains

 
7

Internationalization
Knight (1997): Process of integrating an international/intercultural 

dimension into teaching, research and service functions of 
institutions

Altbach (2002): Specific policies and initiatives of countries and 
individual academic institutions or systems to deal with global 
trends

Wende (1997): Any systematic, sustained efforts aimed at making 
HE responsive to requirements and challenges related to 
globalization of societies, economy and labor markets 

Inter-national: relationship between nations; use nation or country 
as the analytical unit, 

  
 
 
 
 
 

8

Approach to across-border education

 Mutual understanding: EU ERASMUS 1 million 
students exchange, enhance understanding and social cohesion 
in multicultural society

 Revenue generating: educational services are offered to 
international students at un-subsidised rates, AU, UK, New 
Zealand

 Human Resources: more general economic benefits, US 
policy on international research students

 HE capacity-building: Higher education system does not 
meet domestic demand in terms of quantity and quality; China, 
Singapore and Malaysia

 
9

World-system theory

 Core---semi-periphery--- periphery
 Developed---developing---underdeveloped
 Those who globalize---who are globalized--- who 

are left out of globalization
 Consistent with political and economic 

performance

  
 
 
 
 
 

10

Brain drain still matters

In the 1960s, British scientists went to the U.S.
The emigration of highly-skilled workers from 

the developing to the developed countries
Metaphor: a Cow, feeding (mouth) in a 

developing country, producing milk in a 
developed country

Asymmetry scientific and higher education 
development; 

World system drives talent drain from less 
developed countries to developed countries  

% of Foreign Students on Temporary Visas Receiving S & 
E Doctorates who were in the United States 4 to 5 Years 
after Graduation for Selected Years 1992-2005 (Finn 2007)

Place of Origin 1987/88 
Doctorate 
recipients 
in 1992

1990/91 
Doctorate 
recipients 
in 1995

1992/93 
Doctorate 
recipients 
in 1997

1994/95 
Doctorate 
recipients 
in 1999

1996 
Doctorate 
recipients 
in 2001

1998 
Doctorat
e 
recipient
s in 2003

2000 
Doctorate 
recipients 
in 2005

Mainland China 65 88 92 91 96 90 92

India 72 79 83 87 86 86 85

UK na 59 56 60 53 60 58

Canada 32 46 48 55 62 58 56

Greece 44 41 46 49 53 60 54

Germany na 35 38 53 48 51 49

Taiwan 47 42 36 42 40 47 50

Japan 17 13 21 27 24 37 39

Brazil 13 25 15 21 25 25 30

South Korea 17 11 9 15 21 34 42

Average all 
countries

41 47 53 51 56 61 65
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12

Brain gain
There are two ways to implement the brain gain: either 

through the return of the expatriates to the country of 
origin (return option) or through their remote mobilization 
and association to its development (diaspora option).

Reverse brain drain emerged in Asian countries/societies, 
Japan and Asian tigers (South Korea, Taiwan, Singapore, 
Hong Kong) in the 1980s, Mainland China and India

Migrants returning with cutting edge knowledge and 
networks of nationals abroad are considered important 
transmitters of technology and tacit knowledge (Thom & 
Holm-Nielsen, 2008)

 

Diaspora Option
It takes for granted that many of the expatriates are not 

likely to return. They have settled abroad and built their 
professional as well as their personal life there. 
However, they may still be very concerned with the 
development of their country of origin, because of 
professional, cultural, family or other ties. 

The objective is to create the links through which they 
could effectively and productively be connected to its 
development, without any physical temporary or 
permanent return. This type of distant cooperative work 
is now possible as cases of international research 
projects or multinational corporations (MNC) daily 
activities have already demonstrated.

  
 
 
 
 
 

14

Diaspora (Yang & Welch, 2010)

The term diaspora stems from Greek. Those who settled in new 
lands were regarded as diesparmeynoi (reflects the act of 
scattering seed)

The word later used to denote the dispersion of Jews outside 
Israel from the 6th century BC, when they were exiled to 
Babylonia, thus connotes the loss of homeland..., a collective 
memory of the homeland and a strong desire to return to it 
one day.

A diaspora is a system of personal networks, shared culture and 
language, and an imagined relationship to the homeland

The language of diaspora emphasises the importance of 
homeland and entails fluidity, transnationality and economic-
driven characteristics that emphasise the equal importance of 
hostland and social transaction between homeland and 
hostland. 

 
15

Chinese knowledge diaspora

They are an underexploited resource, expected 
to be able to play a vital role in China's next 
stage of development and accelerate the 
integration of the Chinese academy into the 
international community (Welch & Yang 2010)

  
 
 
 
 
 

16

Brain circulation and 
transnational capital

Refers to flows of expertise between sending 
and receiving countries in a way that mutually 
benefits both sides

Mobility in a globalized market: multiple flows, 
global network interaction and 
interconectiveness leads to 
knowledge/techonology/people circulation

Mobile talent owns transnational capital
(knowledge, experience, techonology, 
network and financial capital)

 
17

Policy rationales in China

Rationales 
Political objectives: nation building and 

comprehensive competition
Scientific and educational benefit 
Economic and social development

e.g.: One Thousand Talent Program in 2008

  

資料 3-1-2 



95
 

 

12

Brain gain
There are two ways to implement the brain gain: either 

through the return of the expatriates to the country of 
origin (return option) or through their remote mobilization 
and association to its development (diaspora option).

Reverse brain drain emerged in Asian countries/societies, 
Japan and Asian tigers (South Korea, Taiwan, Singapore, 
Hong Kong) in the 1980s, Mainland China and India

Migrants returning with cutting edge knowledge and 
networks of nationals abroad are considered important 
transmitters of technology and tacit knowledge (Thom & 
Holm-Nielsen, 2008)

 

Diaspora Option
It takes for granted that many of the expatriates are not 

likely to return. They have settled abroad and built their 
professional as well as their personal life there. 
However, they may still be very concerned with the 
development of their country of origin, because of 
professional, cultural, family or other ties. 

The objective is to create the links through which they 
could effectively and productively be connected to its 
development, without any physical temporary or 
permanent return. This type of distant cooperative work 
is now possible as cases of international research 
projects or multinational corporations (MNC) daily 
activities have already demonstrated.
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Diaspora (Yang & Welch, 2010)

The term diaspora stems from Greek. Those who settled in new 
lands were regarded as diesparmeynoi (reflects the act of 
scattering seed)

The word later used to denote the dispersion of Jews outside 
Israel from the 6th century BC, when they were exiled to 
Babylonia, thus connotes the loss of homeland..., a collective 
memory of the homeland and a strong desire to return to it 
one day.

A diaspora is a system of personal networks, shared culture and 
language, and an imagined relationship to the homeland

The language of diaspora emphasises the importance of 
homeland and entails fluidity, transnationality and economic-
driven characteristics that emphasise the equal importance of 
hostland and social transaction between homeland and 
hostland. 
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Chinese knowledge diaspora

They are an underexploited resource, expected 
to be able to play a vital role in China's next 
stage of development and accelerate the 
integration of the Chinese academy into the 
international community (Welch & Yang 2010)
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Brain circulation and 
transnational capital

Refers to flows of expertise between sending 
and receiving countries in a way that mutually 
benefits both sides

Mobility in a globalized market: multiple flows, 
global network interaction and 
interconectiveness leads to 
knowledge/techonology/people circulation

Mobile talent owns transnational capital
(knowledge, experience, techonology, 
network and financial capital)
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Policy rationales in China

Rationales 
Political objectives: nation building and 

comprehensive competition
Scientific and educational benefit 
Economic and social development

e.g.: One Thousand Talent Program in 2008
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Policy & development trends (1978-2011)

Closed                                     Open
Centralized                           Decentralized
Planned                              Market-oriented
Unbalanced outflow & return           More balanced
Study abroad        Study abroad-attract back- diaspora
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Policies in the U.S.

Attracting the best and brightest
Scholarship & Graduate training---green card---

R & D talent pool---innovation and 
sustainable development

Primary rationales: academic and scientific 
competition and long-term economic benefits

Undergraduate: academic benefit and revenue 
generation

  
 
 
 
 
 

Number of doctorate recipients in USA, by 
citizenship and subfield of study, 2006

Non-US citizen Total

Number Percentage Number

Engineering 4,572 63.58 7,191

Computer sciences 890 61.29 1,452

Mathematics 734 55.31 1,327

Physical sciences 3,772 50.56 7,461

Agriculture sciences 500 43.63 1,146

Life Sciences 3,133 32.36 9,683

Social Sciences & Psychology 1,596 23.22 6,873

Humanities 1,156 20.73 5,576

Education 740 12.09 6,123
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Transnational mobility of 
Chinese students and scholars
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Transnational mobility of  Chinese 
students

Year No. of Studying abroad No. of Returning China

1980 2124 162

1985 4888 1424

1990 2950 1593

1995 20381 5750

2000 38989 9121

2001 83973 12243

2003 117307 20152

2005 118515 34987

2007 144000 44000

2009 229300 108300
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Research Questions
Chinese knowledge diaspora

Why do they choose to stay in the U.S.?

Comparison between academic professions in 
China and the U.S.
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Research methods

Mixed methods: interview and questionnaire 
survey

Quantitative methods
Sample=70
Online questionnaire-based survey
Snowball and UCLA 2011 directory name list
Nov 2011-Feb 2012
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Qualitative methods

15 semi-structured interviews:

6 female, 9 male
11 UCLA, 2 Stanford, 1 Duke, 1 Utah U.
5 Profs. 4 Assoc. Profs, 3 Asst. Profs. 2 

senior researchers, 1 post-doc
7 natural sciences, 8 social sciences and 

humanities      
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Varible Percentage Number

Gender Male 61.4 43

Female 38.6 27

Marital status Married 89.7 61

Unmarried 10.3 7

Age <35 22.8 16

35-45 28.6 20

46-55 38.6 27

>55 10 7

Professional title Professor 25.7 18

Associate professor 28.6 20

Assistant professor 22.9 16

Post-doctoral 18.6 13

Research, teaching and adminstrative assistant 4.3 3

Type of institution Research U 51.4 36

Research & teaching U 45.7 32

Teaching U 1.4 1

Other 1.4 1

Discipline Natural sciences 53.6 37

Applied natural sciences 20.3 14

Social sciences 14.5 10

Applied social sciences 8.7 6

Humanities 2.9 2  
27

Educational background

China U.S. Other 
countries/regi
ons

No degree
0

20

40

60

80

100

120

97.1

1.4 0 1.4

61.4

22.9

1.4

14.3

30

54.3

7.1 8.6

Bachelor Degree
Master Degree
Doctorate
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Intention of returning China(1993 
survey Zweig & Chen, 61.9% students)

Definitely will go back

Probably will go back

 very likely go back, go if things changed in China greatly 

Definitely will not go back

can't really say now

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

16.2%

26.5%

22.1%

14.7%

20.6%

9.0%

40.6%

21.2%

8.8%

20.3%

2011 survey
1993 survey
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When will you return to China?

Within 1 year

1-3 years

3-5 years

more than 5 years

Unsure about the time to go back

Don't plan to go back

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

2.9%

16.2%

8.8%

5.9%

38.2%

27.9%
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When will you return to China?

Within 1 year

1-3 years

3-5 years

more than 5 years

Unsure about the time to go back

Don't plan to go back
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Push factors at home 
and Pull factors in the U.S. 

Determining elements
Push factors in motherland
Immigration status
Plan on children's education
Living status in the U.S.
Positive things in the U.S.
Problems of the U.S.
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Why do they choose to stay in 
the U.S.?

Academic 
environment

Career 
developmen
t

Living 
standard

Family 
factor

Economic 
income

Political 
environment

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%
52.9%

22.1%

11.8%
7.4% 4.4% 1.5%
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International comparison of academic 
salaries (Rumbley, Pacheco, Altbach 2009)
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Overall average salaries 
compared to GDP per capita
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How to describle your overall living 
standard and income in the U.S.?

Very good good Neutral poor bad
0
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39.7

23.5

35.3

0 1.5

44.1 42.6
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0 0

Income
overall living standard
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Factors leading to unwillingness of 
overseas Chinese talent to return to 
China?

Interpersonal relations are too complex

Too strong adminstrative power

Lack of opportunity for career advancement in China

Better opportunity for children's future in US

Lack of political stability 

Low living standard in China

Lack of exchange with international scholars

Family does not want to return

Lack of opportunity of free choice 

Lack of conditions for research 

Lack of suitable jobs given education and training

Don't want to give up American citizenship

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

64.7%

55.9%

33.8%

25.0%

25.0%

19.1%

17.6%

17.6%

10.3%

8.8%

5.9%

2.9%
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Why a person might not want to 
return?(1993 survey Zweig & Chen, 61.9% 
students)

Rank 1993 Survey (Zweig & Chen) 2011 Survey

1 Lack of political instability in 
China

Interpersonal relations are 
too complex in China

2 Lack of political freedom Too strong administrative power 
in China

3 No opportunity for career 
advancement in China

Lack of opportunity for career 
advancement in China

4 Poor working environments Better future for Children in 
US

5 Low living standard in China Lack of political instability

6 No chance to change jobs Low living standard in China

7 Lack of modern facilities Lack of exchange with 
international scholars in 
China
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Plan of children's basic and 
higher education

China U.S. Other 
countri
es

Do not 
care

Not 
applica
ble

0
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30
40
50
60
70
80
90

100

19.1

58.8

1.5

14.7
5.9

0

86.8

0
7.4 5.9

Primary and Secondary school
University
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Immigration status, then and now

F student visa

J-1 visiting scholar visa

J-1 student visa

H temporary worker visa

Permanent resident of the U.S.

U.S. Citizen

Others
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Immgration status when came
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Three positive things in US 
most important to you

Good working conditions

Political freedom

Simple interpersonal relations

Good working environment

Better future for my children

Freedom of individual choice

Higher standard of living

Other

None

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0%

20.6%

11.8%

11.8%

11.8%

10.3%

10.3%

7.4%

5.9%

2.9%
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Three problems in US most 
important to you

Lack of sense of belonging

Presure and speed of life too fast

Life is boring

Job insecurity

Crime and personal insecurity

Others

None

0.0% 10.0%20.0%30.0%40.0%50.0%

38.2%

14.7%

10.3%

4.4%

1.5%

10.3%

20.6%
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Comparison of organization environment 
and academic career in US and in China

Statement Agree & 
strongly agree
(%)

Academic promotion in more merit-based in US 89.2

Working in US enable me to be in the academic center of my field 89.2

Higher integrity and academic honest in US 89.2

Academic evaluation system in US is conducive for conducting 
valuable research 

86.2

More academic freedom in US than in China 84.6

Better university governance and management in US 84.6

More resources for research in US 80
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Important aspects need to be improved in 
terms of China's policies for luring talent 
back

Need to improved aspects Important & 
very important
(%)

Create free and autonomous organizational environment, 
prevent adminstrative intervertion

89.7

Improve policies and regulations of luring talent back and 
retain them

75

Provide career advancement space 75
Reform policy of nationality, green card, visa 75
Improve work conditions for returnees 73.5
Promote returnees to leading position 50
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Summary: from brain drain to brain 
gain and brain circulation

• Knowledge diaspora and global networks
• Most overseas Chinese academics have transferred some 

knowledge and technology to homeland, yet the level is not 
high, interaction not intensive, facing some difficulties for 
fundamental collaboration

• They think the cooperation is of mutual benefit
• Chinese governments’ policies have stressed on brain gain and 

brain circulation

  
 
 
 
 
 

Intention of returning to China

Overwhelming majority will not return to 
work in China permanently. However, all 
are enthusiastic  to make contributions to 
China's higher education and scientific 
research while staying abroad.

 

Reasons for staying in US
Political and economic factors still matter, yet their 

importance has much more declined
Academic and professional development has become 

the most important factor leading to their staying in 
US.

Family factors are very important for decision of 
returning or staying

Culture and societal factors have become far more 
important  

Studying abroad as an instrument for immigration

  
 
 
 
 
 

Comparison of academic career 
in home and host countries

US academic organizational environment 
and academic careers are much more 
positive than that of China

Situations and attractiveness of academic 
profession in China are making progress
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Thank you!

Comments and Questions!
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Introduction
Trends in Higher Education in Taiwan

- Globalization & internationalization
- There are 55,463 international and overseas Chinese 
students in Taiwan in 2011, an increase of 10,687 from 
44,776 in 2010 with 23.87% of the growth rate (MOE, 
2012).

Needs of Counseling Services In Higher 
Education
- Bilingual college counselors with 

multicultural counseling competencies

 

 
 
 
 

2

Background of the Study
The Construct of Codependency

- Evolved from the chemical dependency field in the
treatment of families of alcoholics 

- Mainly refers to excessively other-oriented 
caretaking traits and behaviors that are derived from  
a stressful or dysfunctional family environment

 3

Background of the Study
Symptoms or Characteristics of 

Codependency: 
- Self-sacrificing and low self-esteem 
- External focusing and over-controlling 
- Boundary distortions and relationship difficulties
- Inability to meet personal needs and wants, and other 
compulsive disorders (Cermak, 1986; Whitfield, 1991)
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Background of the Study (cont)

 Critiques of the Construct of  
Codependency
- Broad definitions and overgeneralization 
- Lack of clinical consensus and empirical   

study
- Gender or cultural bias (Anderson, 1994;  

Brown, 1996; Granello & Beamish, 1998; Hogg 
& Frank, 1992)

 5

Background of the Study (cont)

 Theoretical Assumptions of  
Codependency
- Family systems perspectives

ex. Bowenian theory

- Developmental perspectives

- Feminist perspectives 
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Background of the Study (cont)

 Critiques of the Construct of  
Codependency
- Broad definitions and overgeneralization 
- Lack of clinical consensus and empirical   

study
- Gender or cultural bias (Anderson, 1994;  

Brown, 1996; Granello & Beamish, 1998; Hogg 
& Frank, 1992)

 5

Background of the Study (cont)

 Theoretical Assumptions of  
Codependency
- Family systems perspectives

ex. Bowenian theory

- Developmental perspectives

- Feminist perspectives 
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Background of the Study (cont)

Recent Research Findings of 
Codependency in College Populations
- Family stressors related to dysfunctional families as 

predictors of codependency 
- Low self-esteem and intimate relationship   

difficulties
- No gender or racial effects on codependency in 

college populations

 7

Purpose of the Study
 To compare and examine codependency and cultural 

values of individualism and collectivism reported by  
college students in Taiwan and the USA.

 Also examined and compared the relationships of 
codependency with gender, family-of-origin 
experiences, self-esteem and psychological adjustment 
in college students in these two countries.
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Research Questions
1. Is there a relationship between codependency and 

cultural orientations in college students in Taiwan 
and the USA? 

2. Are cultural group, gender, family-of-origin 
experiences, self-esteem, and psychological 
adjustment predictive of codependency in college 
students in Taiwan and the USA after differences in 
cultural orientations are adjusted? 

 9

Research Questions (cont)

3. Which related characteristics are predictive of 
codependency in college students for each of the two 
cultural groups after differences in cultural 
orientations are adjusted?

4. What differences exist in codependency in college 
students in Taiwan and the USA?
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Method
Participants

- included a pilot sample and two cultural   
comparison samples  

- were solicited mainly from general   
education courses 

Cultural Group USA Taiwan

Total participants/
Final sample

103/101 178/176

Mean age (SD) 20.73 (1.80) 20.73 (1.18)

 11

Method (cont)

Outcome Variable: Codependency
Predictor Variables:

a. Individualistic and Collectivistic  
Cultural Orientations (as Covariates)

b. Cultural Group
c. Gender
d. Family Functioning
e. Self-Esteem
f.  Psychological Adjustment
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Method (cont)
 Instruments and Reliabilities

U.S. Sample TotMl ScMle α SubscMles α

1. The Codependency Assessment Tool (CODAT; 
Hughes-Hammer, Martsolf, & Zeller, 1998) 

.86 .67 - .81

2. Self-Construal Scale-Independent Self (SCS; 
Singelis, 1994) 

.69

2. Self-Construal Scale-Interdependent Self (SCS; 
Singelis, 1994)

.63

3. Family Assessment Device-General Functioning 
Scale (FAD-GF; Epstein, Baldwin, & Bishop, 1983) 

.86

4. Rosenberg Self-Esteem Scale (RSE; Rosenberg, 
1965) 

.84

5. General Health 1uestionnaire (GH1-28; 
Goldberg & Williams, 1988) 

.86
 13

Instruments and Reliabilities (cont)
Taiwanese Sample TotMl ScMle α SubscMles α

1. The Codependency Assessment Tool (CODAT; 
Hughes-Hammer, Martsolf, & Zeller, 1998) 

.88
.85 (pilot study)

.68 - .85
.59 - .87 (pilot study)

2. Self-Construal Scale-Independent Self (SCS; 
Singelis, 1994) 

.69
.66 (pilot study)

2. Self-Construal Scale-Interdependent Self (SCS; 
Singelis, 1994)

.57
.77 (pilot study)

3. Family Assessment Device-General Functioning 
Scale (FAD-GF; Epstein, Baldwin, & Bishop, 1983) 

.88

4. Rosenberg Self-Esteem Scale (RSE; Rosenberg, 
1965) 

.86

5. General Health 1uestionnaire (GH1-28; Goldberg 
& Williams, 1988) 

.90
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Results
 Preliminary Analyses
 Descriptive Statistics (Mean Scores)

Cultural Group USA (N = 101) Taiwan (N = 176)
Total Codependency 1.93 2.18

Independent Self 3.64 3.39

Interdependent Self 3.44 3.74

Family Functioning 1.64 1.95
Self-Esteem 3.31 2.75
Psychological Adjustment .16 .25

 15

Results (cont)
 Bivariate Correlations among Variables Studied (N = 277)

Note. Cultural group was coded with USA = 0, Taiwan = 1; gender was coded with male = 0, 
female = 1. 

* p < .05. ** p < .01.

1 2 3 4 5 6 7 8

1. Total Codependency — -.24** .32** .23** -.15* .50** -.51** .53**

2. Independent Self — .05 -.29** .02 -.26** .51** -.22**

3. Interdependent Self — .40** -.00 .16** -.30** .22**

4. Cultural Group — -.10 .30** -.46** .22**

5. Gender — -.23** .06 .03

6. Family Functioning — -.46** .29**

7. Self-Esteem — -.45**

8. Psychological Adjustment —
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Results (cont)
1. Research Question One

Is there a relationship between codependency and cultural 
orientations in college students in Taiwan and the USA?

* p < .05. ** p < .01. *** p < .001. 

Hierarchical Multiple 
Regression

R² β for 
Independent 
Self

β for 
Interdependent 
Self

Total Group .15*** -.22*** .31***

U.S. Group .11** -.21* .31**

Taiwanese Group .11*** -.20** .25**

 17

Results (cont)
2. Research Question One

Are cultural group, gender, family of origin experiences, self-esteem, and 
psychological adjustment predictive of codependency in college students in 
Taiwan and the USA after differences in cultural orientations are adjusted?

* p < .05. *** p < .001. 

Hierarchical Multiple Regression R² = .48*** Δ R² = .32***
Predictor Variables β sr²
Cultural Group -.12* .01
Gender -.09 ns
Family Functioning .28*** .06
Self-Esteem -.23*** .03
Psychological Adjustment .33*** .08
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Method (cont)
 Instruments and Reliabilities

U.S. Sample TotMl ScMle α SubscMles α

1. The Codependency Assessment Tool (CODAT; 
Hughes-Hammer, Martsolf, & Zeller, 1998) 

.86 .67 - .81

2. Self-Construal Scale-Independent Self (SCS; 
Singelis, 1994) 

.69

2. Self-Construal Scale-Interdependent Self (SCS; 
Singelis, 1994)

.63

3. Family Assessment Device-General Functioning 
Scale (FAD-GF; Epstein, Baldwin, & Bishop, 1983) 

.86

4. Rosenberg Self-Esteem Scale (RSE; Rosenberg, 
1965) 

.84

5. General Health 1uestionnaire (GH1-28; 
Goldberg & Williams, 1988) 

.86
 13

Instruments and Reliabilities (cont)
Taiwanese Sample TotMl ScMle α SubscMles α

1. The Codependency Assessment Tool (CODAT; 
Hughes-Hammer, Martsolf, & Zeller, 1998) 

.88
.85 (pilot study)

.68 - .85
.59 - .87 (pilot study)

2. Self-Construal Scale-Independent Self (SCS; 
Singelis, 1994) 

.69
.66 (pilot study)

2. Self-Construal Scale-Interdependent Self (SCS; 
Singelis, 1994)

.57
.77 (pilot study)

3. Family Assessment Device-General Functioning 
Scale (FAD-GF; Epstein, Baldwin, & Bishop, 1983) 

.88

4. Rosenberg Self-Esteem Scale (RSE; Rosenberg, 
1965) 

.86

5. General Health 1uestionnaire (GH1-28; Goldberg 
& Williams, 1988) 

.90
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Results
 Preliminary Analyses
 Descriptive Statistics (Mean Scores)

Cultural Group USA (N = 101) Taiwan (N = 176)
Total Codependency 1.93 2.18

Independent Self 3.64 3.39

Interdependent Self 3.44 3.74

Family Functioning 1.64 1.95
Self-Esteem 3.31 2.75
Psychological Adjustment .16 .25

 15

Results (cont)
 Bivariate Correlations among Variables Studied (N = 277)

Note. Cultural group was coded with USA = 0, Taiwan = 1; gender was coded with male = 0, 
female = 1. 

* p < .05. ** p < .01.

1 2 3 4 5 6 7 8

1. Total Codependency — -.24** .32** .23** -.15* .50** -.51** .53**

2. Independent Self — .05 -.29** .02 -.26** .51** -.22**

3. Interdependent Self — .40** -.00 .16** -.30** .22**

4. Cultural Group — -.10 .30** -.46** .22**

5. Gender — -.23** .06 .03

6. Family Functioning — -.46** .29**

7. Self-Esteem — -.45**

8. Psychological Adjustment —
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Results (cont)
1. Research Question One

Is there a relationship between codependency and cultural 
orientations in college students in Taiwan and the USA?

* p < .05. ** p < .01. *** p < .001. 

Hierarchical Multiple 
Regression

R² β for 
Independent 
Self

β for 
Interdependent 
Self

Total Group .15*** -.22*** .31***

U.S. Group .11** -.21* .31**

Taiwanese Group .11*** -.20** .25**

 17

Results (cont)
2. Research Question One

Are cultural group, gender, family of origin experiences, self-esteem, and 
psychological adjustment predictive of codependency in college students in 
Taiwan and the USA after differences in cultural orientations are adjusted?

* p < .05. *** p < .001. 

Hierarchical Multiple Regression R² = .48*** Δ R² = .32***
Predictor Variables β sr²
Cultural Group -.12* .01
Gender -.09 ns
Family Functioning .28*** .06
Self-Esteem -.23*** .03
Psychological Adjustment .33*** .08
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Results (cont)
3. Research Question Three

Which related characteristics are predictive of codependency in 
college students for each of the two cultural groups after differences 
in cultural orientations are adjusted?

*** p < .001.

Hierarchical Multiple 
Regression

R² Δ R²

U.S. Group .51*** .40***

Taiwanese Group .45*** .34***

 19

Results for Research Question Three (cont)
Hierarchical Multiple 
Regression

U.S. Group Taiwanese Group

Level of Importance of 
Significant Predictors

β sr² β sr² 

Psychological 
Adjustment 

.32***
1st

.08 .33***
1st 

.08

Family Functioning .17*
4th 

.02 .33***
1st 

.08

Self-Esteem -.33**
2nd

.07 -.17*
3rd 

.02

Gender -.26**
3rd

.06 -.01 ns

* p < .05. ** p < .01. *** p < .001.  
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Results (cont)
4. Research Question Four

What differences exist in codependency in college students in Taiwan and 
the USA?

2.04 2.05

2.53

2.11 2.14

1.62

2.34

1.46

1.89

2.32

0

1

2

3

4

Other Focus/Self-Neglect Self-Worth Hiding Self Medical Problems Family of Origin Issues

TW

USA

Codependency Mean
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Results (cont)

Supplemental Analyses
a. No interaction effects among the five 

predictor variables.
b. Suppressor variables:

- Interdependent Self
- Family Functioning
- Self-Esteem 

 

 
 
 
 

22

Discussion of Findings
 Findings provide validation of the construct of 

codependency when taking cultural contexts into 
account. 

 Findings support the shame-based essence of 
codependency in college students in both countries. 

 Codependency may be a valid psychological construct 
for college students in terms of their psychosocial 
development.    

 23

Implications
 Theoretical implications

- Family systems perspectives on codependency
- Bowen’s concept of undifferentiated self
- Taking social or cultural contexts into account

 Clinical implications
- Influences of specific cultural values and family-of-

origin experiences
- Family-of-origin work in individual and group   

therapy
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Limitations & Future Study
 Limitations of this Study

- No causality.
- The generalizability of the findings is limited.
- Measurement issues and unequal sample sizes.

 Suggestions for Future Study 
- The applicability and effectiveness of Bowen-based treatment    

model for college students in Taiwan or other Asian countries
- 1ualitative study on the effects of cultural values and other 

factors on the development as well as recovery of codependency 
and its related symptoms in college students in different cultural   
contexts.

 25

1uestions or comments?

Thank you for your attention!
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中国人民大学との共同教育プログラムについて 
 

同志社大学 山田礼子 於 東北大学 12 月 6 日 
 
プログラムの特色 
１． 主として中国において日本語・日本文化の教育に携わる者またはこれから携わろう

と 
する者の育成を視野 

２． 実質 1 年間の日本滞在で同志社大学の修士（教育文化学）の学位が授与 
1 年次は中国人民大学において主に集中講義を中心として学び、2 年次は同志社大学にお

いて所定の過程を履修（通算 2 年間） 
３． 入学金相当額及び第 1 年次授業料相当学の 30％が奨学金として給付 

2 年次授業料には同志社大学所定の留学生奨学金制度が適用され、30％～50％が小学金と

して給付 
４． 北京市内における現地受験が可能 
５． 中国において日本語・日本文化の教育に携わる者またはこれから携わろうとする者

を育成することを目的としているため、博士課程（前期課程）のみ 
 

受験に関して 
実施場所 北京 
選考科目 小論文・面接 
 
大学院学則を本共同プログラムには適用 
第 6 条の 3 
第 20 条の 2 により留学した大学の大学院において単位を修得した者、外国の大学の大学院が

行う通信教育における授業科目を我が国において履修し単位を修得した者、外国の大学院の

教育課程を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であ

って、文部科学大臣が別に指定するものの当該教育課程における授業科目を我が国において

履修し単位を修得した者及び大学院設置基準第 15 条に定める「国際連合大学」の教育課程に

おける授業科目を履修し単位を修得した者には、研究科教授会又は研究科委員会の議に基づ

き、前条により認定した単位と合わせて 10 単位を超えない範囲で課程修了の所定単位として

認定することができる。 
第 20 条の 2 
学生は、在学中当該研究科教授会又は研究科委員会が本人の教育上有益と認め、学長が承認

した場合に限り、本学の認定する外国の大学の大学院に留学することができる。 
2 留学の期間は、第 4 条の修業年限及び第 5 条の在学年限に参入できる。 
3 留学の取り扱いについては、別にこれを定める。 
外国の大学に留学する学生の取り扱いに関する内規 
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第 4 条を適用 
第 4 条 この内規の適用を受けて留学する学生は、次の要件を満たさなければならない。た

だし、大学院学生には適用しない。 
（１） 本学に 1 年以上在学していること。 
（２） 30 単位以上習得していること。 
 
協定書の締結 
同志社大学外国人留学生（中国人民大学教育研究所との共同教育プログラムの入学者）への

奨学金についての申し合わせ（2010 年 2 月 18 日制定）が適用 
 
中国人民大学教育研究所と同志社大学大学院社会学研究科教育学専攻との共同教育プログラ

ム実施に関する協定を 2009 年 12 月に締結 
・入試に関しては中国人民大学の協力により中国で実施 
 学生募集についても中国人民大学が協力 
・第 1 年次の授業科目および研究指導は、同志社大学の所定の過程に基づき、中国人民大学

の協力により中国で実施する。10 単位まで履修することができる。科目履修に関する費用は

同志社大学が中国人民大学に別途支払う。 
・協定書は 5 年間の効力 双方の合意により随時改訂または修正することができる。 
 

覚書の作成 
・奨学金に関して 
・中国人民大学への教育委託費の提供 
・共同教育プログラムの学生が中国人民大学で履修した科目の単位を認定し、成績証明書 
を発行 

 

共同教育プログラムの運営に関連して 
・中国人民大学に日本語のできるコーディネータが存在（京都大学に留学し博士号を取得し

た中国人准教授） 
・事務的手続きに関しては、日本側事務職員とコーディネータが連絡調整を進めて実施 
・中国人民大学側での授業内容については、シラバスの精査等を通じて単位読み替えを 
 実施 その協議については教員が行い、流れができた段階で事務的に取り扱う 
・集中授業として、同志社大学側の教員 4 名が毎年 2 回に分けて出張し、集中授業を実施 
・事前・事後学習との組み合わせ 
・1 年次に指導教員を確定  
・修士論文ではなく、卒業研究特別レポートとして提出 その指導は同志社側の指導教員 
がおこなう 
・日本側担当事務職員を中国語習得のために半年中国人民大学中国語プログラムに派遣 
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奨学金についての申し合わせ（2010 年 2 月 18 日制定）が適用 
 
中国人民大学教育研究所と同志社大学大学院社会学研究科教育学専攻との共同教育プログラ

ム実施に関する協定を 2009 年 12 月に締結 
・入試に関しては中国人民大学の協力により中国で実施 
 学生募集についても中国人民大学が協力 
・第 1 年次の授業科目および研究指導は、同志社大学の所定の過程に基づき、中国人民大学

の協力により中国で実施する。10 単位まで履修することができる。科目履修に関する費用は

同志社大学が中国人民大学に別途支払う。 
・協定書は 5 年間の効力 双方の合意により随時改訂または修正することができる。 
 

覚書の作成 
・奨学金に関して 
・中国人民大学への教育委託費の提供 
・共同教育プログラムの学生が中国人民大学で履修した科目の単位を認定し、成績証明書 
を発行 

 

共同教育プログラムの運営に関連して 
・中国人民大学に日本語のできるコーディネータが存在（京都大学に留学し博士号を取得し

た中国人准教授） 
・事務的手続きに関しては、日本側事務職員とコーディネータが連絡調整を進めて実施 
・中国人民大学側での授業内容については、シラバスの精査等を通じて単位読み替えを 
 実施 その協議については教員が行い、流れができた段階で事務的に取り扱う 
・集中授業として、同志社大学側の教員 4 名が毎年 2 回に分けて出張し、集中授業を実施 
・事前・事後学習との組み合わせ 
・1 年次に指導教員を確定  
・修士論文ではなく、卒業研究特別レポートとして提出 その指導は同志社側の指導教員 
がおこなう 
・日本側担当事務職員を中国語習得のために半年中国人民大学中国語プログラムに派遣 
 

資料 3-1-5 

 
 

課題 
・課題図書の配置や提供 
・中国人民大学の学生ではないため、施設の利用等についての制限（？）があると 
 学生から不満 
・博士後期課程とはつながっていないため、後期課程に進学したい学生についての課題 
・多くは若年学生のためかならずしも日本語教育に携わっているとはいえない 
・学士課程段階では日本語を専門としていた学生がほとんど、したがって教育学に関して 
の知識はほとんどない。接続性がない。（他の多くの留学生についても同様であるが） 

・2 年目に指導する場合、1 年目から同志社に留学してきている学生との間の差が存在 
・到達目標の設定の難しさ 
・尖閣諸島問題を契機としても個別レベルでは受験志望者は減少していない。しかし、中 
国人民大学は政府との関係も深い大学であることから、将来はどうなるかの不安も存在 

 

まとめ 
・ダブル・ディグリー（共同学位）とも異なる同志社独自の共同プログラム 
・いわゆる同志社への留学生であるが、中国人民大学からの協力・連携により運営 
・中国人民大学にとっては、教育委託金の存在が大きい（日本の基準での支払い） 
・同志社大学はグローバル 30 やグローバル人材育成事業の採択により複数の 
 国際化プログラムが進展 しかし、本プログラムは、別途社会学研究科の教育文化学専 

攻のプログラムとして進展してきた経緯がある したがって、大学本体のグローバル 30 
予算とは無関係 

 
  

資料 3-1-5 
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4-2 研究成果 
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国際シンポジウム報告 

 

学術協定報告 
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5-1 

「国際シンポジウム」報告書 

 
目的 
本プロジェクトでは、共同学位による国際社会で活躍できるリーダー的教育指導者の育

成という観点から、東アジアの諸大学に集まっていただき、国際シンポジウムを開催する。

国際シンポジウムは、共同学位の理想と現実について討論することを目的としている 
 

 
実施状況 

2011 年度に開催された国際シンポジウムは 2 件である。詳細は以下の通りである。 
 
国際シンポジウム① 

国際的共同学位による新たな人材育成の可能性 
 

司 会：清水 禎文 
日 時：2012 年 9 月 19 日（水） 
場 所：東北大学文科系総合研究棟 11 階大会議室 

 
開会の挨拶 

 
基調講演 

高等教育における流動性 
―ヨーロッパの経験から― 

 
講演 

東北大学大学院教育学研究科における新たなビジョン：KASP 
国際的卓越性を求めて：ソウル国立大学の現状と未来 

「大部制」改革における人材養成の国際化 
NNU における国際教育‐現状および将来の開発計画 

展望とカリキュラム改革：国立台湾師範大学の変革における経験 
国立政治大学におけるコア・コンピテンスの学習成果および多元的な評価 
教育改革：適応性の高い未来の教員を育成するためのボトムアップ手法 

 

  

（なお、プログラムや発表資料等は別冊を参照のこと。） 
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国際シンポジウム「国際的共同学位の構想：国際化時代に対応した人材育成」

を終えて 

 

東北大学 清水 禎文 

 
 東北大学大学院教育学研究科では、2011 年度から 5 年間にわたり、アジア共同学位開発研

究プロジェクトに取り組んでいます。このプロジェクトの目的は、東北大学大学院教育学研

究科・教育ネットワークセンターを中心として、共同学位（ジョイント・ディグリー）を対

象として二つの研究を行うことにあります。一つは、共同学位プログラム創設に関する基礎

研究です。もう一つは、この基礎研究を踏まえ、実際に共同学位プログラムを創設・運営し、

そのノウハウを蓄積する開発研究です。 
はじめに、私たちのプロジェクトの背景について簡単に触れておきましょう。今日、高等

教育は世界各地において変革を求められています。その主要因は、学生の流動性の高まりと

高等教育の再構築です。これらが今回のシンポジウムの根底にある課題意識です。 
今日、国境を越えて学ぶ学生が急速に増えています。もちろん、学生の意識の変革、国境

を越えるための経済的条件の改善などの個人的な要因も考えられますが、やはり学生の流動

性を高めるためのシステム構築が急速に整備・拡充・発展していることを挙げなければなり

ません。 
短期のプログラム（語学研修やサマーコースなど）、長期のプログラム（学位取得を目的）

に加え、ICT を活用した遠隔教育、フランチャイズ式教育などのシステム構築が、流動性を

高める上で重要な要因となっています。このような新たなシステムの中の一つに、共同教育

による学位プログラム（ジョイント・ディグリーやダブル・ディグリー）が挙げられます。

私たちは、これらを中期のプログラムと呼んでいます。こうしたシステムの構築が、学生の

流動性を高めていると言えるでしょう。 
もう一つの高等教育の再構築ですが、これにもいくつかの要因が考えられます。まず量的

な変化がもたらす質的変化です。とりわけ東アジアにおいては、高等教育への進学率が急激

に高まり、「エリート」から「マス」を経て「ユニバーサル」へと梯子を一挙に駆け登り、大

衆化の時代を迎えています。量的な変化が質的な変化を惹起しています。第二に、新自由主

的な社会経済政策です。1980 年代から先進諸国では新自由主義的政策が採られるようになり

ました。高等教育もその例外ではなく、産業界のニーズに応ずる人材育成が求められるよう

になりました。さらに、欧州においては顕著に認められる政策ですが、生涯学習社会へのシ

フトです。生涯学習の観点から、高等教育の機能と役割が見直されようとしています。 
これらの結果として、高等教育は専門的な「知識」の教育に加え、言語を含むコミュニケ

ーション能力などの「スキル」、価値観や倫理観などに関わる「態度」の育成を行う時代に突

入しました。元来、「スキル」や「態度」の育成は、重層的に存在していた人間的なネットワ

ーク（大学では学生寮や学内外のサークル活動、自主ゼミ、研究室内の人間関係など）の中

で無意図的に行われていました。学びの基盤にある人間的ネットワークが脆弱になりつつあ
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国際シンポジウム「国際的共同学位の構想：国際化時代に対応した人材育成」

を終えて 

 

東北大学 清水 禎文 

 
 東北大学大学院教育学研究科では、2011 年度から 5 年間にわたり、アジア共同学位開発研

究プロジェクトに取り組んでいます。このプロジェクトの目的は、東北大学大学院教育学研

究科・教育ネットワークセンターを中心として、共同学位（ジョイント・ディグリー）を対

象として二つの研究を行うことにあります。一つは、共同学位プログラム創設に関する基礎

研究です。もう一つは、この基礎研究を踏まえ、実際に共同学位プログラムを創設・運営し、

そのノウハウを蓄積する開発研究です。 
はじめに、私たちのプロジェクトの背景について簡単に触れておきましょう。今日、高等

教育は世界各地において変革を求められています。その主要因は、学生の流動性の高まりと

高等教育の再構築です。これらが今回のシンポジウムの根底にある課題意識です。 
今日、国境を越えて学ぶ学生が急速に増えています。もちろん、学生の意識の変革、国境

を越えるための経済的条件の改善などの個人的な要因も考えられますが、やはり学生の流動

性を高めるためのシステム構築が急速に整備・拡充・発展していることを挙げなければなり

ません。 
短期のプログラム（語学研修やサマーコースなど）、長期のプログラム（学位取得を目的）

に加え、ICT を活用した遠隔教育、フランチャイズ式教育などのシステム構築が、流動性を

高める上で重要な要因となっています。このような新たなシステムの中の一つに、共同教育

による学位プログラム（ジョイント・ディグリーやダブル・ディグリー）が挙げられます。

私たちは、これらを中期のプログラムと呼んでいます。こうしたシステムの構築が、学生の

流動性を高めていると言えるでしょう。 
もう一つの高等教育の再構築ですが、これにもいくつかの要因が考えられます。まず量的

な変化がもたらす質的変化です。とりわけ東アジアにおいては、高等教育への進学率が急激

に高まり、「エリート」から「マス」を経て「ユニバーサル」へと梯子を一挙に駆け登り、大

衆化の時代を迎えています。量的な変化が質的な変化を惹起しています。第二に、新自由主

的な社会経済政策です。1980 年代から先進諸国では新自由主義的政策が採られるようになり

ました。高等教育もその例外ではなく、産業界のニーズに応ずる人材育成が求められるよう

になりました。さらに、欧州においては顕著に認められる政策ですが、生涯学習社会へのシ

フトです。生涯学習の観点から、高等教育の機能と役割が見直されようとしています。 
これらの結果として、高等教育は専門的な「知識」の教育に加え、言語を含むコミュニケ

ーション能力などの「スキル」、価値観や倫理観などに関わる「態度」の育成を行う時代に突

入しました。元来、「スキル」や「態度」の育成は、重層的に存在していた人間的なネットワ

ーク（大学では学生寮や学内外のサークル活動、自主ゼミ、研究室内の人間関係など）の中

で無意図的に行われていました。学びの基盤にある人間的ネットワークが脆弱になりつつあ

 
 

る今日、高等教育はこれら「知識」「スキル」「態度」を従来よりもいっそう広く視野に収め

てカリキュラムを編成することが求められています。 
なお、2011 年 3 月の震災の経験は、「知識」「スキル」「態度」をバランスよく備え、また豊

かな「実践」の感覚を持つ専門職の必要性を痛感させるものでした。文字通り泥沼のような

現場で生起するさまざまな問題は、現実を離れた静謐な研究室の中での擬似的な問題とはま

ったく異なり、「知識」だけでは対処できるものではありませんでした。 
以上のように、流動性の高まり、高等教育の再構築、さらに震災の経験を踏まえ、私たち

は「知識」「態度」「スキル」「実践」の頭文字を取り、「KASP」という人材養成のビジョンを

掲げました。そして、このビジョンに基づく専門職養成を、国際的共同教育プログラムにお

いて実現していく。これが私たちの共同学位開発研究の基本的なスタンスです。このシンポ

ジウムの目的は、パートナーとなる東アジアの諸大学とこうした教育理念について討論する

ことにありました。 
シンポジウムに先立って、Ulrich Teichler 先生の基調講演がありました。先生は、高等教育

専門家として世界でも最も知名度の高い先生のお一人です。現在は、ドイツ・カッセル大学

の国際比較高等教育研究所に精力的に研究に取り組まれております。またカッセル大学の副

学長を務められた経験もお持ちです。世界中を飛び回れていらっしゃる Teichler 先生が、お

忙しい時間の合間を縫って極東の、さらに東北まで訪ねてくださったことに対して、和え改

めて感謝の気持ちを表します。 
Teichler 先生の基調講演は、ヨーロッパにおける学生の流動性と国際的共同教育の可能性に

関する報告でした。先生の報告によれば、流動性はヨーロッパにおける長い大学の歴史から

見れば珍しい現象ではなく、むしろ今日よりも流動性が高かった時代もあります。またドイ

ツ国内でも、学生が大学を移動することは、かつて頻繁に見られた現象でした。今日では EU
がイニシアティブを取り、EU 域内、あるいは EU の枠組みを越えて、積極的に流動性を高め

ようとしています。たとえば、エラスムス、エラスムス・ムンドゥス、マリー・キュリーな

どの計画が実施されています。しかし、その背後には 1960 年代から始まる国際的共同教育の

長い模索の過程があったのです。 
Teichler 先生のご講演を聞いていて、こうした流動性、あるいは国際的共同教育プログラム

を評価する際の視点として、2 つのポイントがあるように思えます。私たちもその 2 つの点

に十分な注意を払わなければなりません。 
一つは、「プロパガンダに惑わされてはならない」ということです。Teichler 先生は長年に

わたり、EU の高等教育政策にも深くコミットなされてきました。しかし、先生は学者として、

つねに政策に対しては一定の距離をおき、批判的な立場を貫かれてきました。大学にはそれ

ぞれ固有の歴史と伝統、そして文化があります。それらが、政策的プロパガンダによって変

質されるようなことがあってはならない。これが第一のポイントです。 
もう一つは、一つ目と表裏一体の関係にあります。それは「エビデンスに基づいて考えよ」

ということです。ヨーロッパにおける国際的共同教育プログラムは、EU の財政的な支援の下

で拡張されてきました。しかし、こうしたプログラムで学ぶ学生の数は、1 パーセントにも

満たないのが現状です。先生の講演は、このような量的に見れば、存在しないに等しいプロ
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グラムにどのような希望があるのか、と厳しい批判で締めくくられました。 
しかし、EU の政策はさまざまな国際的共同教育によって、「社会的次元」(social dimension)、

つまり「ヨーロッパ的次元」を構築し、同時に「ヨーロッパ的シチズンシップ」を育成しよ

うとするものです。これらのプログラムは、壮大な社会的実験と言えるでしょう。少なくと

も、この高い理想を掲げている点において、EU の国際的共同教育プログラムは積極的に評価

すべき点があるように思います。 
シンポジウムでは準備不足もあり、議論の焦点の見えにくい点もありました。しかし、そ

れぞれの大学において、国際化が進展する中で、それに対応する方策を探っていることを読

み取っていただけるものと思います。 
最後になりましたが、私たちのプログラムは 2 年目を終えようとしています。この報告書

を手にする方々からの、率直なご意見をいただければ幸いです。 
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シンポジウムでは準備不足もあり、議論の焦点の見えにくい点もありました。しかし、そ

れぞれの大学において、国際化が進展する中で、それに対応する方策を探っていることを読
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5-2 

「国際シンポジウム」報告書 

 
実施状況 
 
国際シンポジウム② 

東アジアの高等教育の行方 
―共同学位プログラム創設を目指して― 

 
司 会：田中 光晴 
日 時：2013 年 2 月 21 日（木） 
場 所：東北大学文科系総合研究棟 11 階大会議室 

 
開会の挨拶 

 
基調講演 

東アジアの高等教育の行方 
―共同学位プログラム創設を目指して― 

 
講演 

The Future of University in Post-Massification 
―Redesigning Teaching and Research Systems― 

 
国際化における大学の社会と地域に対する役割 

―国立台東大学の例を中心に― 
 

中国における高等教育改革の新たな動向 
 

Building the Polis-Residential college experience from National Chengchi University in Taiwan 
 
 
 
 
 
 
 

（なお、プログラムや発表資料等は別冊を参照のこと。） 
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国際シンポジウム「東アジアの高等教育の行方―共同学位プログラム創設を目指して―」

を終えて 

 

東北大学 清 水 禎 文 

 

 東北大学大学院教育学研究科では、平成 23 年度から平成 27 年度まで、5年間にわたりア

ジア共同学位開発プロジェクトに取り組んでいます。このプログラムは、文部科学省特別

経費を受け、修士レベルの国際的共同教育プログラムを創設し、東アジアを中心とする国

と地域に対して、教育分野における高度な力量を備えた専門職を供給することを目的とす

るものです。また同時に、近年のキャンパス・アジアなどのプログラムに見られるように、

アジア地域においては緒についたばかりの国際的共同教育プログラムの成立、管理運営、

教育課程や教育方法の開発、学生支援などの諸条件について研究することを目的としてい

ます。 

 この目的を達成するために、東北大学大学院教育学研究科では、東アジアの諸大学と連

携を深めてきました。もちろん私どもは、これまでいくつかの大学と学術交流協定を結ん

できました。しかし、現在は国際的共同教育の可能性を共に探ることを中心目的として、

戦略的に学術交流協定を結ぼうとしています。そして、主としてこれらの大学から、共同

学位創設を進める上で支援や助言を得るために、客員教員を招へいしてきました。今年度

は、叶林・杭州師範大学准教授、申正撤・ソウル国立大学准教授、胡建華・南京師範大学

教授、梁忠銘・国立台東大学教授、鄭同僚・国立政治大学准教授を招へいしてきました。 

 今年度末の 1月から 2月にかけて、滞在期間は若干ずれるものの、4人の先生方が東北大

学に滞在なされることになりました。このため、これらの客員教員の先生方とシンポジウ

ムを行う運びとなりました。 

 テーマは「東アジアの高等教育の行方 国際的共同学位創設を求めて」としました。先

生方は必ずしも高等教育の研究者ではありません。したがって、主催者から注文をつけ―

―先生によっては、こちらからテーマを指定しました――、シンポジウムを開催すること

になりました。 

 シンポジウムの趣旨については、本文の中でも確認できると思います。ここでは確認の

意味を込めて簡単に触れておきます。 

1990 年代以降、世界の高等教育は急速に変貌しつつあります。とくに東アジア地域では、

高等教育は急激に姿を変えようとしています。その主たる原因は２つです。 

１つは高等教育へのアクセスが急速に高まってきたことです。日本では高等教育へのア

クセスは緩やかに上昇してきました。しかし、韓国や台湾では高等教育へのアクセスが短

い期間のうちに急速に高まり、現在では同一年齢層の 90%が高等教育機関で学んでいます。

中国でも高等教育へのアクセスは高まっています。つまり、これらの国と地域では、トロ
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ウの定義によれば「エリート」段階から、「マス」段階を経て、一挙に「ユニバーサル」段

階へとシフトしてきたのです。ここには多くの問題が含まれていますが、学生が卒業時に

持つべき資質能力を想定し、カリキュラムを根本的に見直す必要があるでしょう。「エリー

ト」段階で育ってきた教員は、自らの被教育体験をもとにして教育を行う傾向があります。

しかし、大学という地盤は「ユニバーサル」段階に移動しているのです。そこで求められ

ている教育は、必ずしも従来の研究中心型の教育ではありません。 

もう一つの原因は、学生の流動化です。大学生全体の数から見れば、短期ないし長期の

留学を経験する者の数はきわめて限られています。しかし、欧米や豪州の「草刈り場」と

なりつつある東アジアでは、さまざまな形のプログラム――短期間の語学研修、サマーコ

ースなどに加えて、遠隔教育や国内にキャンパスを持つ海外大学の進出など――が提供さ

れています。今後、順調に経済発展が進めば、さらに多くの留学生が出てくることでしょ

う。ちなみに、日本においては、新しい世界でチャレンジしてみようという志を持つ学生

は減少してきていると言われています。 

少し視点が異なりますが、大学に身を置く者として、一言付言しておきます。東アジア

の大学を訪問してお話を伺っていますと、どのこの大学でもほとんど例外なく出てくる言

葉があります。それは「SSCI」という言葉です。「Social Science Citation Index」の頭

文字をとった略語です。日本以外の国々では、SSCI が教員のリクルートおよび教員評価の

際の重要な基準となっています。研究者を目指す学生であれば、こうした事情に敏感にな

らざるをえず、海外（英語圏）でのキャリアを積むことが、大学でポストを得るための必

要条件のようになっています。アジアの大学の研究レベルは決して低くないと思われます

が、海外（英語圏）で「修行」してこないと、ポストを得ることも容易ではなくなりつつ

あります。これも、流動性を高めている要因でしょう。 

こうした問題意識から、10 年後、20 年後のアジアの高等教育について、いろいろな視点

から自由に意見を交わしてみようと思いつきました。そして、高等教育が変貌していく中

にあって、新しい取り組みである国際的共同学位プログラムはどのように位置づき、どの

ような形に発展しうるのか、その可能性を討議してみようと思いました。ただし、人は過

去と現在の経験からしか、将来を構想することができません。したがって、まず現在の状

況をどのように認識するか。この認識からシンポジウムを始めることにしたのです。 

 報告者について簡単にご紹介しておきましょう。 

 申正撤先生は、韓国・ソウル国立大学で教育行政学を担当なされています。高等教育を

研究テーマとなされており、高等教育の国際的動向について最先端の研究をなされており

ます。高等教育関係の著作も多く、おそらく 10 年後には高等教育研究の世界的なリーダー

となられるでしょう。 

 梁忠銘先生は、台湾・国立台東大学の教授で、ご専門は教育行政学です。先生は東北大

学で学位を取得なされ、帰国後は学部長や副学長を歴任するなど、行政的手腕にも優れた

力量を発揮なされてきました。国立台東大学において、さまざまな形で国際化を推進なさ
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れ、いくつかの学術交流協定を結ばれてきたと仄聞しております。 

 胡建華先生は、中国・南京師範大学で 10 年間にわたり学院長（日本では研究科長）を務

められてきました。専門は中国の高等教育です。名古屋大学で学位を取得されたこともあ

って、日本の高等教育についても論文を執筆なされています。 

 鄭同僚先生は、台湾・国立政治大学の准教授で、アメリカの学校選択を中心に研究を進

められています。日本の NHK に相当する台湾の国営放送で理事を務められた経験もお持ち

で、非常に幅広い見識をお持ちです。 

 なお、４人の先生はいずれも外国で博士号を取得なさています。申先生と鄭先生はアメ

リカで、胡先生と梁先生は日本で学位を取得されました。 

 さて、こうしたメンバーでシンポジウムを行いました。報告の順序は、(1)世界的な視野

から、(2)東アジアへ、そして(3)各大学における国際化への取り組み、あるいは国際化を

意識した教育改革という順序で、次第にズームを絞り込んでいく形でシンポジウムは組ま

れています。それぞれの報告内容につきましては、本文の中でご確認いただきたいと存じ

ます。 

 最後に共同学位創設について、先生方からご意見をいただきました。一言で要約すれば、

われわれに求められている基本的な姿勢は、「プラグマティズム」です。新たにことを始め

るにあったてはプラグマティックに考えるべきであり、実際に共同学位創設に向けて歩み

を開始した時に、現実的な問題や課題は見えてくる。その段階で一つひとつの問題や課題

を解決していけばよい。たしかに頭の中で考えていても、事柄は進みません。こうしたご

意見の背後には、あるいは先生方の個人的な人生観――十年以上の留学経験のある先生も

おりました――があるのかも知れません。留学経験から、人生を生き抜いていくための「し

なやかさ」と「したたかさ」、そして楽観主義を獲得されたのかも知れません。 

 私たちのプログラムは、５年計画のうちの２年目を終えようとしています。これまでい

ろいろな議論を重ねてきました。またサマーコースの開設など、いろいろな取り組みも行

ってきました。今後は、残された時間の中で、先生方から頂いた助言に基づき、楽観主義

をベースとして、プラグマティックに行動していきたいと考えております。失敗を恐れず

に先に進んでいきたいと思います。そしてこれまでになかった新しいタイプの教育を、仙

台から発信できるように努めてまいりたいと思います。 

 最後になりましたが、この報告書を手になされる方々には、率直なご意見・ご批判を賜

れば幸いです。 
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5-3 

「学術協定」報告書 

 
目的 
 
 本プロジェクトの最終目的であるジョイント･ディグリーを開発するため、前段階とし

て、海外大学と部局間協定を結び、学生交流や研究交流を深めていくこととする。 

 
実施状況 
  

今年度の 9 月 3 日に台湾の国立政治大学教育学院と部局間協定を締結することができた

＜資料 5-4 参照＞。 
また、中国の北京師範大学教育学部、華東師範大学の心理与認知科学学院及び教育科学

学院及び韓国のソウル大学校師範大学との部局間協定を来年度内に予定している。 
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資料 5-4 東北大学大学院教育学研究科長 本郷一夫・国立政治大学教育学院長 湯志民  



1
 

 

 
 
 
 
 

6 広 報 活 動 
 

 
 

 

ニューズレター 

 

ホームページ 

  



143
 

 

6-1 

「ニューズレター」報告書 

 
目的 
ニューズレターを定期的（年 2 回）に発行し、調査報告・実施成果に関わる情報公開を行

うこととする。よって、改革プログラムの進捗状況を広報し、広く批判・意見を受け入れ、

プログラムの更なる充実を図る。 
 
 

 
実施状況 

2013 年 3 月に第 2 号・第 3 号が発行された。なお外国との接点が多いため、日本語と英語

の 2 つの言語版を作成している。 
 2013 年 5 月末付で第 4 号が発刊される予定である。 
 また、HP に掲載し、PDF ファイルでの参照とダウンロードを可能にした。 
 
 

第 2 号（目次） 
 

     ・国際的共同教育プログラムの運営に携わって 
―私とエラスムス・ムンドゥスとの 6 年間―（Edward Vickers） 

     ・2011 年 12 月・アジア八大学による国際シンポジウム開催 
      ―国際的共同学位による新たな人材育成の可能性を探る― 
     ・2011 年度進捗状況（3 月末日現在） 
 

第 3 号（目次） 
 

     ・台湾・国立政治大学との学術交流協定調印式 
     ・Summer Course 2012 in Tohoku University 開催 
     ・2012 年度進捗状況（9 月末日現在） 
 
 

  具体的には資料 6-1 として添付した通りである。 
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6-2 

「ホームページ」報告書 

 
目的 
本プロジェクトに関連する各種イベントの情報を世界に発信するとともに、プロジェクト

の進捗を報告する。 

 
実施状況 
サイトのフレーム作りとコーディングは（株）今野印刷に外注し、作成した。2012 年 3 月

27 日にオープンされ、随時更新した。また、2012 年 11 月には英語ホームページを開設し随

時更新している。また情報の相互性を高めるべく Facebook サイトを開設し、参加者とコミュ

ニティを形成した。 
HP アドレス：http://www.sed.tohoku.ac.jp/~ajp/index.html （日本語） 
HP アドレス：http://www.sed.tohoku.ac.jp/~ajp/en/ （英語） 
Fcebook サイト：http://www.facebook.com/ajptohoku 
 
・概要 
（研究科長挨拶、プロジェクト・リーダー挨拶、プログラム概要、実施計画・実施記録、

実施担当者一覧） 
 
・活動実施内容 
（国内調査報告、海外調査報告、海外インターンシップ、海外大学との提携情報、シンポ

ジウム開催、海外大学との提携情報） 
 
・調査報告・成果報告 
（国内調査報告、海外調査報告） 
 
・イベント実施情報 
（シンポジウム・セミナーの情報及び報告） 
 
・公募情報 
 
・アクセス 
 
・多言語バージョン 

簡体中文、繁体中文、韓国語のホームページについては今後作成予定 
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総 括 

 
本プロジェクトは、平成 23 年度～平成 27 年度の 5 年間、概算要求特別経費「東アジアに

おける国際的教育指導者共同学位プログラムの開発研究」（事業名として「アジア共同学位

開発プロジェクト」）として実施しています。 
平成 23年 3月 11日の東日本大震災により、平成 23年度の進行がやや遅れ気味でしたので、

平成 24 年度においては、遅れを取り戻すべく、関係者一丸となり、本プロジェクトに取組ん

でまいりました。本稿では、（1）実施体制、（2）海外出張・国内出張、（3）外国人研究員（客

員教員）、（4）国際シンポジウム、（5）外部評価、（6）サマーコース、（7）共同学位カリキュ

ラムなどについて振り返りたいと思います。 
 

（1）実施体制 
昨年度とほぼ同様、専任助教 2 名、教育研究支援者 1 名、事務職員 1 名で、プロジェクト

事務局を構成しました。当初、教職員と事務局からなる推進会議および全体会議の 2 つが設

けられました。全体会議については、開催日を確保することがむずかしく、また推進会議と

構成員の多くが重複しており、おおよそ推進会議（月 1 回開催）で代えることとしました。

機動的に対応するため、推進会議の下に企画委員会を設け、週 1 回開催し、さまざまな案件

を処理してきました。全体として、実施体制はようやく軌道に乗ってきたのではないかと思

います。 
 
（2）海外調査・国内調査 

海外調査 10 回、国内調査 8 回を通じて、各国の大学との交流・連携を図ることができ、ま

た、各大学の国際戦略や共同学位の実施状況などさまざま情報を収集することができました。

現状を学ぶとともに、今後の研究交流等への手がかりを得ることができたといえます。 
 
（3）外国人研究員（客員教員） 
中国 3 名、韓国 2 名、台湾 3 名の計 8 名の外国人研究員（客員教員）を招聘することがで

きました。本プロジェクトへの助言を含めた意見交換ができました。その他、4 名の客員教

員には、サマーコース（後述）へ協力いただき、充実した授業科目とすることができました。 
 
（4）国際シンポジウム・国際セミナー 
「国際シンポジウム」については、本年度、2 回開催しました。 
9 月には、『国際的共同学位の構想－国際化時代に対応した人材育成 －』（日英同時通訳）

をテーマとして、基調講演に Teichler 教授（カッセル大学、ドイツ）を招き、さらに北京師

範大学、南京師範大学、ソウル国立大学、国立政治大学、国立台湾師範大学からシンポジス

トを招き、国際シンポジウムを開催しました。共同学位に関する国際的な実情を知ることが
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でき、本プロジェクトには有益でした。 
2 月には、滞在中の客員教員 4 名をシンポジストとして『東アジアの高等教育の行方－共

同学位プログラム創設を目指して－』（日中韓同時通訳）をテーマに国際シンポジウムを開催

しました。東アジアにおける各大学の共同学位に関する状況をくわしく知ることができ、本

プロジェクトが目指す共同学位にとって礎となりました。 
客員教員あるいは招聘した研究者による「国際セミナー」については、本年度、4 回開催

しました。 
 
（5）外部評価 
 平成 24 年 8 月、二宮皓放送大学副学長・教授、小尾晋之介慶応義塾大学教授、Edward 
VICKERS 九州大学准教授の 3 名の委員による外部評価委員会を開催しました。貴重な助言等

をいただくことができ、プロジェクトの推進に役立てることができました。なお、VICKERS
委員は、所用のため欠席となり、書面による意見等の提出となりました。 
 
（6）サマーコース 
 平成 24 年 8 月、大学院の授業科目『アジアの子ども』『アジアの学校』（各 2 単位）を“サ

マーコース”として開講しました。 
 本研究科の教員のほか、中国、韓国、台湾から教員を招き講師として、英語による授業科

目としました。中国、韓国、台湾から 11 名の大学院学生を招いて、受講しての意見・感想を

求め、共同学位プログラムへの参考となりました。本研究科からの履修登録学生が少なかっ

たことが今後の課題として残りました。 
 
（7）共同学位カリキュラム 
 3 月、本研究科にて高麗大学と共同学位カリキュラムに関する国際ワークショップを開催

し、意見交換をしました。共同教育科目、単位互換等について検討し、カリキュラムの創設

に向けての課題が明確となりました。 
 
（8）その他 

遠隔地授業システムについては、8 月、杭州師範大学と回線を結ぶことができ、今後、本

格的に活用することが期待されます。 
当プロジェクトのホームページについては、3 月に開設し、さらに 11 月には英語版も開設

し、海外にも発信することができるようになりました。 
 平成 25 年度には、学部の授業科目として『海外教育演習』（2 単位）を新規に開設し、本

プログラムの学部学生への周知と大学院進学への動機づけを高めることを図ります。 
また、学生の海外への関心を高めるため、3 月、「学生海外短期研修」（韓国、3 泊 4 日）が

研究科長裁量経費により実施されました。上述の『海外教育演習』の試行ともなりうるので、

その実施には当プロジェクトが協力しました。 
研究棟 2 階の事務室も整備し、活動の利便性を高めました。 
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でき、本プロジェクトには有益でした。 
2 月には、滞在中の客員教員 4 名をシンポジストとして『東アジアの高等教育の行方－共

同学位プログラム創設を目指して－』（日中韓同時通訳）をテーマに国際シンポジウムを開催

しました。東アジアにおける各大学の共同学位に関する状況をくわしく知ることができ、本

プロジェクトが目指す共同学位にとって礎となりました。 
客員教員あるいは招聘した研究者による「国際セミナー」については、本年度、4 回開催

しました。 
 
（5）外部評価 
 平成 24 年 8 月、二宮皓放送大学副学長・教授、小尾晋之介慶応義塾大学教授、Edward 
VICKERS 九州大学准教授の 3 名の委員による外部評価委員会を開催しました。貴重な助言等

をいただくことができ、プロジェクトの推進に役立てることができました。なお、VICKERS
委員は、所用のため欠席となり、書面による意見等の提出となりました。 
 
（6）サマーコース 
 平成 24 年 8 月、大学院の授業科目『アジアの子ども』『アジアの学校』（各 2 単位）を“サ

マーコース”として開講しました。 
 本研究科の教員のほか、中国、韓国、台湾から教員を招き講師として、英語による授業科

目としました。中国、韓国、台湾から 11 名の大学院学生を招いて、受講しての意見・感想を

求め、共同学位プログラムへの参考となりました。本研究科からの履修登録学生が少なかっ

たことが今後の課題として残りました。 
 
（7）共同学位カリキュラム 
 3 月、本研究科にて高麗大学と共同学位カリキュラムに関する国際ワークショップを開催

し、意見交換をしました。共同教育科目、単位互換等について検討し、カリキュラムの創設

に向けての課題が明確となりました。 
 
（8）その他 
遠隔地授業システムについては、8 月、杭州師範大学と回線を結ぶことができ、今後、本

格的に活用することが期待されます。 
当プロジェクトのホームページについては、3 月に開設し、さらに 11 月には英語版も開設

し、海外にも発信することができるようになりました。 
 平成 25 年度には、学部の授業科目として『海外教育演習』（2 単位）を新規に開設し、本

プログラムの学部学生への周知と大学院進学への動機づけを高めることを図ります。 
また、学生の海外への関心を高めるため、3 月、「学生海外短期研修」（韓国、3 泊 4 日）が

研究科長裁量経費により実施されました。上述の『海外教育演習』の試行ともなりうるので、

その実施には当プロジェクトが協力しました。 
研究棟 2 階の事務室も整備し、活動の利便性を高めました。 

 
 

東アジアおよび ASEAN 諸国の有力大学と連携し、東アジアにおけるリーダー養成のモデ

ルとなる国際的教育指導者共同学位プログラムの開発を行うことを目的として始まった本プ

ロジェクトは、3 年目の平成 25 年度には具体的なカリキュラムの創設に向けて、取組むこと

になります。これまでの継続と新たな取組みに着手しながら、来年度以降も「アジア共同学

位開発プロジェクト」を推進し、研究者の交流、学生の交流を通じて、より質の高い大学院

教育を達成するための共同学位プログラムの創設を図っていきたいと考えています。 
 

2013 年 3 月 
東北大学大学院教育学研究科・副研究科長  
アジア共同学位開発プロジェクト・リーダー 

上 埜 高 志 
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